
政
策
情
報

か
わ
さ
き
36

多
様
な
働
き
方
を
目
指
し
て



　川崎市は、昨年、人口が150万人を突破しました。若い世代を中心とした社会
増に加え、自然増でも全国でトップとなるなど、全国的に人口減少が続く中、極
めてまれな都市です。豊富な文化芸術資源、先端産業・研究開発機関の集積な
どの優れたポテンシャルを有するとともに、近年の再開発や都市機能の整備に
伴い、都市の魅力が向上してきたこともありますが、何にも増して、市民一人ひ
とり、地域で活動されている団体、企業の皆様のたゆまぬ御努力のおかげで「選
ばれるまち」といえるような今の川崎市があると思います。
　一方で、当面続く人口増加に対応しながら、その先に確実に訪れる人口減少
も見据えつつ、変化の激しい時代にあっても、多様化するニーズや地域の課題
を的確に把握し、必要なサービスを将来にわたり提供していくため、市民サービ
ス、組織体制、財源の配分などの最適化に取り組んでいく必要があります。
　そして、市民により良いサービスを効果的に提供するためには、多様な人材
が活躍できる職場づくりを行うとともに、職員や組織の力を高め、課題に対し迅
速かつ柔軟に取り組める組織づくりが必要となります。
　そこで、今回の特集は、多様な働き方を目指した取り組みを取り上げました。
川崎市では、平成29（2017）年3月に「川崎市働き方・仕事の進め方改革推進プログ
ラム」を策定し、「職員の働く環境の整備と意識改革」と、「多様な働き方の推進」
に関する具体的取組を明らかにして、川崎市役所における「働き方・仕事の進め
方改革」を推進してきました。職員一人ひとりのワーク・ライフ・バランスの実現
と多様な働き方を可能とする職場づくりを進め、将来にわたりより良い市民サー
ビスを安定的に提供することを目指してまいります。
　今後も、市政運営の基本方針である「対話」と「現場主義」を旨とし、「全ては市
民のために」を基本に、「最幸のまち  かわさ
き」の実現に向けて、全庁一丸となって取り
組んでまいります。

川崎市長　福田  紀彦
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１  働き方改革を俯瞰する

（１）5つの源流が大河となり「働き方改革」へ
　働き方改革は第2次安倍内閣が発信した政治課題で
あった。2016年9月から合計10回に及ぶ働き方改革実
現会議が開催され、2017年3月28日、働き方改革実現計
画が公開された。
　働き方改革とは何か。「働き方改革は、社会問題であ
るとともに、経済問題であり、日本経済の潜在成長力の
底上げにもつながる、第三の矢・構造改革の柱となる改
革である」（働き方改革実行計画）というが、言葉だけが
独り歩きしていて、全体像は未だつかみにくい。
　そこでまずは、働き方改革の全体像を俯瞰しておこ
う。
　雇用・労働政策のなかで、これほど大きな政治課題
となったテーマはかつてない。働き方改革に取り組ん
でいないという上場企業はないというほど、企業経営

に大きな影響を与えている。いまや人事部門のみに収
まる取り組みではなく、すべての部門にまたがる、そし
てすべての労働者にかかわる一大経営改革になろうと
している。
　働き方改革がこれほど大きなテーマとなったのには
理由がある。
　それは、これまでに積み上ってきた多様な社会課題
が、「働き方改革」というひとつのテーマに統合されて
いったからである。具体的には図1に示すように、5つ
の源流が集まり大河になっている。
　第1は、賃上げによる経済活性化策である。大胆な
金融政策によってデフレを脱却し、企業業績の向上を
賃上げという形で家計に波及させ、消費を増やすとい
う、いわゆるアベノミクスだ。
　引き続き経済界に賃上げを要求しつつ、もう一つの
道筋として目を付けたのが全雇用者の4割におよぶ非
正規労働者の賃金である。同一労働同一賃金の導入や

大久保幸夫 （おおくぼ  ゆきお） 氏
（株）リクルートホールディングス  専門役員  リクルートワークス研究所所長。
1983年、（株）リクルート（現リクルートホールディングス）に入社。人材総合サービス事業部企画室長、地域活性事業部長を経て1999年リ
クルートワークス研究所を立ち上げ、所長に就任。2010年～12年内閣府参与を兼任。2011年専門役員就任。現在、厚生労働省労働政策
審議会人材開発分科会委員、文部科学省中央教育審議会生涯学習分科会委員、経済産業省ダイバーシティ経営企業100選運営委員等を務
める。一般社団法人産業ソーシャルワーカー協会理事、一般社団法人人材サービス産業協議会理事。著書に『働き方改革 個を活かすマ
ネジメント』『キャリアデザイン入門』『会社を強くする人材育成戦略』『女性が活躍する会社』（日本経済新聞出版社）ほか多数。

働き方改革―
個を活かす
マネジメント
大久保  幸夫

多様な働き方を目指して

特集 ◆ 特別寄稿

特集



【
特
集 

◆ 

特
別
寄
稿
】働
き
方
改
革
―
個
を
活
か
す
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

〈政策情報かわさき vol.36 2018.3〉  3

最低賃金の引き上げという具体策に展開されている。
　第2は長時間労働の是正という源流である。
　日本は欧米諸国と比べても労働時間が長い。一人当
たり平均年間総実労働時間は、1990年の2031時間から
2015年は1719時間（「データブック国際労働比較」労働
政策研究・研修機構）と大きく減っているかに見えるが、
これはほぼパートタイマーなどの非正規労働者の増加
によるもので、フルタイム労働者の労働時間はこの20
年間ほぼ横ばいである。改善が進んでいるとは言えな
い状況だ。
　長時間労働の慣行は、新たな労働力の参加を拒んで
いるという側面がある。育児や介護と仕事の両立を求
める労働者には長時間勤務は不可能だ。残業を前提と
して仕事をするのではなく、勤務時間内で働くことを
大前提として、致し方ない場合に残業するという新し
いワークモデルに転換しなければならない。
　長時間労働は、睡眠時間の不足、高い労働負荷、家
庭生活や余暇時間の不足を通じて、健康を阻害する。
因果関係には明確でないところもあるが、心身の不調
に与える影響が高まることはさまざまな研究によって
確認されている。
　具体的には36協定の見直しを行い、残業時間に明確
な上限を設けることである。労働基準法第36条には、

「労働者は法定労働時間（1日8時間1週40時間）を超えて
労働させる場合や、休日労働をさせる場合には、あら
かじめ労働組合と使用者で書面による協定を締結しな

ければならない」と定められている。ところがこのルー
ルが形骸化し、特約条項を活用すれば実質的に上限な
く残業ができるようになっていた。
　特に働き方改革の議論中に、過労死に関する痛まし
い事件が起きたことでより議論が活発化した。過労死
という言葉はそのままkaroshiとして海外でも通用する
ほど、悪い意味で日本の特徴となっている。
　実行計画では、上回ることができない時間外労働時
間を年720時間（＝月平均60時間）とする案を打ち出し、
これに基づいて労働基準法の改正が予定されている。
　第3は、第4次産業革命という源流である。
　具体的には、ビッグ・データ解析結果の保守点検、健
康管理、カスタマイズ商品の提供などの多目的な活用。
シェアリング・エコノミーもしくはオンデマンド・エコノ
ミーと呼ばれる、インターネットを通じたサービス利用
者と提供者のマッチング。AIやロボットによる省力化、
たとえば自動運転や介護ロボットなど。フィンテックと
呼ばれる、ITを利用した革新的な金融サービス事業な
どがそれにあたる。
　このようなテクノロジーの変化は働く環境を一変さ
せる可能性がある。ネガティブにとらえれば、AIやロ
ボットにより、雇用が奪われるということであり、ポジ
ティブにとらえれば、単純作業はテクノロジーが代替
してくれるということである。
　そして、テクノロジーの進化はテレワークに象徴さ
れる新しく柔軟な働き方を後押ししてくれる。
　テレワークは、時間や制約にとらわれることなく働く
ことができ、子育て、介護と仕事の両立の手段となり、
多様な人材の能力発揮が可能になるもの、として政府
が推奨している。また、シェアリング・エコノミーの進展
により、副業の機会が増え、好きな時に好きな時間だけ
働くというスタイルが定着する可能性がある。政府は

「副業・兼業が新たな技術や視野の獲得によるオープン
イノベーションや、第2の人生の準備としての有効性を
もつ」という点で副業が可能な社会を作ろうとしている。
　第4は、人手不足という源流である。
　戦後一貫して増加していた労働力人口は、1998年の
6793万人をピークに減少段階に入った。採用の需給バ
ランスを示す有効求人倍率は2017年には1.50倍に達し、
第1次オイルショック直前の1973年以来44年ぶりの高水
準となっている。
　特に建設、飲食、物流などで深刻で、受注制限や営
業時間の短縮といった影響が各所に出始め、「人手不

図1　働き方改革の流れ
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足倒産」までも起こり始めている。公務は比較的人気
があるため、まだ採用できないという段階には至って
いないが、すでに応募者減は見られ、今後質的低下も
懸念されるところだ。
　人手不足になると、限られた人数で仕事を回す必要
があるため、残業が増える。すると離職者が増え、さら
に人手不足になる。一旦ブラックという噂が立ってし
まうとさらに人が採れなくなるため、早くに手を打つ必
要があるのだ。
　第5は、一億総活躍という源流である。一億総活躍
は少子化対策を起点としたものであり、政府は希望出
生率1.8を目標として掲げている。
　女性活躍推進策は、次世代育成支援という少子化対
策を発展させたものだといえる。そこに女性リーダー
比率において後進国だった状況の改善という視点を掛
け合わせて展開された。
　具体的には、女性を中心としたダイバーシティ経営

（ジェンダー・ダイバーシティ）の推進である。経済産業
省によるダイバーシティ経営企業100選などの施策や、
女性活躍推進法の制定などが行われた。ダイバーシ
ティ経営は一気に企業組織に浸透し、対象を女性から、
高齢者、外国人、障碍者、性的少数者（LGBTs）などへ
広げ、働き方改革の中心テーマになってきている。
　これら5つの源流をすべて統合してできあがったの
が、働き方改革という大河である。これまでの日本的
雇用システムとは折り合いが悪い側面が多々あるため、
どのように導入・定着を図っていくか、悩ましい問題が
多く横たわっている。

（２）働き方改革を進める視点
　それではどのように働き方改革を進めていけばよい
のだろうか。成功している組織に共通する取り組みの
ポイントを見てみよう。
◯タスクの分解と再編
　　一人が担当している仕事は複数のタスク（職務）に

よって構成されているものである。たとえば介護士
であれば、入浴・食事・排泄・就寝の介助や移乗など
の身体介護に加え、家事補助、介護についての相談・
助言、社会活動支援などがまとまってひとつの仕事
になっている。

　　長時間労働を是正し、時間制約がある人材を活用
していくためには、一人一人のタスクをいったん分
解してみて組み替えるという作業が必要になる。

　　たとえばある仕事が5つのタスクで構成されてい
たとする。その結果、業務負荷が高く長時間労働に
なっているとしよう。この場合、一旦5つのタスクを
ばらばらにしてみる。そして「やめてもいいタスクは
ないか」「機械化できるタスクはないか」「切り出して
臨時の労働力に任せられる仕事はないか」「他の仕事
に括り直せないか」「どれかのタスクをアウトソーシ
ングできないか」などを検討してみるのである。

　　すべてのタスクをこなせる人はなかなか見つから
ないが、ひとつのタスクだけなら熟練した労働者で
なくてもできることがあり、多様な人材を活用できる
可能性が広がるのである。

　　反対にひとりあたりの担当タスクを増やすという
こともある。マルチタスク化（多能工化）と呼ばれる
ものだ。

　　マルチタスク化を進めれば、ある人が休みを取る
ときも、他の人々でカバーできるので安心して休め
るというメリットがあるが、一般に業務密度が濃くな
るので、労働者にとっては仕事がハードになるとい
う問題がある。

　　飲食サービス業が深夜などに導入しているワンオ
ペ（ワン・オペレーション）は究極のマルチタスクであ
る。飲食店の仕事にも、調理（補助）、接客・会計、食
器洗い、フロア清掃などのタスクがあり、通常はそれ
を2～3人で役割分担してこなすが、それを1人でやる
ことで、時給を高く設定しても総額人件費を減らして
生産性を向上させることができる。しかしワンオペは、
業務負荷が高く、トラブル対応のストレスや休みのと
りにくさなどから、労働者に敬遠される傾向にある。

　　人材不足への対応、賃金の引き上げ、負荷の重さ、
休みの取りやすさなどを総合的に判断して適切なタ
スクの塊に再編する必要があるだろう。

◯手待ち時間の解消
　　手待ち時間の解消というのは、生産性を向上させ

て長時間労働を改善するためにも大事なポイントに
なる。図2は職種別に手待ち時間の比率を高い順に
ランキングしたものだ。

　　ベスト10のなかには、長時間労働の代表職種であ
るドライバー3職種が入っている。これらの職種の労
働時間を改善しようとすると、最初に手をつけるべき
ことが、拘束時間や待機時間になっている手待ち時
間をいかにして減らすかということである。タクシー
ドライバーの「客待ち」やトラックドライバーの「荷降
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ろし待ち」などはその典型である。
　　トラックドライバーの場合は、荷物の積み込みや

荷降ろしの場面で手待ち時間（待機時間）が発生す
る。大規模な物流施設で、到着した多数のトラック
が順番待ちしている光景を見たことがないだろう
か。フォークリフトやオペレーターの数が不足して
いることや、荷捌き場が手狭なことが原因となって、
待機して順番を待つ必要が出ているのである。到着
時間には厳格でも、受付処理さえしてしまえば、待
たせることには「慣行」だとして鈍感になりやすい。
待たせても追加料金は発生しないため、設備や人員
への投資を怠ってしまうのだろう。国土交通省の調
査（トラック運送状態の実態調査  2015年）によれば、
一運行あたりの平均手待ち時間は1時間45分にも及
ぶという。

　　この問題は下請けの運送業者では解決できない。
そこで、国土交通省、厚生労働省が連携して、荷主
企業、元請運送業者、そして下請運送業者を巻き込
んで協議会を立ち上げ、手待ち時間の短縮につなが
るさまざまな施策を支援している。

　　手待ち時間は程度の差こそあれ、あらゆる職種に
発生する。

　　公務員の議会待機、飲食・小売り店舗における客
待ち状態、医薬品営業（MR）が顧客である医師の手

隙を待つ時間などである。
　　長時間労働を改善する上ではまずこの手待ち時間

に注目することだ。そのためには習慣となっている
業務フローそのものを見直し、関係する組織が連携
して取り組む必要がある。

◯過剰サービスの見直し
　　生産性が見合わないサービスについては、廃止を

検討する。サービス提供時間も、人材確保とのバラ
ンスを考えて見直すなどの対応が必要だろう。

　　たとえば店舗の24時間営業や、物流の即日配達や
時間指定配達などは見直し機運が高まっている。

　　このテーマは厚生労働省の仕事と生活の調和のた
めの時間外労働規制に関する検討会でも、繰り返し
議論された。過当競争から生まれたサービスの中に
は消費者のニーズに対して過剰になっているものも
ある。そこに生産性を低下させる要因はないか。人
材不足を深刻化させる要因はないか。改めて考えて
みる必要がありそうだ。

　　ちなみに、ホワイトカラーにも過剰サービスはあ
る。ていねいすぎるレポート、詳細すぎる会議資料、
誰も読まない議事録の作成、そのようなものにかな
りの労働時間を割いているのではないか。

　　特にホワイトカラーの場合、会議という場面にお
いて、過剰サービスが発生しているように思う。

　　会議改革は長時間労働の是正対策としても重要な
焦点だ。会議時間はもちろん、そのための準備や事
後の作業に至るまで、膨大な時間を使っている。意
思決定、情報共有、アイデア出し。会議は重要なも
のであることは間違いないが、それにふさわしい成
果を伴っているかどうかは怪しい。

　　会議時間を短くする、会議資料は1枚にする、立っ
て会議をする、パワーポイントを使わない、議事進行
役はファシリテーター研修を受ける、など工夫の余
地は多分にありそうだ。会議に参加する上司のため
に、部下が、万が一の質問が飛んでくることに備えて、
膨大な手元資料を作っていることはないだろうか。

　　過剰だと認識して、幹部・管理職がそれを止めさ
せない限り、過剰サービスはなくならないのである。

◯IT化とAI活用
　　すでに触れたように、今後単純作業はAI等のテク

ノロジーによって代替することができる。いままで
人手によってやっていたことを機械化・自動化できな
いかとまず考えてみることからはじめてはどうか。

職種

全体を100とした
ときの割合

手待ち時間割合
（％）

全体 7.8

1 ドライバー
（タクシー・ハイヤー） 32.0

2 医薬品営業 21.1

3 ドライバー（バス） 17.5

4 理容師・美容師 16.4

5 不動産営業 13.9

6 広告・出版・マスコミプロ
デューサー・ディレクターなど 12.7

7 ドライバー（トラック） 11.9

8 食品営業 10.4

9 建築施工管理・現場監督・工事
監理者 9.6

10 自動車・バイク整備士 9.5

出典：リクルートワークス研究所「全国就業実態パネル調査2017」
●調査時期2017年1月13日～1月31日
●調査対象全国15歳以上の男女
●有効回収数48,763名
●全68職種のうちの上位10職種

図2　手待ち時間比率が高い職種
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　　すでにAIやIoTを活用したサービスが多種実用化
している。公務においても多くの仕事が無人化でき
るはずである。

◯マネジメントの転換
　　そして、もっとも大事だと考えるのが、これまでの

マネジメントのあり方を変えることである。
　　図3は働き方改革等が労働生産性向上につながっ

ていくメカニズムを図にしたものである。図の示す
意味を説明しよう。

　　左上に「ダイバーシティ経営」とあるが、まずサー
ビスの受益者や消費者の多様化、人材不足を背景と
して多様な人材の活用がはじまる。多様な人材の活
用をするためには、長時間労働の是正や柔軟な働き
方の導入などの「働き方改革」を進める必要があり、
働き方改革を現場に浸透させるためには、部下がよ
り効率的かつ自律的に仕事ができるように仕事の割
り当て方（ジョブ・アサインメント）を見直し、多様な
人材がその持ち味を生かして活躍できるように配慮
する（インクルージョン）という「マネジメント改革」が
求められる。部下が自律的に働き、専門性を高める
ことは「プロフェッショナル人材の育成」に貢献し、属
性を超えた一人一人の多様化が進んでダイバーシ
ティが加速するという構造になっている。

　　そしてそれらがすべて、仕事の効率化や仕事の変

革・イノベーションを推進することにつながり、持続
的に「労働生産性」を高めていくのである。

　　多くの経営者はこのような形での成果を求めてい
るのだ。つまり働き方改革の究極の目的は労働生産
性の持続的な向上にあり、それが労働者にとっても
望ましい環境になっているということである。

　　しかし、このようなモデルを実現するうえで、制約
要件となってしまうものがある。それが現場のマネ
ジメントである。

　　これまでマネジメントのスキルについては研修に
よる教育体制が確立されておらず、自分自身が上司
から受けたマネジメントを再現するということで行
われてきた。そのため慣性の法則が働き、変化しに
くいのだ。

　　そこで、働き方改革下でマネジメントはどのよう
に変化してゆけばよいのかを検討してみたい。キー
ワードは「ジョブ・アサインメント」と「インクルー
ジョン」である。

2  マネジメントの変革

（１）「仕事の割り当て（ジョブ・アサインメント）」の
　  マネジメント
　現場のマネジャーにとってマネジメントの中核とな

図3　働き方改革の好循環図
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るものが、日々の業務推進である。これを「仕事の割り
当て（ジョブ・アサインメント）」というが、ジョブアサイ
ンのスキルによって業績も業務効率も大きく変わる。
重要なマネジメントスキルにも関わらず、意外に教えて
くれる人はいない。
　ジョブ・アサインメントとは、組織として達成すべき
目標を踏まえ、部下に行わせる職務を具体化したうえ
で割り振り、その職務を達成するまで支援すること、と
定義できる。
　やり方次第では、部下の成長意欲や内省を引き出す
こともできるし、長時間労働の是正や柔軟な働き方の
実現にもつなげることができる。適材適所で部下を活
用することで、全員がイキイキと働けるチーム作りを目
指すことも可能だ。
　これは、民間企業はもちろん、公務に置き換えても変
わることがない。筆者も参加してまとめた、内閣人事
局による「管理職に求められるマネジメント行動のポイ
ント」（2017年）によれば、マネジメント行動を「リーダー
としての行動」「成果を挙げる組織運営」「組織の規律」

「資源の有効活用」の4つに分類し、そのなかの「成果を
挙げる組織運営」が中核となるマネジメント行動であ
り、ジョブ・アサインメントに対応すると明記されてい
る。国家公務員のマネジメントでも中核はジョブ・アサ
インメントであり、ジョブ・アサインメントを適切に行う
ことで「資源の有効活用」が実現できるとされている。
　管理職は多忙だ。年を追うごとに管理職に求められ
るものは増えるため、新しい役割を追加してもうまく機
能しない。ジョブ・アサインメントは（言葉としては聞
き慣れないかもしれないが）昔からすべての管理職が
行っていることなので、いま行っている行動を少し変
えるだけでいいという魅力がある。
　ジョブ・アサインメント次第で、業績向上はもちろん、
効率アップ、人材育成、モチベーションの向上、多様な
人材の活躍支援、業務革新・改善の推進など多様な効
果が期待できるのである。
　ではジョブ・アサインメントについて詳しく見ていこ
う。具体的には4つのパートに分かれ、手順として、◎
目標設定→◎職務分担→◎達成支援→◎仕上げ・検証
となっている。
　目標設定は、組織としての達成すべき目標を明確化
して、具体的なタスク（職務）に落として何をしなけれ
ばならないかを決める段階である。ここでの最大のポ
イントは無駄をつくらないということだろう。達成す

べき目標があいまいだと、無駄な仕事を大量に生み出
してしまう。優先順位も不透明になるため、部下のモ
チベーションも上がらず、結果として効率も悪くなる。
また止めるべき職務を見極めることも大切で、過去に
はじめた職務について必要性が落ちたものを「止める」
と判断しないと一方的に仕事が増えていってしまうか
らだ。
　次に職務分担である。組織としてやるべきタスクを
部下に割り当てていく。この段階にはポイントがたくさ
んある。
　まずタスクの分解と再編を行うこと。これはすでに
触れた通りだが、部下のなかには時間制約がある人も
いれば、すでに長時間労働になっている人もいる。タ
スクを調整することで、バランスよい配分に変えなけれ
ばならない。
　そして適材適所のマッチングを行うこと。人は誰し
も得手不得手がある。強みを生かした職務分担は多様
な人材のマネジメントにおいて極めて重要だ。
　さらに仕事の割り当てにおいて、意欲を引き出すよう
な工夫をすること。指示命令によってではなく、本人
からこの仕事を担当したいと言わせるような手上げ誘
導もテクニックだし、そのタスクの組織的意義をきちん
と説明して動機付けすることも大切だ。
　また職務分担の段階で、報告ルールを決めておくこ
とを忘れてはいけない。前提として、期初に仕事をア
サインする段階で、達成すべき内容と期限を明確に決
めておくことがある。そのうえで、逐一報告を求める案
件と権限委譲して報告は不要する案件を明確にする。
やみくもに報告・連絡・相談を求めると、そのたびに仕
事が止まり、非効率になる。加えて、いちいち上司の判
断を仰ぐようだと、いつまでたっても自分で責任を負っ
て判断するという習慣が身につかない。
　自律的に仕事を進められる組織にしてゆくことはと
ても重要な長期目標であり、職務分担の仕方次第で自
律性は大きく変わることを知っておきたい。
　次は達成支援である。管理職のやるべきことは側面
支援に集約される。側面支援とは、部下の仕事が困難
に直面しているときや、スピードが落ちているときに、
手を貸すことである。ときには当初指示したことと大
きく道を外れていて軌道修正が必要になるときや、こ
れ以上部下に任せておくことができないと判断して管
理職自らがその後の職務を遂行することもあるだろう
が、そのようなケースは緊急避難であり、言い換えれば、
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ジョブ・アサインメントの失敗である。過剰な介入をす
れば、部下のモチベーションは低下し、繰り返されれば
いい仕事をしようという動機すら失われていく。
　事前に達成すべき目標を擦り合わせ、適性を考慮し
て職務分担したのであれば、基本的には側面支援で事
足りるはずである。
　さて、この段階でのマネジメントのポイントは、進捗
管理のテクニックである。すぐれた管理職は多様な方
法で部下の仕事の進捗状況を見ている。報告を求めす
ぎると効率を下げるので、会議の場面や、関連数値の
チェックなどで状況を把握することが基本だが、フロ
アを歩き回ってそれとなく観察することや、情報交換の
形で部下の直面している課題を知ることもいいだろう。
仕事の取引先とのコミュニケーションから部下の仕事
ぶりを見ることも大切だ。
　その上で、順調だと思えるときには「うまく進んでい
るようだな」「この調子で頼むよ」というようなポジティ
ブ・フィードバックをしてあげるとよい。上司から承認
を得られることで、モチベーションが上がるとともに、
その後のスピードアップを促す効果がある。もちろん
モニタリングの結果として問題があれば、側面支援を
することになる。
　最後のステップは仕上げ・検証である。
　仕上がった仕事について、もしも管理職が一手間加
えることで仕事の品質が上がる部分があるならば、そ
れを行うこと。その上で、いい仕事についてはなるべ
く広くその成果を拡散してあげることである。

　上司や上司の上司に、部下の優れた仕事を伝えるこ
とは、女性部下などの活躍を後押しするうえで重要だ。
男性正職員以外は、評価される機会が不足しがちなの
で、いい仕事をしたときはきちんと評価してあげたい。
そして仕事が手離れした後にも他へよい波及効果をう
んだときには本人に知らせてあげることだ。
　ジョブ・アサインメントはある意味当たり前のマネジ
メントをきちんとやることとも言えるのだが、意識的に
行わないとできないものでもあり、やれば効果は大きい。
　図4にジョブ・アサインメントの全体図を示したが、本
稿では紙幅の関係でごく一部しか解説できない。興味
があれば拙著『働き方改革 個を活かすマネジメント』

（日本経済新聞出版社）をご覧いただきたい。

（２）「多様な人材を活かす（インクルージョン）」
　  マネジメント
　働き方改革を進めるうえで、マネジメントのもうひと
つのテーマとなるのが「インクルージョン」である。一
般的に「ダイバーシティ＆インクルージョン」とセットで
使われることが多い言葉だ。
　ダイバーシティは一般的には「多様性」を意味する。
　もともとはアメリカにおいて、マイノリティや女性の
積極的な登用、差別の排除を実現するために広がった
ものである。そして日本においてこの言葉を使うとき
は、女性、高齢者、外国人、障碍者、性的少数者などの
就業機会を拡大し、広く人材を活用するという意味に
なる。

図4　ジョブ・アサインメントの全体図
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　たとえば、新卒採用で、女性の採用枠を広げて多く
の女性を受け入れることは、（ジェンダー）ダイバーシ
ティということになるが、ダイバーシティという多様な
人が組織内に存在する状態を作れば、それによってた
だちに業績が上がるというわけではない。
　日本は長く、新卒で入社した日本人男性正社員の積
み上げにより、同質的な企業社会を作ってきた。同じ
釜の飯を食い、家族ぐるみの付き合いをして、あうんの
呼吸で仕事を進められる組織で、コミュニケーション・
コストがかからないという利点があった。そこに異な
る属性の人が入ろうとすると、さまざまなコンフリクト
を起こすため、本当に戦力化しようとすれば、何段階も
の調整過程が必要になってくる。
　これまでは女性を組織に受け入れると「男性化」し
て、組織に適応させてきた。外国人も同様で、せっかく
留学生を採用しても、早く組織になじませるために（良
かれと思って）日本人化してしまう。これだと多様性は
進んだかもしれないが、組織にとっては新しい成果を
期待できないままだ。
　そこで、ありのままに、多様な人材の個性・特性を活
かすことが必要になってくるのだが、これをインクルー
ジョンというのである。
　行政組織の場合、市民サービスを展開する上で、市
民の構成を反映させたような行政組織をつくることが
望ましい。それによってはじめて行き届いたサービス
ができるのであり、多様な職員は多様な市民の代表だ
と考えるべきだろう。
　しかしながら、同質的な人材をマネジメントするの
と、多様な人材をマネジメントするのとでは、難易度が
格段に違ってくる。
　実は、すでに管理職は多様な人材のマネジメントに
直面している。リクルートワークス研究所が行った「マ
ネジメント行動に関する調査」（2017年）によれば、そ
のような部下のマネジメントを経験したことがあるか
という問いに対して、有期雇用契約で働く部下70.5％、
育児と仕事を両立する部下55.8％、60歳以上の部下
48.9％、メンタルヘルスに課題を抱えている部下48.8％、
親の介護を抱えた部下28.5％、障碍者の部下18.8％、外
国人の部下16.5％、発達障害と診断された部下8.1％、
性的少数者（LGBTs）の部下2.0％となっている。
　同様にマネジメントにストレスを感じるかも尋ねて
いるが、高い順に、メンタル76.8％、発達障害71.7％、
LGBTs64.0％、60歳以上55.1％、障碍者50.2％、外国

人48.8％、育児両立40.7％、有期契約38.4％、介護両立
38.2％となっている。
　現在のところ、部下の多様化に、マネジメントが追い
ついていないということだろう。
　それぞれの対象ごとに「関連知識」を持つことと、「コ
ミュニケーション・ポイント」を理解しておくことが大
事だ。
　たとえば妊娠・出産から休業・復職・両立へと向かう
女性部下を持つ管理職であれば、まずは妊娠から出産
に至る基礎知識（安定期に入るまでの過程やつわり等
に関する知識など）、関連法令、組織としての制度や
ルール、保育園問題の理解などが不可欠だろう。そし
て、コミュニケーションをとる上で、本人の妊娠の喜
びに対して祝福のスタンスでいること、周囲への告知
などのタイミングや守秘に配慮をすること、妊娠中の
仕事内容について体調などを見極めながら調整するこ
と、復職後の働き方について積極的に相談相手となる
こと、などが求められる。
　経験がなによりの学習だが、組織としてもガイドブッ
クを作成したり、勉強会を開催したりという支援をして
いるだろう。
　こちらは新たな負荷となるが、「多様な部下を活か
せる管理職」と評価されるように、取り組んでいただき
たい。

3  おわりに

　日本全体の働き方改革はうまくいっているかという
と現在のところ残念ながら答えはNOだろう。リクルー
トワークス研究所が行った調査でも、会社で実施して
いる働き方改革への満足度を尋ねたところ、56.3％の
人が「不満」もしくは「やや不満」と回答している。
　働き方改革はこれからの組織に欠かせないものだ
が、短期的には働く人には「無理」「損」と見えてしまう
のかもしれない。本来組織にとっても個人にとっても
Win-Winな施策なのだからぜひ管理職の皆さんには先
頭に立って推進していただきたいと思う。
　私もこれまで川崎市の管理職の皆さんを対象にマネ
ジメントの講習を行ったり、「仕事の進め方改革推進プ
ログラム」の策定にあたって、意見を申し上げてきたと
ころだが、すべての職員の皆さんに直接全体像をお知
らせしたいと思い本稿を執筆した。ぜひ職員一人一人
の働き方改革を実現していただきたいと願っている。
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1  はじめに

　本市では、平成29（2017）年3月に「川崎市働き方・仕事
の進め方改革推進プログラム」を策定し、全庁的な体制
で、働き方・仕事の進め方改革を進めている。
　このプログラムは、本市において全庁的な課題と捉
えている「ワーク・ライフ・バランスを実現できる職員の
働く環境の整備と意識改革」及び「多様な働き方の推
進」に関する具体的な取り組みを明らかにし、職員一人
ひとりがワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）を
実現でき、多様な人材が活躍できる職場づくりを進め
ることで、将来にわたりより良い市民サービスを安定的
に提供していくことを目的として策定している。
　なお、「仕事の進め方」とあえて記載しているのは、働

き方改革を進めるためには、勤務条件などの環境整備
だけではなく、「仕事の進め方」を変えていくことが極
めて重要であるとの認識から、「仕事の進め方」を強調
するために加えたものである。
　ここでは、本市の「働き方・仕事の進め方改革推進
プログラム」の策定経緯と取組内容について紹介して
いく。

2  プログラムの策定経緯

（１）プログラム策定以前の取り組み
　本市では、次世代育成支援特定事業主行動計画に基
づく取り組みを中心に、職員のワーク・ライフ・バランス
の実現に向けてさまざまな取り組みを進めてきた。平

図1　川崎市職員の時間外勤務状況の推移

川崎市働き方・仕事の進め方
改革の取り組みについて
① 推進プログラム策定の取り組み
② 推進プログラムにおける業務改革・改善の取り組み

① 推進プログラム策定の取り組み

特集 ◆ 関連施策等の紹介

総務企画局行政改革マネジメント推進室 担当係長　坂本  篤史
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成17年度から四期にわたり実施している「職員いきいき
ワーク・ライフ・バランスプラン−第四期川崎市次世代
育成支援対策特定事業主行動計画」においては、「ワー
ク・ライフ・バランスを推進する14の取組」を掲げ、いち
早く「ワーク・ライフ・バランスデー」や「インターネット
を利用した育児休業者職場復帰支援プログラム」を導
入するなど、積極的な取り組みを実施してきた。
　また、平成28年度から実施している川崎市女性活躍
推進特定事業主行動計画においては、職員年間の総時
間外勤務数について前年度比5％の縮減を掲げるなど、
具体的な数値目標を定め、女性が活躍できる環境整備
に向けて、ワーク・ライフ・バランスの実現をめざすため
のさらなる取り組みを進めることとした。
　その一方で、市民ニーズの複雑化・多様化などを背
景に、ここ数年の本市職員の時間外勤務数は増加傾向
にあり、昨年度からの国における働き方改革の取り組
みをはじめ、民間企業における週休3日制の導入など、
さまざまな働き方改革の取り組みが打ち出されていく
なかで、一層の取り組みが必要となってきた（図1）。

（２）「川崎市イクボス宣言」の実施と
　  働き方・仕事の進め方改革への着手
　官民を問わず働き方改革の機運が高まるなかで、本
市においては、まず、平成28（2016）年10月26日に開催さ
れた九都県市首脳会議において、働き方改革の実現に
向けた共同研究を行うことを市長が提案し、九都県市
で連携してさまざまな課題や取り組みを共有しながら、
働き方改革の検討を進めることとした。
　それに続き、平成28（2016）年11月15日に、市長、副市
長、事業管理者、教育長、各局室本部区長の計35名の
幹部職員による「川崎市イクボス宣言」を行った。「川崎
市イクボス宣言」においては、ワーク・ライフ・バランス
を確保できる職場づくり、充実した生活を送ることが
できる働き方改革を実現することなどを幹部職員が宣
言し、これを契機として、本格的な働き方改革に取り組
むため、市長を本部長とする「川崎市働き方・仕事の進
め方改革推進本部」を立ち上げ、全庁的な取組体制を
構築した。
　また、平成28（2016）年12月15日には、川崎市議会にお
いて「川崎市イクボス宣言を応援する決議」が全会一致
で可決され、市議会からの働き方・仕事の進め方改革
への支援を得ることとなった。

（３）「川崎市働き方・仕事の進め方改革推進本部」
　  によるプログラム策定作業
　「川崎市働き方・仕事の進め方改革推進本部」におい
ては、働き方・仕事の進め方改革の実現を目指して、
平成29年度当初から具体的な取り組みを進めるため、
まずは現状と課題の把握、そして課題解決に向けた取
り組みを実行性のあるものにしていくためにどうすべ
きかといった検討を急ピッチで進めることとなり、次
のような手法で、効率的に具体的な取組内容を構築す
ることとした。
①�平均時間外勤務数が増加傾向にある現状に対して、
「ワーク・ライフ・バランスを実現できる働く環境整備
と意識改革が必要」であるという課題と、少子高齢化
が進む中で「多様な働き方を推進する取組が必要」と
いう二つの全庁的な課題と「長時間勤務の是正」をは
じめとする取り組みの基本的方向性を仮説として庁
内（各局区）に示す。

②�各局区における現状の把握と課題の抽出について、
職員を巻き込んで行ってもらう。

③�各局区における課題と仮説として示した全庁的な課
題及び取り組みの方向性に齟齬がないか検証する。

④�民間企業や他都市の先進事例を参考に全庁的な課
題と取り組みの方向性に対応する具体的な取り組み
を検討する。

3  プログラムの策定と
取組内容

　前述のような検討の結果、具体的な改革の取り組み
をまとめた「川崎市働き方・仕事の進め方改革推進プロ
グラム」を平成29（2017）年3月に策定した。
　取組期間は、当面は平成29年度中を視野に集中的な
取り組みを進めることとし、取組姿勢として、「できな
い理由を探すのではなく、できる方法を考えるという姿
勢で、早期に実現できるものから着手していく」等を掲
げ、積極的に取り組んでいるところである。
　取り組みに関しては、「職員の働く環境の整備と意識
改革」のための、①長時間勤務の是正、②業務改革・改
善、③人材育成・意識改革、④ICTの活用、⑤ワークス
タイル変革、⑥メンタルヘルス対策の六つの項目、「多
様な働き方の推進」のための、①女性活躍推進・次世代
育成支援、②障害者雇用の拡大、③高年齢職員の活用、
④非常勤嘱託員・臨時的任用職員の活用、⑤多様な働
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き方を可能とするしくみづくりの五つの項目の計11項
目を掲げている。
　取り組みに関して非常に幅広く、細かな内容となっ
ているが、働き方・仕事の進め方を大きく変えていくた
めには、総合的に取り組みを実施していく必要がある
との考えで、取組項目を設定している（図2）。

4  推進体制

　前述の「川崎市働き方・仕事の進め方改革推進本部」
を中心として、市長を本部長とする全庁的な体制にお
いて、各局区においても、「局働き方・仕事の進め方改
革推進プログラム」を策定し、各職場の実情に沿った主
体的な取り組みを全庁的な取り組みとあわせて実施し
ている。
　また、平成29（2017）年4月には、働き方・仕事の進め
方改革を着実に進めるため、業務改善、人材育成、組織・
定数を所管する総務企画局行政改革マネジメント推進
室に「働き方・仕事の進め方改革担当」を設置し、人事、
ICT等の関係部署による兼務体制も構築した上で、エ

ンジンとなって改革を進めている。

5  平成29年度における
取組状況

（１）職員の働く環境の整備と意識改革
　長時間勤務の是正を喫緊の課題ととらえ、まず昨年4
月に時間外勤務の事前手続きについて庁内に周知徹底
を行い、5月からは、昨年度までの週2回のノー残業デー
に替えて、「水曜日の完全定時退庁の実施」「所属ごとの
ノー残業デーの実施」などの定時退庁の取り組みにつ
いて、全庁的な取り組みとして、一斉消灯の実施や実
施状況をフォローするなど実行力を高めるかたちで実
施している。
　取組開始から、9月までの時間外勤務の状況につい
ては、前年度の同期間との比較においては縮減が進ん
でおり、縮減率についても、6か月平均で15.6％と、平
成27年度と平成28年度（年間）の比較における縮減率の
3.2％を大幅に上回る状況となり、まずは一定の効果が
確認できたところである。

図2　川崎市働き方・仕事の進め方改革推進プログラムの全体像
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　しかしながら、プログラムの策定過程において、各
局区からの意見の中で一番多かったものは、長時間勤
務を是正するためには、ノー残業デーのような定時退
庁の取り組みだけでは本質的な課題解決につながらな
いというもので、定時退庁等の取り組みとあわせて、昨
年度において一定時間以上の時間外勤務を行った職場
へのヒアリング実施及び課題に応じた業務改善等の支
援、外部の目による専門的知見を活かした業務分析・業
務改善の実施、全庁に共通する事務の集約化など効率
化に向けた取り組み、管理職が職員の勤務時間等をよ
り適正にマネジメントできるようにするためのマニュア
ル作成等に取り組んでいるところであり、業務改革・改
善、管理職のマネジメント力の向上等の取り組みを着
実に進めることが極めて重要であると認識している。
　また、危機管理対応として導入されている本庁と各
区とを結ぶテレビ会議システムを利用し、本庁と各区
を結んで課長級の会議などを行い移動時間の効率化を
図るなど、ワークスタイル変革にも取り組んでいる（図
3）。今年度中には、テレビ会議等が実施可能な軽量化

パソコンの導入、ペーパレス化に向けて打合せの多い
部署における大型モニターの導入を行い、来年度はモ
バイルワークの試行も予定しており、平成34年度完成
予定の新本庁舎の整備も見据えてワークスタイル変革
を推進していくこととしている。

（２）多様な働き方の推進
　「時間」と「場所」に関してより多様で柔軟な働き方に
向けて、昨年7月24日に官民協働で全国的に実施され
た「テレワークデイ」において、庁内3か所にサテライト
オフィスを設置し、職員のサテライト勤務を試行すると
ともに、一部の局における時差勤務の試行、JR南武線
の混雑緩和に向けたオフピーク通勤の取り組みと連携
した時差勤務及びサテライトオフィスの試行を行った。
また、来年度からはテレワーク（在宅勤務）の試行も行
う予定である。
　また、メンター制度の試行実施を開始、年4回の「ワー
ク・ライフ・バランスデー」を実施するなど、多様な働き
方の推進に向けてさまざまな取り組みを進めている。

6  今後の展開

　本市における働き方・仕事の進め方改革は一定の効
果は出始めているものの、現時点では、まだこの改革の
趣旨や内容が十分に浸透しているとは言えない状況で
ある。当面は、働き方・仕事の進め方改革を集中的に進
める必要がある中で、プログラムについては、来年度に
も同様に策定する予定であり、これからさまざまな職
場との対話を通じて、一人でも多くの職員にこの改革
を「自分ごと化」してもらうことが改革を成功させるカ
ギになると考えている。
　また、職員が主体的に働き方・仕事の進め方を選択で
きるように改革を継続させていくためには、小さなもの
でも新たな取り組みを次々と打ち出し、少しでも自分
の働き方・仕事の進め方を変えるということを体験・実
感してもらい、上手くいかなかったことを思い切って共
有し、反省した上で次につなげるというチャレンジ精
神も大切なのではないかと感じている。
　この改革をやって良かったと職員及び市民のみなさ
んに思ってもらえるような取り組みに仕立て上げてい
くことが我々としての目標となっている。図3　テレビ会議の様子

カメラ＆モニ
ター

プロジェクター
にも各区の様子
を映している。



14

1  はじめに

　川崎市働き方・仕事の進め方改革推進プログラムに
基づき、長時間勤務の是正を喫緊の課題と捉えて取り
組みを進める中で、平成29（2017）年5月から、水曜日の
完全定時退庁、午後8時以降の時間外勤務原則禁止を
はじめとする定時退庁等の取り組みを進めているとこ
ろであり、時間外勤務削減については、一定の効果が
見られているところである。
　定時退庁等の取り組みにより、業務を効率的に行
い、なるべく定時に帰るという意識の改革は進んでい
ると考えられる一方で、より抜本的な業務改革・改善
やより強力な管理職のマネジメントなどがないと、こ
れ以上の時間外勤務の削減は難しいという声も聞こ
えている。

　本市において総合的に働き方・仕事の進め方改革の
取り組みを進めている中で、ここでは、業務改革・改善
の取り組みについて述べていく。

2  外部の目による業務分析・
業務改善の実施

　長時間勤務が課題となっている職場において、業務
改善をどのように進めるのかというのは、非常に難しい
問題である。
　まず、業務改善を進めるきっかけをどのようにつくり
出すのか、所属の職員が全員同じ方向を向いて改善を
進めるためにどうすればよいのかなど、目の前の仕事を
こなすことに精一杯な状況で、業務改善について考え
る余裕がないという意見も聞こえて来るが、そのような

図4　富士通株式会社「フィールド・イノベーション」の概要
出典：富士通株式会社ホームページ

　　　　　② 推進プログラムにおける 
　　　　　　 業務改革・改善の取り組み
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状況を打開していくため、職場の業務改善の取り組み
をサポートするのに、外部の目による業務分析を取り入
れた業務改善の取り組みを実施している。ねらいとし
ては、客観的かつ専門的な視点から職場の課題を可視
化し、職場で課題認識を共通化・明確化した上で、職員
の知恵を引き出しながら効率的に改善策の策定・実施
につなげていくような取り組みができればといったとこ
ろである。
　対象職場としては、市民サービスを直接提供してい
る職場とし、複数の職場とのコミュニケーションをとり
ながら実施職場を選定した。各職場とも、多忙な状況
であったが、実施の趣旨や業務分析のやり方を説明し、
これを実施することによりなんらかの改善につながる
という理解を得られ、多摩区役所地域みまもり支援セ
ンター地域支援担当、中原区役所区民サービス部区民
課の2職場において実施していくこととなった。
　平成29年度においては、民間の先進的な業務分析の
知見を活用すべく、プロポーザル方式により事業者選
定を実施した結果、富士通株式会社が受託することと
なり、同社が提供する「フィールド・イノベーション」と
いうプログラムを活用して課題の可視化、ボトムアップ
による改善施策の策定等の取り組みを実施していくこ
ととなった（図4）。
　ここでは、先行して取り組みを実施している多摩区
役所地域みまもり支援センター地域支援担当地区支援
班の取り組みを中心に述べていく。地区支援班は職員
全員が保健師であり、地域包括ケアシステムにおける
健康づくりに関する各種相談業務、乳幼児の健診、介
護予防などを行っており、相談案件の増加や複雑化等
を背景に時間外勤務が増加しつつあった。そのような
背景を踏まえ、業務分析のプロセスとしては、次のよう

な形で進めることとなった（図5）。多摩区役所の石本区
長には、この取り組みの「オーナー」という立場で参加
してもらい、フェーズごとに報告会に必ず立ち会っても
らうなど、区長のスポンサーシップのもと、改善施策の
実施の立案等を進めることとした。
　取組開始当初の課題分析のワークショップの中で
は、新人の職員も多い中で、長時間勤務の是正という
観点も大切だが、目の前の仕事に追われ、保健師とし
ての本来やるべき業務ができていないように思える、ま
た、中堅職員から保健師としてのやりがいや仕事の楽
しさを新人職員に見せてあげられないという、モチベー
ションとして最も大切な部分に影響が出ているという

図5　フィールド・イノベーションによる業務分析・業務改善のプロセス

多摩区役所における意見交換会の様子

多摩区長を交えた課題報告会の様子
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涙ながらの意見も出た。
　そのような意見も踏まえ、どうしたら長時間勤務の
是正とともに、本市の保健師として最もコミットすべき
業務の一つである「地域支援」に時間をとれるのかとい
う視点で、業務分析を進めることとなり、課題の可視
化については、富士通株式会社の業務分析についての
専門的スキルを持つ「フィールド・イノベータ（FIer）」に
より業務量調査及び記録の分析を実施し、一例として、
次のような職場における事実の可視化結果を得ている

（図6）。
　可視化結果から、子どもから高齢者までを担当して
いる部署でありながら、業務時間の55％を母子関連業
務に要している状況、地域支援に関しては11％と業務
の割合が想定よりも少ないと思われる状況などが明ら
かになった。この結果を受け、今後どのように間接業
務を減らし、長時間勤務を抑制しながら個別支援力と
地域支援力の向上を図っていくのかということをメイ
ンに議論していくこととなった。
　改善に向けては、フィールド・イノベータのコーディ
ネートにより、所属職員のワークショップを実施し、改
善施策を策定したところである。改善施策は、今後実
施していく予定であるが、時間を要している業務の割

合など漠然と思ってきたことが事実として明確になり、
課題認識が職場の中で共通化されたことや、普段感じ
ていることを先入観にとらわれず率直に話し合う中で、
職務への想いを共有できたことなどにより、改善意欲
が高まり、みんなが同じ方向を向いて、真剣に取り組み
を進めている。時間の捻出及び支援力の向上に向けて
6つの施策を挙げて取り組みを進めているところであ
り、今後の展開が期待される。
　また、中原区役所区民サービス部区民課においても、
転入転出等の受付処理について「RFID」（無線通信によ
り情報を読み書きできるタグ）を用いたカードを届出書
に添付して、どのプロセスでどのくらい時間がかかっ
ているのかを可視化し、今後の改善策につなげる取り
組みを進めおり、そちらの取り組みについても注視し
ているところである。

4  その他全庁に共通する事務の
見直しに向けた取り組み

　職場の個々の業務改善を支援するとともに、我々、
総務企画局として実施すべきことは、全庁に共通する
事務をいかに効率化できるかということである。

図6　富士通株式会社の「フィールド・イノベータ（FIer）」による可視化結果
平成29（2017）年11月調査
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　そのために、「働き方・仕事の進め方改革推進プログ
ラム」においても、「総務事務センターの導入の検討」、

「市長公印を要する事務に関する見直し」等の項目を掲
げて取り組みを進めている。
　「総務事務センターの導入の検討」とは、他都市では
すでに導入しているところも増えているが、人事、給与、
旅費等の各局区で行っている事務を集約化し、民間委
託の活用も図りながら「総務事務センター」において実
施していくというものである。定型的・反復的な業務を
いかに市民サービスの向上につながる高付加価値の仕
事に転換できるか、職員のワーク・ライフ・バランスの実
現に寄与できるかという観点から進めていく必要があ
る取り組みであり、平成31年度からの導入に向けて、検
討・調整を進めているところである。
　また、「市長公印の要する事務に関する見直し」では、
区役所から市長公印を本庁にわざわざ取りに来なくて
も済むように、セキュリティを確保した上で、庁内便を
利用した公印申請の試行により、移動時間を削減する
取り組みなどを進めている。

5  今後の方向性

　個人的な想いとしては、働き方・仕事の進め方改革の
到達点とは、職員が自ら働きやすいと思う働き方を選択
でき、また、仕事のやりがいや楽しさを感じられる仕事
の進め方を選択できるようになることだと思っている。
　外部の目による業務分析・業務改善については、客観
的な事実に基づき、職員が普段感じている思いを先入
観にとらわれず率直に話し合うことで共有し、同じ方
向を向いて、働きやすさ、仕事のやりがいや楽しさを感
じられるように変えていこうという取り組みであったと
感じており、今後の改革の方向性について大きなヒン
トを得た気がしている。
　働き方・仕事の進め方改革を「自分ごと」として進める
機会として、このような参加のプロセスを大切にして
いきたいと感じているとともに、職員が働き方・仕事の
進め方を主体的に選択できるよう、全庁に共通する事
務の効率化や多様な働き方を可能にする諸制度の導入
を進めていくことが我々の責務であると感じ、今後、一
層の改革を進めていきたい。
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1  はじめに

　平成29（2017）年3月に「川崎市働き方・仕事の進め方
改革推進プログラム」が策定され、「職員の働く環境の
整備」と「多様な働き方の推進」に関する具体的な取り
組みが明らかとなった。
　本プログラムでは、「長時間勤務の是正」に取り組む
ことが明記され、各種の取り組みが実施、予定されて
いるところである。本稿では、各種の取り組みのうち、

「定時退庁の取り組み」について、その概要や施策の狙
いについて、解説していきたい。なお、本稿における見
解には、担当者である筆者の個人的な見解も含まれて
いることを、先にお断りしておく。

2  平成28年度までの状況

（１）本市職員の時間外勤務の推移
　本市職員の年間平均時間外勤務時間数は、平成25年
度から高止まりの傾向を示している（図1）。平成28年度
の年間平均時間外勤務時間数は、199.9時間に達してお
り、これは、本市職員が、平均で1月あたり約16.7時間の
時間外勤務を行っていることになる。　

　総務省が平成29（2017）年3月に公表した「地方公務員
の時間外勤務に関する実態調査結果」によると、平成27
年度における政令指定都市の平均が、年間174.0時間、
1月あたり14.5時間（図2）となっており、資料中の時点や
対象がやや異なることを差し引いても、本市の時間外
勤務時間数は、他都市と比べて高い水準を示している
と言える。

（２）平成28年度までの取り組み
　定時退庁の取り組みとしては、平成10（1998）年9月か
ら毎週水曜日を、平成23（2011）年7月からは毎週水・金
曜日を「ノー残業デー」に設定し、業務上やむを得ない
場合を除き、定時退庁の徹底を図ってきた。また、8月
と11月には、「ワーク・ライフ・バランスデー」を設定し、
当日は、所属長が真にやむを得ないと判断した場合を
除き、定時退庁に努めるよう、周知を図ってきた。また、
機会を捉えて、労務課から通知を発出し、各局本部室
区に対して、時間外勤務の縮減に努めてもらうよう、依
頼してきた。
　これらの取り組みは、残念ながらあまり有効とは言
えず、結果として本市職員の時間外勤務の状況は、前
述のとおり高止まりしており、担当課としては、長時間
勤務の是正に向け、有効な施策が打ち出せず、頭を痛
める状態が続いていた。図1　本市職員の時間外勤務状況の推移

時間／月 時間／年 26年度比
増減（％）

全体 13.2 158.4 0.1

都道府県 12.5 150.0 ▲0.2

政令指定都市 14.5 174.0 0.3

県庁所在市 13.3 159.6 0.4

図2　地方公務員の時間外勤務に関する実態調査（総務省）

（時間）
220

210

200

190

180

170

160

　H23　　　　H24　　　　H25　　　　H26　　　　H27　　　　H28

185.9 188.1

198.9 200.9
206.6

199.9

定時退庁の取り組み
特集 ◆ 関連施策等の紹介

総務企画局労務課 課長補佐　大竹  保則



【
特
集 

◆ 

関
連
施
策
等
の
紹
介
】定
時
退
庁
の
取
り
組
み

〈政策情報かわさき vol.36 2018.3〉  19

3  平成29年度の取り組み

　平成29（2017）年3月に「川崎市働き方・仕事の進め方
改革推進プログラム」が策定され、「長時間勤務の是正」
に具体的に取り組むことが明記された。同プログラム
策定にあたり、長時間勤務の是正に関しては、①ノー
残業デーやワーク・ライフ・バランスデーの実施、時間
外勤務の縮減に係る通知の発出等を行っているが、時
間外勤務時間数は増加傾向にあり、効果として現れて
いない、②部署ごとに、時間外勤務が増加する原因、
時期等が異なるため、実態の把握や部署ごとの対応策
の検討・実施が必要、③時間外勤務の縮減には、幹部
職員・管理職員の意識向上、勤務時間管理の徹底と併
せて、職員の意識改革、時間外勤務縮減のための業務
改善が不可欠、④時間外勤務の事前手続が徹底されて
いない状況があり、管理職員による勤務時間管理が上
手く機能していない状況がある、といった課題が指摘
されており、それらを改善すべく、以下のような取り組
みを行った。

（１）時間外勤務の事前手続の徹底および
　  週休日の振替等について、全庁に依頼
　平成29（2017）年3月29日付文書（28川総労第645号）に
より、時間外勤務の事前手続の徹底および週休日の振
替の徹底等について、全庁に依頼を行った。「時間外勤
務は上司の命令により行われるもの」という時間外勤務
における大原則を改めて周知したもので、「何を今さら」
と思われる向きもあったかもしれないが、実は、この大
原則がおろそかになっていることが、長時間勤務の主
な原因となっていると考えられる。
　上司は、部下が時間外に行う業務の必要性や緊急性

（業務の期限、時間外勤務の終了時間、他の職員が協力

できないか等）を事前に十分精査した上で命令をすべ
きであり、そのためには普段から部下の業務状況を的
確に把握しておく必要がある。日頃から事前手続の徹
底を行うことは、職員の勤務時間のマネジメントを適正
に行うことにつながるものと考えている。

（２）「完全定時退庁日」の設定
　平成29（2017）年5月10日から、毎週水曜日を「完全定
時退庁日」とし、緊急時など公務上やむを得ない場合を
除き、職員は定時に退庁することとした。職員の定時
退庁を促すため、11時30分と16時50分に庁内放送を実
施し、第3庁舎においては、17時40分と18時00分に庁内
の照明を一斉消灯している。
　これまでの「ノー残業デー」は週2回（水・金曜日）であ
り、庁内からは、「繁忙期には実施が難しい」という意
見も出ていたことから、定時退庁の実行性を確保する
ために、週1日、毎週水曜日を「完全」定時退庁日とした
ものである。また、庁内の照明を一斉消灯することと
したのは、①消灯までには退庁しようという職員の意
識付けに繋がる、②消灯により、退庁時間を過ぎてい
ることを認識してもらう、といった効果を狙ったもの
で、実は筆者自身も、消灯により、今日が定時退庁日で
あったことに気づかされたことが何度かある。
　実施にあたり懸念されたのは、水曜日に定時退庁す
るために、その他の曜日の時間外勤務が増えてしまい、
結果として時間外勤務が減っていないというような事
態である。実施結果（図3）を見る限り、本市では今のと
ころ、そういった傾向はみられないが、今後も引き続き
注視していく必要がある。

（３）午後8時以降の時間外勤務の原則禁止
　平成29（2017）年5月11日から、緊急時などやむを得な

図3　曜日別職員退庁状況（7月〜9月）
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い場合を除き、午後8時以降の時間外勤務を原則とし
て禁止した。職員の退庁を促すため、18時00分と19時
45分に庁内放送を実施し、第3庁舎においては、20時
10分と20時40分に庁内の照明を一斉消灯している。ま
た、やむを得ず午後8時以降に時間外勤務を命ずる場
合には、各局本部室区庶務担当課への届出が必要とし
ている。
　著しい長時間勤務は、職員の健康に悪影響を及ぼす
恐れもあり、事業者の安全配慮義務の観点からも、是
正すべきものである。繁忙期などに、やむを得ず深夜
遅くまで働き、翌日、早朝から出勤、という経験をお持
ちの方であれば覚えがあることと思うが、十分な食事
や睡眠をとらずに働き続けると、業務効率は著しく低
下し、最悪の場合、体調不良でダウンしてしまうこと
にもなる。ただでさえ忙しい時期にダウンしてしまう
と、周囲に迷惑をかけることにもなり、遅れを取り戻す
ためにさらに無理を重ねる、といった悪循環に陥って
しまう。午後8時以降の時間外勤務の原則禁止には、こ
ういった悪循環に陥ることなく、健康かつ効率的に働
き続けることができるよう、十分に休息できる時間を確
保するという狙いがある。
　午後8時以降の時間外勤務状況は図4のとおりである
が、あくまでも申請ベースでの把握であることから、現
実の勤務状況とは差があるとの指摘もあり、今後は、
復命ベースでの把握や退勤管理との連携による実退勤
時間との比較なども検討していく必要があると考えて
いる。

（４）所属ごとのノー残業デーの実施
　平成29（2017）年5月11日から、毎週水曜日の完全定時
退庁日に加え、所属（班・係単位以上）ごとに「ノー残業
デー」を設定し、実施している。これは、業務の繁忙期
等が職場ごとに異なることから、ノー残業デーの実施
を、所属ごとに行えるようにしたもので、当面の間は月
4日間を目安として、各局本部室区の方針により取り組
むこととしたものである。
　従来の「ノー残業デー」は、全市一律で水・金曜日と

していたが、所属によって繁忙期はさまざまであるた
め、職場の実情に応じて「ノー残業デー」を実施したほ
うが、実効性が高まるものとして、見直しを行ったもの
である。

（５）時差勤務の試行
　時差勤務とは、1日の勤務時間（7時間45分）は変更せ
ず、始業時間および終業時間を繰上げ・繰下げること
で、通常の勤務時間と異なる時間帯で勤務することが
できる制度で、国や都道府県を中心に導入が進んでい
る。導入の主たる目的は、多様な働き方を認めることで、
職員のワーク・ライフ・バランスの向上を図ることにある
が、複数の勤務パターンを活用することで、時間外勤
務を縮減し、定時退庁を促進させる効果も期待できる
ことから、本稿で概要を説明したい。
　時差勤務の試行は、「川崎市働き方・仕事の進め方改
革推進プログラム」上では、「業務都合による時差勤務
の試行」および「育児介護等による時差勤務の試行」と
して、別々の取り組みとなっているが、試行においては、
取得要件としての事由を問わないこととして、一括し
て実施した。
　本年度は、総務企画局に勤務する職員を対象に、平
成29（2017）年9月1日から平成29（2017）年10月31日まで
の2か月間実施した。職員のワーク・ライフ・バランスの
向上や健康の維持・向上に資すると認められる場合、1
日の勤務時間（7時間45分）は変更せず、始業時間および
終業時間を繰上げ・繰下げることで、通常の勤務時間
と異なる時間帯で勤務することができるとするもので、
通常の勤務時間以外に選択できる5種類の勤務パター
ンを用意した（図5参照）。

時間外勤務の理由（件） 午 後8時 以 降 に 時 間 外 勤
務を命じられた職員の割
合（1日当たり平均）市民対応 災害対応 議会対応 予算対応 その他至急を

要する業務 合計

1,547 25 302 693 6,235 8,802 4.2％

図4　午後8時以降の時間外勤務状況（平成29年7〜9月・申請ベース）

図5　時差勤務の試行における勤務パターン

① 　７：３０　～　１６：１５

② 　８：００　～　１６：４５

③ 　９：００　～　１７：４５

④ 　９：３０　～　１８：１５

⑤ １０：００　～　１８：４５
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　試行期間中は、取得要件としての事由は問わないが、
今後の検証のため、申請時に①育児・介護、②オフピー
ク通勤、③その他、の3つのうちから1つを選択し、申請
するものとした。また、試行期間中は、できるだけ多く
の職員に時差勤務を体験してもらうため、1週間につき
2回までとする取得上限を設けた。割振りの申請は、時
差勤務の承認を受けようとする期間の始まる日の前日
から起算して1週間前までに所属長に申請するものと
し、原則として、時差勤務の承認を受けようとする日か
ら起算して2日前までは変更申請が行えることとした。
時差勤務は、職員の申請に基づき行われるため、申請
を受けた所属長は、職員のワーク・ライフ・バランスの向
上や健康の維持・向上に資すると認められる場合に承
認を行うこととした。ただし、職員から適正な申請が
あったとしても、通常の勤務時間帯に必要な職員数が
確保できない場合など業務に支障があると認める場合
は、時差勤務の試行を承認しないことができるものと
した。
　本市において、特別な勤務に従事する職員以外が通
常の勤務時間と異なる勤務時間を比較的自由に選択で
きる制度というのは、これまで例がなく、担当者として
は、前例のない取り組みを行うにあたり、わかりやすい
制度設計と丁寧な説明を行うよう、気を配った。幸い
なことに、試行により業務に支障をきたしたという報告

もなく、職場においても大きな混乱は起きなかったよう
で、試行にご協力いただいた、総務企画局の皆様には、
この場をお借りして感謝申し上げたい。
　試行期間中は、対象者の約29％が時差勤務を実施し、
延べ718回の試行が実施された。今後の取り組みは、
試行後のアンケート調査の結果を踏まえ、判断してい
くこととなるが、まちづくり局が実施した「オフピーク
通勤」の取り組みとも連携し、多様な働き方や長時間勤
務の是正を推進する制度として、よりブラッシュアップ
して導入できればと考えている。

4  おわりに

　「職員の働く環境の整備と意識改革」の取り組みは、
ようやく始まったところであり、「働く環境の整備」は
徐々にではあるが、着実に進んできている。
　しかし、これらの取り組みをさらに加速させ、定着さ
せていくためには「職員の意識改革」の部分が重要と考
えており、今後の課題と捉えている。
　長年身についた習慣や考え方を急に変えることはな
かなか難しいことと思うが、職員一人ひとりが自らの働
き方を見直すことで、多様な人材が活躍できる職場づ
くりが実現し、市民サービスの向上につながっていくも
のと考えている。
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1  はじめに

　ICT（情報通信技術）の進展は目覚しいものがある。
数年前には想像ができなかった技術が現実となり、今
や私たちの日常生活にICTは欠かせないものとなって
いる。
　携帯電話やパソコン、インターネットは既に当たり前
のものとなり、スマートフォンやタブレット端末、ソー
シャルメディアなどの普及が進み、それを前提とした
活動が数多く見受けられる（図1・図2）。
　一方で、少子高齢化・人口減少が進行しており、経済
が成長率を高めていくためには、イノベーションを促

し、一人ひとりの労働生産性を高めていく必要がある。
　昨今、モノのインターネット化（Internet of Things、
以下「IoT」という。）やビッグデータ、人工知能（Artificial 
Intelligence、以下「AI」という。）、ロボッ トなどに代表
される第4次産業革命と呼ばれる産業・技術革新が世界
的に進みつつあり、生産や消費といった経済活動だけ
でなく、働き方などライフスタイルも含めて経済社会の
在り方が大きく変化しようとしている。こうした新たな
産業革命をいち早く取り込んでいくことにより、生活の
豊かさを向上させつつ、生産性を飛躍的に高め、成長
力を強化する大きな可能性が存在している。
　こうした状況の中で、政府においては平成25（2013）
年6月14日に「世界最先端IT国家創造宣言」を閣議決定
し、毎年変更を加えながら、平成29（2017）年5月30日の
閣議決定により「世界最先端IT国家創造宣言・官民デー
タ活用推進基本計画」を策定し、全ての国民がIT利活
用やデータ利活用を意識せず、その便益を享受し、真
に豊かさを実感できる社会である「官民データ利活用
社会」を構築するという方向性を示した。
　本市においては平成28（2016）年3月に川崎市情報化
推進プランを策定し、「成長と成熟の調和による持続可
能な最幸のまち かわさき」の実現に向けて、ICTを効果
的・積極的に活用することにより、更なる市民サービス
の向上や行政事務の効率化を進める方向性を示した。
この中で、①「安心のふるさとづくり」を推進する情報
化、②「力強い産業都市つくり」を推進する情報化、③
行財政運営の「質的改革」を推進する情報化の3つを基
本施策としている。この基本施策の方向性を考慮しつ
つ、情報化推進プランを具体的に実現するために情報
化推進プログラムを策定し、情報化に関する各事業を
実施しているところである。

図1　インターネット利用者数及び人口普及率
出典：総務省「通信利用動向調査」

図2　年齢階層別インターネット利用率
出典：総務省「通信利用動向調査」
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働き方・仕事の進め方改革に
おけるICTの利活用

特集 ◆ 関連施策等の紹介

総務企画局ICT推進課 担当係長　村石  功
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2  働き方改革におけるICT活用の情勢

　ICTを利活用した時間と場所を有効に活用できる
柔軟な働き方は、テレワークと呼ばれ、第3次安倍内閣
時に開催された働き方改革実現会議においても、討議
テーマの一つに挙げられている。民間企業ではテレ
ワークを導入している企業が徐々に増加しており、働
き方改革へのICTの利活用が進んでいる状況を伺うこ
とができる（図3）。

　他方で、国では世界最先端IT国家創造宣言に基づ
き、ICTを活用した行政の効率化が進められている。
特に総務省では率先してICTを推進しており、無線
LANを活用したオフィス改革や文書の電子化による
ペーパーレス化、更にモバイル機器を利用して、在宅
勤務などのテレワークを促進している。
　また、地方公共団体にもICTの活用による働き方改
革を実践している事例があり、テレビ会議やIP電話、
チャットなどのコミュニケーションツールを総合的に
活用する「ユニファイドコミュニケーション」の導入によ
り、新たな働き方を実践している事例や、タブレットの
活用により、在宅勤務や出張先、外出先での端末利用
を積極的に推進している事例も見受けられる。

3  本市における働き方改革への
ICT活用

（１）本市における現在のICT環境
　現状、本市のICT環境は安全性を重視したものと
なっている。業務は固定席で行うことが想定されてい
ることから、有線LANを配備し、無線LANや庁舎外か
ら庁内のシステムへのアクセスを原則不可能としてい
る。通信環境もデータ通信を前提として構築されてお
り、音声や映像の通信は容量が大きいため、制限され

ている。更に平成29（2017）年7月からは庁内ネットワー
クとインターネットを分離するため、神奈川情報セキュ
リティクラウドでの運用が開始した。
　一方で、働き方・仕事の進め方改革を実現するため
には、安全性を維持しながら、新たな環境整備が必要
となる。ペーパーレス会議を実現するためのディスプ
レイやタブレット、モバイルPCなど新たな機器の導入、
無線LANや庁舎外から庁内のシステムにアクセスでき
る環境の構築、テレビ会議を実施できるような通信環
境の実現などを検討することが必要となった。

（２）ICT活用の方向性
　平成29（2017）年3月に策定された働き方・仕事の進め
方改革推進プログラムにおいて、ICTの活用は「職員の
働く環境の整備と意識改革」の取り組みの一つとして
位置づけられている。この中で、①テレビ会議の試行、
②モバイル端末の活用推進、③モバイルワークの試行
に向けた検討、④新たなICTの活用の4つを具体的な取
り組みとして列挙している。また、ICTの活用には含ま
れていないが、関連の取り組みとして、⑤ペーパーレス
化の推進、⑥テレワーク（在宅勤務）等の試行に向けた
検討があり、ICT推進課では、この6つの取り組みをど
のように進めていくかを検討していくこととなった。
　この中で③、⑥のモバイルワークやテレワークにつ
いては、外出先や出張先、自宅から庁内のシステムに安
全に接続できる環境の構築が必要となること、④につ
いては、新たなICTの動向や、活用事例を検証する必
要があることから、時間を要する作業となるため、29年
度は①、②、⑤について先行して取り組みを進めてい
くこととした。
　最初に検討したのは、テレビ会議やモバイル端末、
ペーパーレス化といったことで得られる効果を明確化
し、その効果がより得られるような活用方法を明示す
ることであった。
　得られる効果として挙げられたのは、テレビ会議の
活用による移動時間の削減、ペーパーレス化による資
料準備作業の効率化、資料を電子で共有することによ
る修正時間の短縮、モバイル端末による場所にとらわ
れない柔軟な働き方の実現などであった。
　移動時間については、本庁舎仮移転により、本庁舎
周辺のビルに各局が分散することとなり、会議や打ち
合わせに伴う移動、出張が増加しているという課題が
生じていた。中でも健康福祉局は幸区にあるソリッド

図3　企業におけるテレワークの導入率
出典：総務省「通信利用動向調査」
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スクエアビルに移転となったため、第3庁舎で打ち合わ
せや会議を行う場合には、その都度ごとに移動が発生
していた。特に、健康福祉局長が職場を離れることは
その後の局内全体の業務にも影響することから課題と
なっていた。
　そこでまず、健
康福祉局長から市
長、副市長への報
告について、試行
的に既存機器を利
用しながらテレビ
会議を使用して数
回行い、その効果について検証を行った。
　数回繰り返された報告は円滑に行われ、移動時間が
削減されるだけでなく、局長が自室にいて報告をする
ことにより、その後の業務へも迅速に対応することが
可能となり、効果が多く得られることがわかった。
　また、資料の修正作業に関しては、手戻りが発生す
るごとに資料作成、資料印刷、資料説明といった作業
が発生し、その手間がかかっていることに注目した。
　そこでICT推進課にあるモニターを利用して資料の
修正作業をその場で行ったところ、作業時間の削減に
繋がることが判明した（図4）。
　このような検討、検証から、より効果を生み出すには、

テレビ会議やペー
パーレス会議を行
うための軽量化パ
ソコンの導入、テ
レビ会議時の画面
拡大や資料を共有
化するための大型
ディスプレイの導

入を行った上で活用していくことが必要と考えた。
　更に、各局庶務担当課にヒアリングし、より多くの効
果を生み出すためには、どのような部署に機器を配置
するべきかを確認して導入部署を決定した。このヒア
リングでは各局の現状、ICTを活用するための問題点
や、今後導入を希望する技術など幅広く確認できたこ
とから、今回の配置だけでなく、今後進めていくICTの
活用の検討に大いに参考になるものであった。
　こうして導入した機器を活用し、第3庁舎から離れ
た部署からの市長、副市長への報告、市議会に向けた
勉強会が行われている。また、局間での打ち合わせや、
局内での打ち合わせにもテレビ会議が活用されており、
活用が徐々に広まっている。
　一方で、映像や音声が不安定になるといったことや、
遠隔地でのやり取りのため、相手方とのコミュニケー
ションが取れているかが不安になるというような、テレ
ビ会議特有の課題も残されており、このような課題を
解決しながら取り組みを継続していく必要がある。

（３）既存システムの活用
　これまでの内容は機器を新たに調達して行ったICT
の活用事例であるが、既存のシステムの活用によって
業務を効率化する動きが各部署からも発生している。
　テレビ会議については軽量化パソコンを利用したも
ののほかに、第3庁舎、7区役所に設置された既存のテ
レビ会議システムを有効活用する方法でも実施されて
いる。幹部級職員が参加する会議や、各局の庶務担当
課長が集合する会議をテレビ会議で行うことにより、
区役所職員については、第3庁舎まで移動することなく
会議を行うことを可能とした。
　また、職員のスケジュール管理や資料共有、会議室
予約などの機能を持つ、グループウェアの利用方法に

関して、簡易な改修や周知をすること
により業務改善を図っている。これま
で庁内周知用に作成していた各課の
ホームページについては、ホームペー
ジ作成ツールを使用して作成してい
たが、ツールの調達費用や作成技術
の継承など、多くの課題があった。そ
こで、グループウェアの資料共有フォ
ルダを利用して、各課に資料提供場
所を準備し、それまでホームページで
公開していた資料や管理している要

健康福祉局長室からの
テレビ会議の様子

モニターを利用したペーパーレスの
打ち合わせの様子

図4　モニターを利用した資料修正時間短縮のイメージ
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綱などを簡易的、統一的に管理できるようにした。
　更に、市民の方から問い合わせが多い情報をあらか
じめWeb上で公開することで、問い合わせ件数を減ら
すといった取り組みや、空きスペースにイントラネット
用パソコンを配備してサテライトオフィスを設置し、出
張時などでも業務が行えるようにしている例もあり、
ICTの活用が活発化している。

（４）既存ソフトウェアの活用
　一方で、職員が普段業務で利用しているツールに関
する知識を向上させることで、業務改善を図る活動も
行なわれている。
　その一つとして、イントラネットに接続するパソコ
ンにインストールされている文書管理ソフトウェア

「DocuWorks」の研修を行った。この研修は昨年度ま
では実施されていなかったものであるが、文書システ
ムで資料を添付するときや、紙文書を電子化するとき
に使用するため、その使い方によっては業務を効率化
できると考えたことから、この研修を行うこととなった。
280名収容できる会場がほぼ満席となるほどの受講者
があり、受講後のアンケートでも「時間短縮に役立てる」
といった意見が多く、ICTツールを利用した業務改善
に対する職員の関心が大きいことを改めて認識するこ
とができた。
　また、表計算ソフトの「EXCEL」に関しては、VBA機
能を利用して簡単なプログラムを組み込むことで、繰
り返し行う作業を簡易な操作で行うことが可能となる
が、研修を行いながら、積極的に活用している部署も
あり、業務の効率化が一層図られている。

（５）今後の取り組み
　今後については、働き方・仕事の進め方改革推進プ
ログラムに列挙された、③モバイルワークの試行に向
けた検討、④新たなICTの活用、⑥テレワーク（在宅勤
務）等の試行に向けた検討を進めていく予定である。

　外出先や出張先等から庁内のシステムにアクセスを
可能とするネットワーク環境を構築し、専用のパソコ
ンと合わせて使用することで、場所を選ばない働き方
を実現するモバイルワーク・テレワークの試行導入を検
討している。これまでは、出張先で行った調査等の業
務について、庁舎に戻って取りまとめるといったことを
行っていたが、職場に戻らずにその場で作業すること
で、業務の効率化が可能になる。また同様の技術を活
用して、在宅勤務を行うことも可能となり、今後制度面
と合わせての検討が必要となる。
　それに加え、30年度以降にAIやRPA（Robotic Process 
Automation＝パソコンによる定型作業自動化）などの新
しいICTを活用した業務改善を実現することも視野に
入れ、現在はその手法や適用する業務について検討を
行っている。
　また、29年度に実施をしてきた内容を見直しながら、
更なる活用につなげていくことも重要である。現在導
入している軽量化パソコンは、庁内システムの利用が
できないものとなっているが、庁舎内のどこからでも業
務が行える無線LAN環境をフロア限定で試行的に構
築し、技術的な検証を行うことを予定している。
　更に、平成34年度には、新本庁舎が完成し、供用開
始を行う予定であり、それを見据えたICTの利活用の
検討も進める必要がある。庁舎建設時にはインフラ整
備や端末機器の導入など、環境の構築が必要となるた
め、新本庁舎稼働に合わせて無線LANの本格導入や、
ユニファイドコミュニケーションの利用開始などを視
野に入れ、今後検討を進めていく。

4  おわりに

　ICTの進展は非常に早いことから、今最新の技術で
あっても、5年後、10年後には時代遅れのものとなって
いる可能性がある。そのため、常に社会動向を見据え
ながら、時代に合った技術、手法を選択し、より効果的
なICTの利活用を図っていくことが必要だと考える。
　また、働き方・仕事の進め方改革は、業務効率化によ
り生み出した時間を市民サービスに資する活動に充て
ることで、市民サービスをより向上させるという目的が
ある。ICTの利活用により、業務を効率化させるところ
がゴールではなく、その後のサービス向上に繋がって
こその「働き方・仕事の進め方改革」であることを常に意
識した上で、取り組みを進めていきたい。

テレビ会議による定例局長会議の様子
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1  はじめに

　急速な少子化の進行を踏まえ、次世代の社会を担う
子どもたちが健やかに生まれ、育てられる環境を整備
していくため、平成15（2003）年7月16日に次世代育成支
援対策推進法が成立した。これを受け、本市では市職
員を対象とした第1期の特定事業主行動計画を策定、
現在は第4期行動計画を推進しているところである。
　また、働く場面で活躍したいという希望を持つ全て
の女性が、その個性と能力を十分に発揮できる社会を
実現するため、平成27（2015）年8月28日に女性活躍推進
法が成立した。本市では平成28（2016）年3月に女性活
躍推進特定事業主行動計画を策定、推進している。
　そして平成29（2017）年3月に策定された川崎市働き
方・仕事の進め方改革推進プログラムでは、働く環境の
整備と意識改革、及び多様な働き方の推進について具
体的取り組みを明らかにした。
　本項では、多様な働き方に係る取り組みのうち、次
世代育成支援対策及び女性活躍推進に係る取り組み
についてふれていく。

2  次世代育成支援対策

（１）イクボスに係る取り組み
 ①業務管理者向けイクボス研修
　　ワーク・ライフ・バランスを確保できる職場環境づ

くりや職員意識を醸成するため、毎年、業務管理者
を対象とした研修を実施している。

　　当該研修では、管理職に求められる意識の啓発
及び実践のための仕事の仕方や組織・部下のマネジ
メント手法について理解を深めることを目的として

いる。市長及び幹部職員による「川崎市イクボス宣
言※1」を行った平成28年度、及び平成29年度は、全
国で父親の子育て支援・自立支援事業を展開する
NPO法人Fathering Japanの代表理事である安藤
哲也氏を講師に迎え、イクボスをテーマとした内容
としている。

　　第1回目となる平成28年度には、イクボスの考え
方・理念について学ぶため大ホールにて聴講型によ
り開催し、新任課長を中心に135名が受講した。平
成29年度はさらにイクボスの実践的取り組みを学ぶ

NPO法人Fathering Japan代表理事 安藤氏によるイクボス研修
少子化問題、年金問題、産後クライシス、熟年離婚…

さまざまな話題に触れながらイクボスの必要性を説明

多様な働き方の推進
～次世代育成支援対策と女性活躍推進～

特集 ◆ 関連施策等の紹介

総務企画局人事課　廣谷  法子
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ため、グループワークも取り入れた少人数による研
修を6回開催し、約192名の管理職が受講した。研修
では、なぜ今イクボスが必要なのか日本の時事と絡
めながら説明するとともに、仕事も生活も同時に楽
しみ好循環を作っていくことができることを安藤氏
の実体験を踏まえながら説明いただいた。受講者か
らは「意識改革の必要性が理解できた」「改めて、気
持ちよく働ける職場にしたいと思った」という声を多
くいただいた。

②イクボスアワードの開催
　　前述のイクボス宣言が行われた後、各局において

管理職によるイクボス宣言が進められ、イクボスの
波は急速に広がった。これを踏まえ、イクボスのロー
ルモデルとなる職員を表彰するイクボスアワードを
開催した。

　　開催に先立ち、全職員に対し対象者推薦を呼びか
けた結果、管理職14名、1組織の推薦があった。推薦
された者の中から次世代育成支援の観点より特に優
れた管理職を選ぶため、川崎市次世代育成支援対策
特定事業主行動計画策定・推進委員会委員による投
票を行い、上位3名を選出した。平成30（2018）年1月
31日開催のチャレンジ☆かわさきカイゼン発表会※2

の中で、市長はじめ観覧者及び報道、民間企業各社
が見守る中、上位3名のイクボスとしてのふるまいや
取り組みについて紹介し、福田市長から表彰状を授
与した。表彰式開催後、イクボスアワード実施報告
書を作成し、表彰された管理職はもちろん、惜しくも
表彰を逃した管理職も全員紹介することにより、さ
まざまなイクボス事例を全庁職員へ広く周知するこ
とができた。

　　イクボスアワードの趣旨は、ボスの順位付けでは
なく、職場を越えた好事例の共有である。これによ
り他の管理職による一層のイクボス実践を促進して
いくきっかけを作ることができた。

※1 イクボス宣言…上司が、ワーク・ライフ・バランスを確
保できる職場づくりの推進等に取り組むことを宣言する
こと。
※2 チャレンジ☆かわさきカイゼン発表会…業務改善事
例発表会のこと。平成21（2009）年〜。

（２）職員意識の醸成に向けた研修及び育児休業等の
　  取得しやすい環境づくり
　業務管理者向けだけでなく全職員を対象とした研修

幸区役所道路公園センター所長（左）、環境局庶務課長（右）が受賞
※ 当日1名欠席

表彰者は部下への心配りや、生き生きと働ける職場作りに
貢献している点で評価を受けた

育児休業を取得した男性職員や、夫が育児休業を取得した
女性職員の体験談をテーマとしたパネルディスカッション

「経験者の生の声が聞ける」と好評につき継続実施中

イクボスアワード発表の様子
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も実施しており、主に仕事と子育ての両立の考え方や
職員の育児参加の啓発・促進などを目的とした内容と
なっている。特に、男性職員からは「育児休業や部分休
業を取ることに抵抗がある」といった声がいまだ聞かれ
ることから、そうした不安を解消して育児休業や部分
休業を取得しやすい環境を作るため、育児休業等の情
報共有ができる機会を設けることを目的に、育児休業
を取得した男性職員や、夫が育児休業を取得した女性
職員の体験談をテーマとしたパネルディスカッション
などを行っている。また、庁内ホームページにおいて
実際に育児休業等を取得した男性職員の体験記を掲
載しており、取得のきっかけや休業中の様子に加えて、
取得しようか迷っている職員へのメッセージなども掲
載している。

（３）制度の周知及び育児休業等の取得しやすい
　  環境づくりに向けた情報発信
　出産・子育てに関する制度は種々あるが、職員が、ど
のような制度があるか把握し、利用方法や利用に係る
要件などを理解していなければ活用できないことから、
本市では、各種制度をまとめた「職員子育て応援ガイド
ブック」を作成し、庁内ホームページへの掲載や新規採
用職員への配布等により周知を行っている。
　本ガイドブックは、「子どもができたら」、「子どもを
産むとき」、「子育て奮闘時期」と3つの時期に分けて、取
得可能な休暇・職免等と手当・福利厚生等について、対
象者や手続方法等を掲載しており、職員が制度を積極
的かつ漏れなく活用できるような構成としている。

（４）ワーク・ライフ・バランスデー
　ワーク・ライフ・バランスを確保するには、仕事を効
率的に進め、長時間労働に対する職員の意識を改善し
ていくことが重要である。この考えを庁内に普及させ、
十分な生活時間を確保するため、「ワーク・ライフ・バラ
ンスデー」を実施し、通知や庁内放送により、定時退庁
を徹底する日としている。

　平成28年度までは、九都県市（埼玉県、千葉県、東京
都、神奈川県、横浜市、千葉市、さいたま市、相模原市、
川崎市）での合同実施を含め、年2回としていたが、平
成29年度は川崎市働き方・仕事の進め方改革推進プロ
グラムに基づき、従来の取り組みに加えてプレミアム
フライデーに合わせて実施することとし、年4回に拡充
した。庁内啓発用チラシを作成し、実施に合わせて庁
内へ周知することで、より効果的な普及が図られるよ
うに努めており、平成29年度における市長事務部局の
定時退庁率は1回目94.9％、2回目97.2％、3回目95.2％、4
回目94.9％となっている。

職員子育て応援ガイドブック一冊で子育てに
関わる休暇や職免、福利厚生等について網羅

ワーク・ライフ・バランス
シンボルキャラクター（内閣府より）

プレミアムフライデーに合わせ
ワーク・ライフ・バランスデーを拡充
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3  女性活躍推進

（１）川崎市女性活躍推進特定事業主行動計画に
　  基づく取り組み
　川崎市女性活躍推進特定事業主行動計画では、女性
職員の活躍を推進するための4つの数値目標を設定し
ている。
①女性登用の推進
　　平成30年度までに、管理職（課長級）に占める女

性比率25％をめざすことを目標としており、平成29
（2017）年4月1日時点、19.1％となっている。

②意欲・満足度の向上
　　職員アンケート調査において、「働き方に満足して

いる」等の回答率80％の確保を目標としており、平成
29年度調査においては、75.1％となっている。

③働き方の改革
　　職員年間の総時間外勤務数の前年度比5％減をめ

ざすことを目標としており、平成28年度の状況は前
年度比約3％減となっている。

④男性の育児参加の推進
　　平成30年度までに男性職員の育児休業等の取得

率10％をめざすことを目標としており、平成28年度
の状況は12.5％となっている。

（２）メンター制度の試行
　平成29年度から試行実施をしており、メンター及び
メンティに対し、導入時の研修を経て、メンタリングを
開始するとともに、終了時にも研修を実施し、結果の把
握を行った。
　また、次年度からは対象を男性職員にも拡大するこ
とを検討している。

4  おわりに

　次世代育成支援は、将来を生きる子どもたちの社会
を今よりいい環境にしていくため、女性活躍推進は働
きたいと望む女性が仕事と生活を両立できるよう配慮
するための取り組みであるが、昨今の国を挙げた働き
方改革の推進もあり、これらの取り組みは自分自身の
ワーク・ライフ・バランスについても考えさせる側面を
持つように思う。「働きすぎ」を是正することは、同時に
毎日をどう「生活する」か、どう「生きていきたい」か考
えるきっかけになる。ワークに重点を置いた、働くこ
とを生き甲斐とする生き方も一つだが、どのくらい、ど
のように働くのか、自分で選択できる社会にしたほう
がいい。
　現在は変革の過渡期で、目標達成に苦心する面もあ
るが、このような社会を出来るだけ早く実現できるよ
う、実効性の高い取り組みを実施していきたいと思う。

メンター・メンティ研修より
参加者からは「昇進に前向きになれた」「新しい分野の仕事に

興味がわくようになった」との声が寄せられた
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1  はじめに

（１）首都圏の鉄道混雑の状況
　鉄道は、都市の骨格を形成し市民生活を支える重要
な都市インフラであるが、首都圏の鉄道については、都
心に向かう路線で著しい混雑が見受けられ、市内を通
る路線では、小田急小田原線、横須賀線、南武線、東海
道線、東急田園都市線が混雑率180％を超えており、鉄
道の混雑緩和が交通政策の課題の一つとなっている。

　鉄道の混雑率は、図1で示す通り、電車内の混雑状況
の目安となるもので、交通政策に関する重要事項につ
いて調査審議等を行う国土交通省の審議会である交通
政策審議会において、個別路線の最混雑区間の混雑率
を180％以下とすることが、目標として示されている。
　また、その目標の実現に向けた方向性として、複々

線化や車両の長編成化等の輸送力増強の取り組みを
進めるとともに、ソフト面の対策としてオフピーク通勤
の取り組みを進めることが示されている。

（２）南武線の混雑状況
　市域を縦断する南武線は、朝の通勤時間帯の混雑率
が首都圏の中で5番目に高い188％となっている。特に
横須賀線武蔵小杉駅開業とともに、輸送人員数が大幅
に増加しており、これまで鉄道事業者であるJR東日本
により、ピーク時間帯の増発や幅広車両の導入等の対
応がとられ、徐々に混雑率の緩和が図られてきたが、
本市をはじめとする沿線人口が増加する中、更なる取
り組みが求められている。

図1　混雑率のイメージ（国土交通省）

図2　南武線最混雑区間（武蔵中原→武蔵小杉）
における混雑率の変遷

※国土交通省混雑率データを基に作成

路線名 最混雑区間 混雑率
（％）

①東京メトロ東西線 木場→門前仲町 199

②総武緩行線 錦糸町→両国 198

③小田急小田原線 世田谷代田→下北沢 192

④横須賀線 武蔵小杉→西大井 191

⑤南武線 武蔵中原→武蔵小杉 188

⑥日暮里・舎人ライナー 赤土小学校前→西日暮里 188

⑦中央線快速 中野→新宿 187

⑧東海道線 川崎→品川 184

⑨東急田園都市線 池尻大橋→渋谷 184

⑩京浜東北線 大井町→品川 182

⑪総武線快速 新小岩→錦糸町 181

⑫埼京線 板橋→池袋 180

※国土交通省混雑率データを基に作成

表1　混雑率180％を超える鉄道路線（平成28年度）

オフピーク通勤の
実験的取り組み

特集 ◆ 関連施策等の紹介

まちづくり局交通政策室 担当係長　亀山  祐司
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（３）川崎市の鉄道の混雑緩和に向けた取り組み
　これまで本市においては、鉄道の混雑緩和に向けて、
南武線の長編成化や東急田園都市線、小田急小田原線
の複々線化などの輸送力増強の取り組みを鉄道事業者
に対し求めてきた。
　これらハード面の対策は、混雑緩和の抜本的な対策
となるものであるが、一方でその実現のためには、大規
模な施設改良を伴うなど時間を要するものである。
　そのような状況から、鉄道の混雑緩和は、一義的に
は鉄道事業者の責務であるが、本市としても何かでき
ることはないのかと考え、取り組みを始めたのが、今回
ご紹介するオフピーク通勤の実験的取り組みである。

2  南武線のオフピーク通勤の
実験的取り組み

（１）概要
　そもそもこの取り組みをはじめるきっかけは、南武線
は市域を縦断していることから、市の職員も多く利用
しているのではないか、その職員がピークをずらして
出勤すれば、混雑緩和に一定の効果がでるのではない
かという発想で、南武線最混雑区間（武蔵中原→武蔵
小杉）利用者数を調べるところから始まった。

　調べてみると、約1,600人の職員が通勤に利用してお
り、その職員が全員オフピーク通勤をすれば、計算上
ではあるが混雑率が約8ポイント低減する効果が見込
まれることになる。
　そのような見込みを持って、今回の実験的取り組み
では、南武線最混雑区間を利用する職員を対象として、
総務企画局の協力を得ながら、働き方・仕事の進め方
改革の中でも、多様な働き方を実現する方策の一つと
して検討が進められている時差勤務の試行により実施
した。
　時差勤務の時間設定は、ピーク時間である7時30分
から8時30分の電車利用を避けるという観点から、7時
30分出勤と9時30分出勤の2パターンを設定した。
　期間については、混雑緩和の効果を検証するために、
鉄道の利用状況が比較的安定している11月の平日10日
間実施した。

（２）実験的取り組みの周知
　この取り組みは、多くの南武線利用者が参加するこ
とで、効果が発揮されるものである。そのため、対象と
なる職員への周知が重要であった。今回の取り組みに
ついては、全庁的な会議や庁内放送、職員情報システ
ム、グルかわ、ポスターなど、多様な媒体を通して、職

図3　庁内周知ポスター
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員への周知を行い、多くの職員の皆様に取り組みの趣
旨を理解いただき実施できたと考えている（図3）。
　また、南武線沿線には多くの企業が集積しており、
その従業員の方が多く南武線を利用していることから、
実験的取り組みの実施にあたって、企業に対しても企
業団体への取り組みの説明やアンケート調査、ヒアリ
ングを通して、働きかけを行った。
　企業の多くはすでにフレックスタイムやテレワーク
などの制度が整備されており、オフピーク通勤を実施
できる環境は整っている状況である。そのようななか
で、働きかけを行うためには、期間限定の実験的取り組
みとはいえ、本市自ら率先してオフピーク通勤に取り
組むことが重要であったと考えている。

（３）実験的取り組みへの参加状況
　今回の取り組みでは、全庁の職員の皆様の協力を得
て、対象者1,556人の職員のうちの8割にあたる1,240人
の参加を得ることができた。一日あたりでは、平均約
690人の参加であった。
　今回は、初めての試みであり、また10日間限定での取
り組みであったことから、多くの職員の参加があったも
のと思われる。

（４）事後アンケートの結果
　実験的取り組みの実施後に、電車の混雑状況の変化
等に関するアンケート調査を行い、1,344人から回答を
得た。
①普段の通勤時間帯
　　普段からピーク時間を避けて早く出勤している

職員が26.8％おり、4人に1人が普段から自主的にオ
フピーク通勤をしていることになる。今回の実験的
取り組みでの混雑緩和の効果を検証するにあたっ
て、普段の出勤状況を考慮する必要があることが分
かった。

②実験的取り組み期間中の電車内混雑の実感
　　ピーク時間帯より早い7時30分出勤を選択した場

合の電車の混雑状況は、約57％が“いつもより空いて
いる、やや空いている”という実感であった。一方で、

約35％が“いつもと同じ”で混雑していたという実感
であり、快適な通勤環境であったとはいえない結果
であった。

　　ピーク時間帯より遅い9時30分出勤を選択した場
合は、約82％が“いつもより空いている、やや空いて
いる”と実感しており、どちらかというと遅い時間の
方が快適に通勤できる状況であることが分かった。

　　また、実験的取り組みの主目的であるピーク時間
の混雑状況については、通常の8時30分出勤した場
合は、約85％が“いつもと同じ”で混雑していたとい
う実感であったことから、今回の実験的取り組みに
おいては、残念ながら混雑緩和を実感できるレベル
ではなかった。

③オフピーク通勤の今後の実施について
　　今後の実施に関しては、約80％が“今後も活用し

ていきたい”という前向きな回答であった。
　　また、オフピーク通勤をした時の時間の使い方と

して、早い時間に退庁して買い物や運動など街に出
てプライベートの充実に時間を使ったという回答や
家族との時間に使えたという回答が多くあったこと
から、オフピーク通勤の効果は鉄道の混雑緩和とい
う交通政策的な観点だけでなく、ワーク・ライフ・バラ
ンスの観点でも効果が期待できるものであり、そう
いった観点も含めて、働き方・仕事の進め方改革と一
層連携することで、今後の取り組みに展開できるの
ではないかと感じた。

（５）実験的取り組みの効果と課題
　今回の実験的取り組みによりピーク時間を避けた人
数は、普段からピーク時間を避けて通勤している人数
を考慮すると、一日あたり約500人で、計算上の効果は
混雑率約2ポイント低減という結果であった。
　また、ピーク時間を避けて通勤することで、電車内の
混雑は、一定程度空いていることを実感した職員が半
数以上おり、特に9時30分出勤を選択した場合は多くの
職員が実感していることから、快適な通勤環境を得ら
れるという効果もあったと考えられる。

（６）実験的取り組みから分かった課題
　計算上は混雑率が約2ポイント低減したという結果
であったが、アンケート結果からはほとんどの職員が
ピーク時間の混雑緩和を実感できないという結果で
あった。ピーク時間における南武線利用者数が41,800

16日（木） 17日（金） 20日（月） 21日（火） 22日（水）

640人 672人 747人 708人 724人

24日（金） 27日（月） 28日（火） 29日（水） 30日（木）

643人 723人 702人 764人 623人

表2　日別参加人数



【
特
集 

◆ 

関
連
施
策
等
の
紹
介
】オ
フ
ピ
ー
ク
通
勤
の
実
験
的
取
り
組
み

〈政策情報かわさき vol.36 2018.3〉  33

人であることを考えると、500人程度の参加では効果を
実感できなかったのも無理はないと思われる。混雑緩
和を実感するためには、市内企業はもとより、都内の企
業も含めてより多くの参加が必要である。
　また、ピーク時間前の混雑が“いつもと同じ”という意
見やオフピーク通勤の活用については、“ときどき活用
していきたい”という意見が多くあったことから、今後
オフピーク通勤の取り組みを拡大し、多くの参加者を
得るためには、オフピーク通勤をやって良かったと思え
るよう、魅力を高める取り組みが求められる。

3  今後の展開

（１）働き方・仕事の進め方改革と連携した取り組み
　今回は南武線を対象として実施したが、市内の鉄道
路線はどの路線も混雑している状況であることから、
南武線以外の路線についても取り組みを拡大していき
たい。
　そのためには、働き方・仕事の進め方改革とより一
層連携しながら、多様な働き方を認める風土を醸成す
るとともに、時差勤務やサテライトオフィスなどのオフ
ピーク通勤関連制度を検討し、推進していきたい。

（２）オフピーク通勤の魅力を高める
　  取り組みの推進
　オフピーク通勤の取り組みは、強制的に鉄道利用者
にピークを避けさせることができるものではなく、オフ
ピーク通勤をしたいと思ってもらえる環境を整備する
ことで、取り組みを拡大することができる。
　そのためには、鉄道事業者と連携して、ホームペー
ジやアプリ、駅構内掲示等による混雑情報の提供やオ
フピーク通勤をしたときの特典付与など、鉄道事業者

としてできるオフピーク通勤の動機づけとなる取り組
みについて、調整を進めたい。
　また、企業については、多くの企業でフレックスタイ
ムやサテライトオフィス、テレワークなどのオフピーク
通勤に寄与する制度がすでにあることから、これら制
度の積極的な活用について、調整を進めたい。
　また、オフピーク通勤の副次的効果として、夕方の時
間を街に出てプライベートに有効活用できるという点
も見られることから、商業振興や街の活性化といった
点で取り組みを発展させることができれば、オフピーク
通勤の動機づけになり、その輪が広がっていくのでは
ないかと考えている。

（３）他都市とも連携しながら機運向上
　鉄道利用による人の動きは、首都圏の複数の自治体
にまたがって広域的に流動している。
　そのなかには、市内の企業に勤める人のほか、都内
に勤める人も多くいる。今後は、都内の企業にも協力
を得て、取り組みを展開する必要がある。
　そのためには、時差ビズという先進的な取り組みを
行っている東京都をはじめとする首都圏の自治体と連
携しながら機運向上を図りたい。
　オフピーク通勤の取り組みは、本市では実験的取り
組みを始めたばかりで、まだ明確な効果を発揮すると
ころまでは至っていないが、鉄道事業者、民間企業、自
治体が連携して取り組むことで効果的な取り組みにな
ると考えている。
　現在は、九都県市首脳会議首都圏連合協議会におい
て、鉄道の混雑緩和、快適化に向けた検討会を立ち上
げ、検討を始めたところであるが、その中で首都圏の
企業も含めた大きなムーブメントにしていきたいと考
えている。
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1  局内における現状把握と課題の抽出

　「川崎市働き方・仕事の進め方改革推進本部」が設置
され、各局本部室区における現状把握及び課題抽出に
ついての依頼が来た時に、正直、どこまで本気に実施
するつもりなのか疑心暗鬼であった。
　一方で、まちづくり局ではこれまで職員提案制度や
行政改革プログラム策定過程に積極的に参加するた
め、局内に各部係長級職員から構成する「まちづくり局
カイゼンチーム」を設置して、局内の複数の課や局間の
関係する課題等について必要な調査、改善方策の検討、
提案等を行う取り組みを始めたところであり、積極的
に局内職員の意向を確認することにした。
　各課への依頼時には、各職員の意見が出しやすくな
るよう質問項目を細分化した局独自の回答様式を作成
し、必ず職員の意見を所属長が集約すること、本音の
忌憚ない意見を提出することなどに配慮した。また、
各課の意見集約もExcel VBA（マクロ）を活用して自動
集計するなど、作業の効率化に努め、課題抽出を行っ
た（図1）。

2  局改革推進プログラム策定過程

　策定の際には、前述した局内の課題抽出等の調査結
果をもとに庶務課で素案を作成した。次に、局プログ
ラムについても広く意見を集約するため、2段階の照会
を各課に行うこととした。1回目は庶務課が策定した局
プログラム（案）に対する意見や追加の取り組み、2回目
は修正後の局プログラム（案）全体への意見照会とした。
　また、課題の抽出時に局として一番懸念されていた
のが、残業の禁止がサービス残業や家への持ち帰り残
業につながることであった。そのため、時間外勤務の
削減とともに、自宅に業務を持ち帰ることやサービス残
業とならないように管理職が適正に組織マネジメント
を行うよう局プログラムに明記した。
　さらに、所属ごとのノー残業デーの実施などさまざ
まな改革が無理なく始められるよう、段階的に実施す
ることや、人材育成への取組強化など局独自の内容を
明記することとした。

3  局改革推進プログラムの推進

（１）標語の募集
　本改革を推進していくためには管理職だけでなく職
員一人ひとりが職員のワーク・ライフ・バランスを意識
する必要があると考えた。そこで、局衛生委員会とし
て「働き方・仕事の進め方改革」に関するわかりやすく・
親しみやすい標語を募
集することとした。
　募集後の選定時にお
いても、ワーク・ライフ・
バランスの実現には、図1　マクロを用いて独自に作成した回答様式 ナイトクルーズ

まちづくり局における
働き方・仕事の進め方改革
の実践

特集 ◆ 関連施策等の紹介

まちづくり局庶務課 課長補佐・庶務係長　白石  敬博
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家族との相互理解が前提なので、毎年局のレクリエー
ションとして実施している「横浜港ナイトクルーズ」参加
者に、ご家族も含めて投票に御協力いただき、選定を
行った。
 

（２）カイゼンチームでの取り組み
　カイゼンチームは、行政改革プログラム策定時に広
く課題の抽出を行うため、臨時的に各職場の係長を選
出し、自由な討議を行ったのが始まりである。
　庁内の会議では事業の調整や企画案の承認を目的と
した会議が多い中、この取り組みでは、各課の職員が
局内横断的に自由に討議することが新鮮であり、実際
に提案する活動が好評であった。
　そのため、平成28年度から、局内における課題の情報
を共有し、前例や固定概念に捉われることなく自由な討
議検討や、関係課との調整を行うことによって、職員の
改善意識及び意欲などの向上や、自発的な職場改善運
動の推進を図ることを目的としてまちづくり局カイゼン
チームを発足し、本格的に局の活動として位置付けた。
　これまでの主な活動結果として、各業務の窓口をわ
かりやすく記載した案内表示を各フロアやエレベータ
内に設置したほか、庁舎管理課と公用車の予約方法に
ついての協議、行政情報課等に文書管理システムの改
修提案などを行った。

（３）時間外勤務届の適正管理
　時間外勤務の削減を進めるため、状況の管理を常に
行い、毎月、労務課に20時以降の時間外勤務の報告書
の作成を効率よく行うため、Excel VBA（マクロ）を用
いたプログラムを作成した（図2）。

　イントラの職員情報システムでは出力できる情報に
限りがあるため、独自にプログラムを作成し、水曜日の
時間外勤務命令を水色、20時以降の時間外勤務を赤字
にするなどして、局全体の時間外勤務状況の把握が容
易になった。

　さらに、労務課に提出するエクセルファイルも部・課・
勤務者氏名をプルダウンによる選択式、職員コードを
自動表示にすることで大幅な事務の効率化を行うこと
ができた（図3）。

（４）テレビ会議の導入
　テレビ会議用のモバイルルーター付きパソコンがま
ちづくり局に2台配置されたため、1台は庶務課、もう1
台を登戸区画整理事務所に配置し、議会中の答弁調整
や局部所長会議など局内で開催される会議について、
事務所職員の参加が難しい場合などに積極的に活用し
ている。スカイプ性能や通信速度の課題が改善されれ
ば、今後さらにさまざまな用途の活用について検討を
行っていく予定である。

4  今後の取り組み

（１）効率的な照会回答事務等の運用
　文書施行システムや組織メール、個人メールなどの
通信手段が数多くある中のルールの策定や掲示板の活
用、文書依頼形式の統一、庁内共有サーバの保管ルー
ルの策定などについて、今後、実用化に向けて調整を
行っている。

（２）共通マニュアルや引継書の整備
　各課共通で行われている事務処理についての共通
マニュアル作成、人事異動時に作成する引継書の記入
例の作成や統一ルールの策定などを行うことにより業
務の継続性、効率性を図っていきたいと考えている。

（３）関係局による技術職職員の人材育成
　土木職、電気職、機械職、建築職などの技術職職員の
技術の承継や向上に必要な制度について関係局が連携
して人材育成を行う協議を進めている。今後、新人職
員合同研修や合同現場見学会の開催など効果的な人材
育成策を実施することで質の高い職員の育成を目指す。

図2　マクロを用いた時間外勤務報告書

図3　労務課に提出する書類を効率化
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1  はじめに

　平成29（2017）年を振り返ると、7月から10月にかけて
台風やゲリラ豪雨が多発し、これに伴い地域の安全パ
トロールや避難所開設準備に多くの区職員が従事し
た。とりわけ10月の市長選挙および衆議院議員総選挙
の執行当日には台風が上陸し、早朝から深夜まで選挙
事務と災害対応に追われたことは記憶に新しい。
　このように一定期間に多くの負荷のかかる選挙や突
発的に発生する災害に対して、所管部署だけでなく各
分野に精通した職員で横断的な応援体制を作り、対応
していることが高津区の特長だと言える。
　災害対応や安全対策は、区を挙げて取り組むことに
よって、市民からの行政に対する信頼や区役所が地域
に存在する価値の向上につながるものと考えているが、
働き方改革との両立を図るには、業務の特性や職場の
状況に合った取り組みが必要だと感じている。

2  高津区の推進体制

　高津区では、市の取り組みに合わせ、平成28（2016）年
12月に区長を筆頭に管理職をメンバーとした「高津区働
き方・仕事の進め方改革推進本部会議」を立ち上げ、各
職場の現状把握や課題抽出から取り組みを開始した。
また、平成29年（2017年）2月には管理職全員がイクボス
宣言を実施し、自らリーダーとなって働き方改革に取り
組む意識を共有した。さらに同年4月には、区の取り組
みの指針となる「高津区働き方・仕事の進め方改革推進
プログラム」を策定し、具体的な取り組みを開始した。
　これらの過程においては、管理職だけでなく職員も
参画し、課題抽出や意見交換に加わった。それ以後の

取り組みについても引き続き職員が関わり、現状や進
捗具合を把握することで区役所全体の意識向上にもつ
ながっている。

3  区役所特有の課題

　前述の選挙や災害に限らず区役所の日常業務は多岐
にわたり、さまざまな職種・立場の職員が働いている。
ここで働き方改革を進める上での課題を挙げてみたい。

（１）窓口業務・電話対応の多さ
　市民サービスの最前線である窓口職場では、日中は
窓口や電話での対応が多く、書類審査やシステム入力
等の事務処理については、窓口対応終了後の時間外勤
務により対応しなければならない場合が多い。

（２）多様な職場・職種
　戸籍や保険、福祉、医療、道路、公園など業務の分
野が多岐にわたり、それぞれに必要な経験や専門的知
識の習得には一定期間を要する。そのため、個々の差
により担当業務の固定化や業務量の偏りを招いてしま
うことがある。

（３）さまざまなライフステージ
　産休・部分休の他、最近では親の介護にあたる職員
も増えており、特定の職員に負担が偏ることなく、各自

管理職によるイクボス宣言

高津区における働き方・仕事の
進め方改革の取り組み
～市民サービスの現場から～

特集 ◆ 関連施策等の紹介

高津区役所総務課 課長補佐・庶務係長　佐藤  一憲
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がライフステージに応じた働き方を選択できるように
環境を整える必要がある。

（４）地域住民との協働
　　町内会や自治会、市民活動団体などの区民と協働
で実施する事業では、多くの地域住民の参加を得られ
るよう日程調整を行うため、夜間の会議や土日のイベン
ト開催などが多くなる。

4  高津区役所の取り組み

　区の特徴や課題に応じた取り組みにより、一定の効
果が見られるものの、個人や職場によって未だ偏りが
見られる。

（１）業務の効率化
①業務の平準化
　　職員間に業務量の差が生じていると思われる場合

には総務課から当該所属に声掛けを行い、管理職の
マネジメントにより業務の平準化を図るようにして
いる。また、総務課では、繁忙に応じた事務応援な
ど係間で融通を図るようにしている。

②事務効率化
　　総務課では、所管する書庫や自転車駐輪場の整理

を行い、探し物にかかる時間の短縮や新たなスペー
スの創出を行なった。また、区役所全体で電子決裁
やファイル共有によるペーパーレス化を進め、その結
果、回議文書の電子化率は年度ごとに増加し事務の
効率化が図られている。

（２）意識向上・人材育成
①管理監督者
　　管理職会議に本庁担当を招き、市の内外の動向や、

働き方改革プログラムの内容について説明をしてい
ただき、管理監督者としての意識の共有を図った。
また、外部講師によるマネジメント研修を行い、タイ
ムマネジメントの視点から業務効率化について学ぶ
機会を設けた。

②組織全体
　　庁内放送や庶務担当への事務連絡を通じ、毎週水

曜日の完全定時退庁や所属ごとのノー残業デーの周
知を行っている。また、緊急時など公務上やむを得
ない場合を除いて午後8時以降の時間外勤務を原則

禁止とし、時間外勤務を行う場合には、総務課への
届け出を徹底している。

（３）多様な働き方の推進
①休暇等の取得促進
　　極端に取得が少ない職員がいる所属に対しては総

務課から声掛けを行い、健康保持の観点から休暇取
得や週休日の振替取得についての働きかけを行って
いる。こうした働きかけにより、職員一人当たりの休
暇取得日数は年々増加している。

②男性職員の育児参加
　　管理職会議や研修等で意識啓発を行った結果、29

年度は育休取得者が1名、配偶者出産に係る特別休
暇取得者が4名の他、育児時間が1名、部分休業1名と
なっている。今後も更なる取得を促していきたい。

③女性活躍推進
　　新たに中堅職員と女性副区長とのオフサイトミー

ティングを組み入れ、女性職員が自身のキャリアプ
ランについて考える機会を創出した。こうした機会
の積み重ねが係長昇任選考受験率の向上や女性管
理職の登用につながることを期待している。

5  今後に向けて

　高津区の働き方改革はまだ始まったばかりであり、
区全体の機運を高めながら試行錯誤を続けている。
　一方で、既にイクボスを中心に多様な働き方を実現
できている職場もある。その職場では毎年のように産
育休を取得する職員がおり、一人当たりの年次有給休
暇の取得日数も区トップクラスで、働きやすい環境が
整えられている。イクボス自身がワーク・ライフ・バラン
スを実践することで働き方改革の原動力となり、職場
に良い影響を与えているからだろう。
　最近、ワーク・ライフ・バランスの言葉を聞くと、ライ
フ（プライベート）の方に比重が置かれているようにも
感じるが、仕事とプライベートは相互に良い関係をも
たらすものでもある。職員一人ひとりが自分なりのバ
ランスを見つけ、いきいきと働きながら趣味や家庭生
活の充実、自己研鑽などの取り組みにより、自らの人生
を豊かなものにして欲しい。
　結びになるが、多様な人材がやりがいをもって働く
ことのできる職場環境を目指して、今後も高津区の働
き方改革を進めていきたい。
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1  超高齢社会の課題と対応

　わが国においては、少子高齢化の進展による人口減
少社会への突入や、核家族化の進行、生涯未婚者の増
加などに伴う家族構成の変化、さらには健康寿命と平
均寿命の格差など、世界に類を見ない「未曾有の超高
齢社会」に足を踏み入れた。団塊の世代が75歳以上と
なる平成37（2025）年以降も、さらなる高齢化が進むこ
とが予測されている。
　75歳以上の後期高齢者の急増は、医療需要が量的に
増加するだけでなく、疾病構造も変化し、求められる医
療もそれに合わせた形で変化する。その中で、医療資
源を有効に活用し、より質の高い医療提供体制を実現
するため、医療機能の分化・連携の更なる推進が必要
である。
　また、生活支援ニーズの増加や多様化なども相まっ
て、医療・介護のより一層の連携が求められていること
から、在宅等の住み慣れた地域の中で暮らし続けられ
る体制を目指す地域包括ケアシステムの構築が不可欠
である。
　さらに、高齢化と同時並行で少子化が進んでいるが、
社会状況や経済状況の変化などにより、児童虐待や子
どもの貧困など、厳しい環境に置かれた子どもが増加
している。都市化や核家族化の進展によって地域での
住民同士のつながり、地域コミュニティが希薄になった
ことで、地域の子どもが大人と関わる機会が少なくなっ
ている。
　子どもの健全な成長・発達を促すには、地域との関わ
りや見守り体制の充実が重要であることから、地域包
括ケアシステムの構築に向けた取り組みは、子ども・子
育て支援のあり方においても、今後、基盤として位置づ

けられるべきものであり、子育てしやすい地域づくりを
進めることが、少子化対策としても重要と考えられる。
　今後、高齢者世帯が一人暮らしや夫婦のみとなるこ
とが普通になる中で、川崎市という大都市を舞台とし
た、団塊の世代が後期高齢期に差しかかる2025年。こ
の正念場に向けて、川崎市においては、「川崎らしい都
市型の地域包括ケアシステムの構築による誰もが住み
慣れた地域や自らが望む場で安心して暮らし続けるこ
とができる地域の実現」を目指している（図1）。

2  地域包括ケアシステム構築に向けて

（１）地域包括ケアシステムとは
　地域包括ケアシステムは、法律上においては、「地域
の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地
域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこ
とができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自
立した日常生活の支援が包括的に確保される体制であ
る。」とされている（医療介護総合確保促進法第2条）。

（２）川崎市における人口動態などの特徴
　川崎市においては、平成29（2017）年10月１日時点で

図1　川崎市将来推計人口
出典：総務省「国勢調査」

（単位：千人）

地域包括ケアシステムの
構築に向けた取り組み

本市の政策展開から ● 地域包括ケアシステム

健康福祉局地域包括ケア推進室 担当係長　横山  季央
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高齢者人口が約30.2万人を超え、市の人口の約5人に１
人が高齢者となっている。
　今後、平成31年度には、後期高齢者の数が前期高齢
者の数を上回り、平成32年度中には、高齢者人口が32
万人を超え、高齢化率は21％に達する見込みである。
本市においても本格的な「超高齢社会」が到来する。
　また、障害児・者数の推移においても障害者自立支援
法が施行された平成18（2006）年4月1日現在で133万人
だったが、平成29（2017）年4月1日までの各障害者手帳
所持者数の推移を見ると、身体障害者では32.9％、知的
障害者では73.2％、精神障害者では157.2％と伸びてお
り、いずれも人口増加率を大きく上回っている。
　こうした本市においても社会環境が変化する一方、
特徴的な取り組みも進められ、例えば、地域で活動を
しているボランティア団体が多いことや、高い技術力
を持つ産業・研究機関など、多様な社会資源を有してお
り、さまざまな資源を基盤としたケアを行うことが可能
と考えられる。さらに、狭い市域の中にあっても、性格
が大きく異なる、多様な地域と住民によって構成され
た都市であり、言い換えると、多様な地域と住民によっ
て構成されるコンパクトな都市といえる。

（３）地域包括ケア推進室の設置
　こうした現状認識から、平成26年度に、まず、地域包
括ケアシステムの構築に向けた取り組みを推進するた
め、健康福祉局内の高齢者部門にあった地域包括ケア
推進担当（課担当）を独立させ、地域包括ケア推進室（部
相当）を設置した。この地域包括ケア推進室は、さらな
る少子高齢化の進展を見据え、住み慣れた地域で安心
して暮らせる川崎の実現に向けて、予防医療や介護予
防の充実、地域の医療資源との連携の強化、安心して
介護サービスが利用できる仕組みづくりなどを総合的
に取り組んでいくため、これらを一体的・連続的に推進
する体制構築を図ることとなった。

3  地域包括ケアシステム推進ビジョン
の策定

（１）推進ビジョンの特徴
　一般的に、地域包括ケアシステムの射程としては、
超高齢社会を見据えた高齢者を一義的な対象として想
定しているが、誰もが個人として年齢を重ねながら「生
活」を続けていくことや、地域においては、子どもから

高齢者まで多様な住民が生活していることから、住民
一人ひとりが「個人の生活の質」を高めていくとともに、
住民同士も互いに支え合う関係であるという認識を共
有しながら、「地域づくり」を進めていくことが必要不可
欠である。こうしたことから、推進ビジョンでは、高齢
者をはじめ、障害者や子ども、子育て中の親などに加え、
現時点で他者からのケアを必要としない方々を含めた

「全ての地域住民」を対象とした。
　次に、推進ビジョンと関連計画との関係性について
は、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画をはじめ、
関連する個別計画の上位概念としての性格を付与し、
川崎市としての基本的な考え方とすることとした。そ
のため、関連計画におい
ては、推進ビジョンでまと
めた内容を、より具体的な
目標・取組方針・施策とし
て定めるとともに、その達
成に必要な資源・体制・手
法等と合せて明確化・具
体化することを目指して
いる。また、行政内の各
部署や医療・福祉関係機
関においては、各々が担う
べき役割を認識し、具体的な行動につなげていくとと
もに、町内会・自治会などの地縁組織、地域・ボランティ
ア団体、住民など、地域を支えるその他の主体におい
ても、考え方を共有しながら、取り組みを推進していく
ことを目指している。

（２）推進ビジョンの構成
　「川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築
に向けて、誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安
心して暮らし続けることができる地域の実現」を基本
理念に掲げ、この理念を達成するため、5つの基本的な
視点を設定した。取り組みの推進にあたっては、ロー
ドマップを示しており、まず、平成30（2018）年3月末ま
でを「第1段階」として土台作りの期間、2025年問題への
対応ということから、平成37（2025）年までを「第2段階」
としてシステム構築期、それ以降を「第3段階」として時
代や社会状況の変化に応じて、常に進化した取り組み
を推進することとしている。
　行政としては、基本的な5つの視点に沿って、既存の
事業を効率・効果的に推進するとともに、まず、地域マ

地域包括ケアシステム
推進ビジョン
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ネジメントを基本にして、市民に最も身近な区役所の
体制構築に向けた検討を進めた（図2）。

　また、推進ビジョンの5つの視点を支える方法として、
「自助」「互助」「共助」「公助」の概念が示されている。「自
助」とは、「自分のことを自分でする」という以外に、ス
ポーツジムなど自費で一般的な市場サービスを購入す
るという方法も含まれている。「互助」は互いに支え合う
という意味で「共助」と共通点があるが、費用負担が制
度的に位置づけられていない自発的なもので、地域の
住民やボランティアという形で支援の提供者の物心両
面からの支援が多いとされる。さらに、「共助」は介護
保険や医療保険にみられるリスクを共有する仲間（被保
険者）の負担、「公助」は公（税）による負担である（図3）。

4  地域みまもり支援センターの設置

　平成28（2016）年4月に区役所の組織を再編して「地域
みまもり支援センター」を設置し、住民に身近な区役所
に求められる機能として「総合調整機能」「専門支援機
能」「地域支援機能」を整備し、地域包括ケアシステムの
構築に向けて「個別支援の強化」と「地域力の向上」を図
り、誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して
暮らし続けることができる地域の実現をマネジメント
する取り組みを進めている。

（１）総合調整機能
　区役所が地域マネジメントを行うにあたり、専門的
支援機能や地域支援機能との連携を図るとともに、地
域包括ケアシステムを推進していくための総合的な調
整を行うための機能である。

（２）専門的支援機能
　高齢者や障害者、児童、ひとり親、生活困窮者・生活
保護受給者など、保健・医療・福祉等における専門的な
支援を必要とする個別的なニーズに対して、法制度等
に基づく対応を的確に図るため、「自助・互助・共助・公助」
のうち、主に医療保険・介護保険などの共助や、セーフ
ティネットや行政処分などの公助に関わる機能である。

（３）地域支援機能
　「自助・互助・共助・公助」のうち、主に、自助・互助を促
進し、地域課題解決のコーディネートを図るため、これ
までの保健師業務を業務分担制から一定の範囲（エリ
ア）を担当する地区担当制に変更し、職員が地域内の多
様な主体と協働しながら、地域コミュニティの再構築
を含め、地域と顔の見える関係の構築と「地域づくり」
の更なる充実を支援する機能である（図4）。

5  システム構築に向けた推進体制

　地域包括ケアシステムの構築に向けて、全市統一・
横断的な取り組みや、地域実情に応じた取り組みにつ
いて、地域マネジメントを実施するために、市長を本部
長とし副市長、全局・区長で構成する「地域包括ケアシ
ステム推進本部」を設置し、取り組みの推進を図ってい
る。また、保健・医療・福祉関係者、地域団体、民間事

行政としては、基本的な５つの視点に沿って、既存の

事業を効率・効果的に推進するとともに、まず、地域マ

ネジメントに特化して、市民に最も身近な区役所の体制

構築に向けた検討を進めた。	
 

	
 

	
 

 
また、推進ビジョンの５つの視点を支える方法として、

「自助」「互助」「共助」「公助」の概念が示されている。

「自助」とは、「自分のことを自分でする」という以外に、

スポーツジムなど自費で一般的な市場サービスを購入す

るという方法も含まれている。「互助」は互いに支え合う

という意味で「共助」と共通点があるが、費用負担が制

度的に位置づけられていない自発的なもので、地域の住

民やボランティアという形で支援の提供者の物心両面か

らの支援が多いとされる。さらに、「共助」は介護保険や

医療保険にみられるリスクを共有する仲間（被保険者）

の負担、「公助」は公（税）による負担である。 
 
４	
 地域みまもり支援センターの設置	
 

	
 平成28（2016）年4月に区役所の組織を再編して「地

域みまもり支援センター」を設置し、住民に身近な区役

所に求められる機能として「総合調整機能」「専門支援機

能」「地域支援機能」を整備し、地域包括ケアシステムの

構築に向けて「個別支援の強化」と「地域力の向上」を

図り、誰もが住み慣れた地域や自らが望む場で安心して

暮らし続けることができる地域の実現をマネジメントの

取組を進めている。	
 

	
 

（１）総合調整機能	
 

	
 区役所が地域マネジメントを行うにあたり、専門的支

援機能や地域支援機能との連携を図るとともに、地域包

括ケアを推進していくための総合的な調整を行うための

機能である。	
 

	
 

	
 

	
 

（２）専門的支援機能	
 

	
 高齢者や障害者、児童、ひとり親、生活困窮者・生活

保護受給者など、保健医療福祉における専門的な支援を

必要とする個別的なニーズに対して、法制度等に基づく

対応を的確に図るため、「自助・互助・共助・公助」のう

ち、主に医療保険・介護保険などの共助や、行政処分な

どの公助に関わる機能である。	
 

	
 

（３）地域支援機能	
 

	
 「自助・互助・共助・公助」のうち、主に、自助・互

助を促進し、地域課題解決のコーディネートを図るため、

これまでの業務分担制から一定の範囲（エリア）を担当

する地区担当制に変更し、職員が地域内の多様な主体と

協働しながら、地域コミュニティの再構築を含め、地域

と顔の見える関係の構築と「地域づくり」の更なる充実

を支援する。	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

	
 

５	
 システム構築に向けた推進体制	
 

	
 地域包括ケアシステムの構築に向けて、全市統一・横

断的な検討が必要な事項と、地域実情に応じた検討が必

要な事項について、全市における地域マネジメントを実

施するために、市長を本部長とし副市長、全局・区長で

構成する「地域包括ケアシステム推進本部」を設置し、

取組の推進を図っている。また、保健・医療・福祉関係

者、地域団体、民間事業者など、それぞれの役割・立場

からの主体的な取組を報告・共有するなど、自由に検討・

協議するための「地域包括ケアシステム連絡協議会」を

設置し、顔の見える関係の構築に取り組んでいる。	
 

	
 

	
 

 

保健福祉センター	
 

	
 
地域みまもり支援センター 

 地域ケア推進担当 
管理運営担当 

 
企画調整担当 

 地域支援担当 

地区支援担当 

 
地域サポート担当 

 

児童家庭課 

高齢・障害課 

児童家庭サービス係 

 
区待機児童対策 

 

保育所等・地域連携 

学校・地域連携 

高齢者支援係 

 
介護認定給付係 

 
障害者支援係 

 保護課 

衛生課 

図2　推進ビジョンの5つの視点

図3　推進ビジョンの5つの視点支える概念

図4　保健福祉センターのしくみ
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業者など、それぞれの役割・立場からの主体的な取り組
みを報告・共有するなど、自由に検討・協議するための

「地域包括ケアシステム連絡協議会」を設置し、顔の見
える関係の構築に取り組んでいる（図5）。

6  広報戦略

（１）ポータルサイトの開設
　ポータルサイトは、川崎市の地域包括ケアシステム
に関するさまざまな情報を広く発信することで、市民、
事業者、関係機関・団体等の皆さまに、川崎市が目指す
地域包括ケアシステムを分かりやすく理解していただ
くことを目的にしている。また、本ポータルサイトは、
推進ビジョンの基本理念の実現に向け、市内で取り組
まれているさまざまな活動を普及するとともに、普段の
生活の中で誰もが行っているような地域包括ケアシス
テムに資する取り組みを紹介するなど、それぞれの役
割に応じた取り組みを広げていくためのツールの一つ
としている。

（２）マンガで伝える地域包括ケアの掲載
　地域包括ケアシステムを進めていくためには、住民
をはじめ、事業者や町内会･自治会･ボランティア団体･
行政などが協力連携していくことが必要である。
　難しいことや大変なことではなく、日常生活の中で、
できることから地域包括ケアシステムの理念を意識し
ていくことが大切なことから、本市では、より身近でよ
り分かりやすいストーリーをマンガにして定期的に掲

載している。

7  おわりに

　これまで川崎市における地域包括ケアシステム構築
に向けた取り組みについて概観してきた。地域包括ケ
アシステムの構築は、市民の安全・安心が確保された持
続可能な地域社会の実現をめざして、これまでも市民
の皆さんと育んできた「地域づくり」そのものであると
考える。こうした地域包括ケアシステム構築の取り組
みは、医療・介護施策分野からはじめられたが、住宅施
策・都市計画分野や、教育分野、経済分野、コミュニティ
施策分野などあらゆる行政施策との連携がますます重
要となるものと思われる。
　こうした分野横断的な取り組みに加え、私たち一人
ひとりができることは、自分自身の生活を振り返って、
我が事として考えていくことが重要である。具体的に
何に取り組めばいいのかわからないという声を聴くが、
まずは難しく考えるのではなく、生きがいと健康を意識
した生活を送ることから始まり、周りをちょっと気にか
けて、自分がしてほしいと思うことや隣近所だからでき
ることを考えたり、行動したりすることも一つである。
　参加と活動は、支えるといった視点に加え、自分自身
の生きがいと健康維持に役立つと言われる。生活して
いく中で、自分自身のこと、親のこと、子どものことなど、
現在の状況から数年後、数十年後の未来を見据えて取
り組んでいくことが地域包括ケアシステムである。誰
もが可能な限り住み慣れた地域や自らが望む場で安心
して暮らし続けることができる地域社会の実現に向け
て、さらなる取り組みを推進していきたい。
　まずは、私たち自身が「目指すべき地域」を具体的に
イメージし、それを実現するための意識改革が必要で
ある。

図5　地域包括ケアシステム構築の推進体制

ポータルサイトのヘッダー

「マンガで伝える地域包括ケアシステム」の一部
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1  はじめに

　平成25（2013）年に福田市長が就任され、マニフェス
ト（政策）の一つとして取り組みをスタートさせたかわ
さき健幸福寿プロジェクト（以下「プロジェクト」とい
う。）が平成26（2014）年から2か年のモデル事業を経て
平成28（2016）年7月、本実施に至った。介護サービス利
用者の要介護度が改善すると介護サービス事業所の収
入となる介護報酬が減少するという「介護報酬構造上
のジレンマ」の打破を目指し、いつまでも「健やか」で「幸
せ」な生活を営んでいただくことを目指し名付けられた
本プロジェクトは、今では市内数百の介護サービス事
業所および介護サービス利用者に参加をいただき、「た
とえ介護が必要になったとしても皆様の「したい」「やり
たい」をあきらめないでほしい」という願いを込め、他都
市に先駆けた事業展開を進めている。
　昨年7月に第2期目を迎えた本プロジェクトの進捗や、

事業遂行過程で直面している課題点、そして現在進行
している国の介護報酬体系の改定と本プロジェクトの
関係性等につき、順を追って説明をする。
　さて、本論に入る前に本プロジェクトの概要につい
て簡単に触れておきたい。

2  プロジェクトの概要について

（１）制度内容について
　はじめに、事業の基本的な概念についてだが、高齢
者の「自立支援」に向け、質の高いケアを提供した介護
サービス事業所を評価するものである。
　参加はサービス種別を問わず、市内全ての介護サー
ビス事業所が可能である。評価の指標となるものは、
要介護度の改善・維持と日常生活動作（ADL）等の18項
目の改善の2つであり、これら指標となる要素について、
プロジェクト取り組み開始時と終了時の2時点間の数値

図1　要介護度、日常生活動作（ADL）の構造について（概念図）
　「できない」項目が「できる」ことにより減った選択肢の数値分、ADLが改善したとして評価する。

かわさき健幸福寿プロジェクト
（要介護度等の改善・維持）の取り組み
～質の高い介護サービスへの評価が
　介護保険制度に反映されることを目指して～

本市の政策展開から ● 地域包括ケアシステム

健康福祉局高齢者事業推進課 課長補佐　丹野  睦
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の変動を評価する、シンプルなアウトカム評価を採用
している（図1）。
　質の高いサービスを提供した事業所にはインセン
ティブを付与し、より意欲的な取り組みを継続して行っ
てもらうようにしている。また、このような事業所の取
り組みにより、介護サービス利用者は心身機能の改善
や自らの希望（自分の足で歩く等）を成就し、自らの意
欲向上につなげ、自らの力で毎日の生活を送ることの
できるよう、自立支援を支える仕組みを目指すものとし
ている。
　このように、本プロジェクトは、取り組みを通じて事
業所および利用者の意識醸成や行動変容を目指すこと
を目的しているものである。

（２）自立支援
　介護保険法第2条には、「介護保険給付の内容及び水
準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、
可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ
自立した日常生活を営むことができるよう配慮されな
ければならない。」ことが明記されている。
　本プロジェクトでは、介護サービス事業所が、単な
る身の回りの世話や、要介護者が自らすることのできる
行為を代わって行う等の、いわば「してあげる」を推進・
評価するものではなく、自らの意思に基づき（尊厳の保
持）、自らができることを一つでも増やし、自らが望む
生活を営んでもらえるよう、下支えをおこなっていくと
いうスタンスを持ってもらうことを基本としている。こ
の「自立支援介護」を前提とした事業所のサービス提供
を評価していくことこそ、本プロジェクトが目指す「健
幸」につながるものと考えている。

（３）他・多職種協働のチームケア
　もう一つ、本プロジェクトの特徴として「チームケア」
に触れておきたい。在宅で介護サービスを利用されて
いる方は、ケアマネジャーを通じ、リハビリや福祉用具
の利用など、必要なサービスを受けることになる。これ
らサービスを提供する複数の事業所がチームとなって
一人の利用者を支え、目標に向かってさまざまな取り
組みを行うことで、創意工夫や相乗効果が見られ、本
プロジェクトの目指す質の高いケアの成就につながる
ものと考えている。
　また、特別養護老人ホームなどにおいても、入居者
は介護職員、看護職員、理学療法士、栄養士など、施設

内のさまざまな職種の職員の連携により支えられてい
ることから、これを「チームケア」と捉え、在宅サービス
と同様に評価をしていくものとしている（図2）。

3  プロジェクトの本実施

（１）第1期プロジェクトの成果と課題
　本プロジェクトの第1期は平成28（2016）年7月から平
成29（2017）年6月までの1年間、246事業所から総勢214
名の参加を得て行われた。取り組みの結果、要介護度
を改善された方が34名（15.9%）、その他、要介護度を一
定期間以上維持された方が105名（49.1%）おり、参加利
用者全体の65%が取り組みの成果として要介護度の改
善あるいは維持を達成された。
　また、第1期終了後に実施した事業所および利用者
へのアンケート調査を通じて確認できた課題点は、事
業所による、利用者への取り組みへの参加の促しなど
の負担感のほか、利用者においては、今後も継続して
取り組みに参加したいかどうかを尋ねた設問に対し、
前向きな回答が3割程度しか得られない状況であった。
このような状況から、今後においては、取組趣旨の説
明や取り組みへの積極的な参加、取組継続の大切さを
発信していくなど、本プロジェクトのさらなる普及啓発
が重要であることが把握できた。

（２）インセンティブの内容
　ここで、本プロジェクトに参加した利用者および事
業所に対するインセンティブの内容を紹介したい。
　本プロジェクトに参加し、要介護度が改善または日
常生活動作（ADL）が5ポイント以上改善する成果をあ
げた事業所には報奨金（1事業所あたり5万円）をインセ
ンティブとして付与した。その他、本プロジェクトに参
加し、自立支援を念頭においた取り組みを積極的に進
めた証として成果の度合いに応じた認証シール（金色・

図2　チームケアの概念図
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銀色・銅色）を進呈した。本市が推進する本プロジェク
トに積極的に参加され、自立支援に配慮した質の高い
サービスを提供することを目指している事業所である
ことをアピールしてもらう意図である。
　また、利用者に対しては、コミュニケーションツール
としての活用や、取り組み継続への意識醸成に役立て
てもらえればとの願いを込め、キーホルダー（太陽の
ロゴマーク）および参加の証（あかし）カードを作成し、
参加者全員に進呈した。

（３）第1期プロジェクト表彰式の開催
　平成29（2017）年8月には、福田市長が出席のもと、第
1期の取り組みの中で要介護度が改善するなど顕著な
成果をあげた利用者および事業所に対する表彰式を開
催した。利用者においては、本プロジェクトに参加し
日々のリハビリ等、自立に向けた取り組みにより成果を
あげ、当日は自らの足で登壇され、自信に満ち溢れた笑
顔が拝見できたことは、数値以上の効果があったもの
と手応えを感じたところである。

（４）第2期プロジェクトの進捗
　第2期プロジェクトは第1期が終了し間を置かず、平
成29（2017）年7月から開始した。事前に参加事業所を
募るための説明会等の場を設けたものの、当初、参加
が伸び悩み、市内の全介護サービス事業所が出席する

集団指導講習会での説明や、第1期プロジェクト時に比
較的参加が少なかった有料老人ホーム等を中心に事業
所への個別訪問を行い、懇切丁寧に本プロジェクトの
取り組み趣旨等の説明を行うなど積極的な参加を促し
た。説明を重ねていくと、決して取り組みそのものに
対する拒否感があるわけではなく、誤解や当方の周知
不足といった側面を感じた。
　このような地道な努力が実を結んだのか、平成29

（2017）年の夏頃にもなると一気に参加事業所は増え、
結果として336事業所、516名の参加と、目標値を大きく
上回る参加を得ることができた。

4  プロジェクトを取り巻く
外部環境

（１）他都市との連携
　要介護度を改善すればするほど、事業所、とりわけ
経営的視点からは介護報酬が減少するというジレンマ
を抱えながらも、本市は本プロジェクトを推進してき
た。しかしながら、1自治体がどんなに奮闘をしても限
界はある。平成27（2015）年、岡山市の提案により「介護
サービス質の評価先行自治体協議会」が設置され、本
市も積極的に参画をした。ほかに品川区や名古屋市な
ど全7自治体が、「利用者の状態の改善に積極的に取り
組んでいる介護サービス事業所を評価する仕組みづく
りを行い、平成30年度の介護報酬改定に向け、持続可
能な皆保険制度への政策提言を行う。」ことを目的とし、
議論を重ねてきた（図3）。

　最近の動きとしては、平成28（2016）年12月、厚生労
働副大臣に対し、「介護サービス質の評価に向けた提
言」を、平成29（2017）年9月には厚生労働事務次官、厚
生労働省医務技監および老健局長に対し「介護報酬へ
のアウトカム評価導入についての要望」を行い、介護保
険制度への反映の実現を目指している。

（２）国の動向
　国においては、10数年前から介護サービスの質の評
価について課題意識を持ち、調査研究を重ねてきてい
る。また、平成28（2016）年5月に本市が独自に要望を行っ

認証シール（左）とキーホルダー

図3　先行自治体協議会構成メンバー

第1期プロジェクト表彰式の様子

●岡山市 ●品川区 ●江戸川区 ●名古屋市

●福井県 ●滋賀県 ●川崎市
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た後の11月の未来投資会議を皮切りに、「未来投資戦
略2017」、「経済財政運営と改革の基本方針2017」、そし
て、「社会保障審議会介護給付費分科会」における議論
が重ねられ、介護サービスの質の評価・自立支援に向
けた介護サービス事業所へのインセンティブ付与につ
いて、平成30年度の介護報酬改定で対応することとさ
れた。また、併せて、事業所のサービス提供によって
要介護度等が改善するなど、「自立支援」に向けた科学
的介護の実現に向けた分析も進められているところで
ある。
　先の「介護サービス質の評価先行自治体協議会」によ
る厚生労働省への要望行動の際、厚生労働事務次官か
らは、アウトカム評価を前提とするも、プロセスおよび
ストラクチャーを組み合せた評価を行う仕組みが必要
との発言もあり、今後も引き続き注視していく（図4）。
 

5  おわりに

　第1期プロジェクトに参加した事業所を対象にアン
ケートを実施し、参加によるプラス面の効果の有無に
ついて問うと、約83％の事業所で効果ありとの回答を
得ることができた。介護に携わる職員が要介護状態の
改善等を意識したケアを提供するようになったこと、

チームケアの大切さを改めて実感できたこと、ケア内
容に幅が出て仕事へのモチベーションが向上したなど
が主な効果として寄せられた。これらは、何よりも利
用者の「したい」「やりたい」を実現させてあげたいとい
う強い思いを持ち、それに向け積極的に取り組みを進
めた介護に携わる方々の頑張りの賜物である。
　このように、本プロジェクトに参加された事業所の思
いは共通して、利用者とその御家族の幸せを願うもの
である。いつまでも「健やか」で「幸せ」な生活を営んで
いただくことは我々市の職員にとっても大変幸せなこ
とであることは言うまでもない。本市では、「川崎市地
域包括ケアシステム推進ビジョン」に基づき、川崎らし
い都市型の地域包括ケアシステムの構築による誰もが
住み慣れた地域や本人が望む場で安心して暮らし続け
ることができる地域の実現に向け、「地域包括ケアシス
テム」の普及啓発に注力している。本プロジェクトの取
り組みを進めていく中で、改めて「意識の醸成」を図って
いくことの難しさ、そして大切さを実感できたこともプ
ラスと捉え、今後のさまざまな施策展開においても活
かしていきたいと思っている。本プロジェクトに関して
は、今後も国の動向に注視しつつ、自立支援、重度化防
止に対する意識醸成に向け、今しばらくはプロジェクト
を展開していく必要性を強く感じているところである。

図4　介護サービスの評価の視点について

介護サービス質の評価の視点

①ストラクチャー（構造） 設備および組織がどれだけしっかりしているか

②プロセス（経過） サービス提供のプロセスが利用者にとって望ましいものであるか

③アウトカム（評価） 提供されたサービスが利用者の状態像の改善にどの程度成果があるか
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1  はじめに

　平成28（2016）年4月に各区役所に新たに設置された
地域みまもり支援センター（以下「みまもりC」という。）
では、各区の地域特性に応じた地域包括ケアシステム

（以下「地ケア」という。）の構築を目指している。平成30
（2018）年3月末までは「第1段階：土台作りの期間」となっ
ており、この間、地ケアの重要な構成要素である「自助・
互助・共助・公助」のうち、区役所のみまもりCが中心と
なって主体的に取り組む役割として「自助」「互助」の取
り組みの推進であるとの認識の下、まずは地域住民の
地ケアに対する理解を深めるための広報の充実や、地
域資源等の洗い出し、地域住民による地域課題の解決
等を目的とした地域づくり等を行っている。
　幸区の地ケア構築に向けた取り組みについては、大
きな特徴として2点挙げられる。
　1点目は、内部的な取り組みとして、区の地ケア構築
に向けてオール区役所で取り組む体制を構築したこと
である。2点目は地域に向けた取り組みとして、みまも
りCの地域ケア推進担当及び地域支援担当と高齢・障
害課の3課で実施している「幸区ご近所支え愛モデル事
業（以下「支え愛事業」という。）」である。

2  オール区役所で取り組む体制づくり

　まず、地ケアに関する区役所内部の意思決定を行う
ために、平成28（2016）年4月6日に、区長をトップとし、
部長級職員と総務課長・企画課長による幸区地域包括
ケアシステム推進本部会議（隔月1回程度）、及び、課長
級職員によるプロジェクト会議（月1回程度）を立ち上
げた（図1）。

　この2つの会議において、区役所各課の所管する地
ケアに関連する事業・取り組み・会議体をまとめ、進捗
状況や課題等も共有されている。28年度は、区長を講
師とした地ケアに関する職員研修の開催や、啓発DVD
の制作、地区カルテの構成項目等、29年度は、全課職員
を対象とした地区別担当者会議の開催や、第5期幸区
地域福祉計画の策定、子ども・子育て向け広報の実施、
地区カルテの作成等が決定されている。この体制の構
築により、幸区では、課の垣根を越えて数々のプロジェ
クトが迅速に決定され、実施されている。以下に具体
例を挙げる。

（１）地区カルテの作成
　幸区においては、各課が個別に把握する地域情報や
地域課題のうち区役所内で共有すべき情報を地区カル
テに一本化し、①区役所における職員間の情報共有、
②地域の把握・分析を目的として、企画課が中心となっ
て作成している。28年度は掲載項目の検討と、専用の
共有フォルダの設置、各課からの情報収集、29年度は
全町内会・自治会（以下「町会」という。）分の作成と対外
的に公表するための地域支え愛情報マップの作成を
行っている。幸区における地区カルテは、保健福祉分

図1　幸区における地域包括ケアシステム推進体制

幸区における
地域包括ケアシステム構築に
向けた取り組み

本市の政策展開から ● 地域包括ケアシステム

幸区役所地域みまもり支援センター地域ケア推進担当 課長補佐　野村  有紀子
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野の領域を超えた地域の特徴や課題を区役所職員が
把握した上で地域づくりに取り組むためのツールとし
て始めたもので、今後検討が本格化されるコミュニティ
施策の議論を行う上でも活用できると考えている。

（２）区民向け地ケア啓発DVDの制作
　地域住民による自助・互助の推進には、前提として

「自助・互助・共助・公助」の理解が必要である。DVDで
は、自助・互助の取り組みとして、実際の区民の活動を
紹介することで、日頃の活動こそが、地ケアの取り組み
であると理解いただくことを目指したため、早朝から
休日含め地域のさまざまな活動を取材した。7月の制
作決定から10月の区民祭開催までの2か月半での完成
に向けて、地域への協力依頼や実際の取材、出演者、
ナレーション、焼き増し、放映機材確保等、さまざまな
部署の職員の協力を得て、文字通りオール区役所での
制作となった。おかげさまで、区民からの評判も良く、
YouTubeで視聴可能としている他、今年度も講演会等
で上映し、啓発に役立っている。

（３）地区別担当者会議の開催
　地区別担当者会議は、区役所全課の職員を対象とし
た意識の啓発と、職員間における地域情報の共有及び
地域課題の把握、意見交換の機会とすることを目的と
して、8つの民協地区ごとに2回開催している。地区支
援担当係長及び地区担当の保健師と、高齢・障害課高
齢者支援係長がファシリテーターとして、地区ごとに
ワークショップ形式にて行っている。1回目では、区民
等から把握した地域課題をテーマに、解決に向けたア
イデア出し等を行った。2回目では、1回目のアイデアの
中から具体的に実行に移すための方策を話し合い、ま
た地区カルテを用いて各課の所管する地域情報や課題
の共有等を行った。
　当会議は、総務課、地域ケア推進、地域支援、高齢・

障害課が連携し、試行錯誤しながらその内容や形を進
化させており、今後、この会議の中で地域課題解決に
向けたアイデアが具現化する成功事例を一つでも二つ
でも積み上げていきたいと考えている。

（４）子ども・子育て世代向け広報
　市の地ケアでは、全ての地域住民を対象としていな
がら、20代から40代までの子育て世代の地ケアに対す
る理解度が、他の年代に比べて圧倒的に低いことが区
民アンケートより判明した。そこで、主に小学生向け
に地ケアをわかりやすく説明したリーフレットを学校・
地域連携担当とともに作成し、また、子どもや子育て世
代が集まる区のイベントを活用して、子どもたち自身に
自助・互助の取り組みを考えてもらうためのクイズを行
い、参加者にはリーフレットを印刷した下敷きを景品と

DVDの1シーン

子ども向け地ケアリーフレット

ワークショップ形式の地区別担当者会議
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して配った。その際に、同伴した保護者向けにもアン
ケートを行う等、これまで子ども約1,000人、大人約300
人に対して周知を行うことができた。

3  幸区ご近所支え愛モデル事業

　幸区において区民を巻き込んで展開している支え愛
事業について、まずは地域の特徴を説明したい。

（１）幸区の特徴
　区全体の高齢化率は平成29（2017）年6月現在、21.5％
で、町丁ごとに見ると、50％を超える地区もある。一方
で、大規模マンションへの子育て世代の転入等により、
15歳未満人口比率が30％を超える地区もあり、エリア
で異なった様相となっている（図2）。

　幸区は地域の繋がりが強く、後継者等の課題はある
ものの、町会が地域コミュニティの中核をなしている。
当区の町会の加入率は平成29（2017）年4月1日現在
68.5%で、市内で最も加入率が高く、地域福祉の担い
手である民生委員児童委員活動や老人クラブの友愛
チームによる地域のみまもり活動も盛んである。
　これらの特徴を踏まえ、幸区における地域づくりは、
当区の強みである地縁組織を主体に自助・互助の推進
を柱にした取り組みが支え愛事業である。

（２）ご近所支え愛モデル事業推進会議と部会
　支え愛事業は、町会を実施単位として部会を立ち上
げ、町会役員や民生委員、老人クラブ会員、地域包括
支援センター及び区社会福祉協議会の職員がメンバー
として入っている。区役所からは、管理職、地区担当
保健師、高齢・障害課の職員が出席し、部会のコーディ
ネートを行っている。

①部会では、二つの柱として「身近な地域課題」の把握
や地域でできる対応策の検討、「支援を必要とする
方」の把握や支援策の検討を行っている。

②地域課題は、保健福祉分野にとどまらず、交通マナー
や環境美化、地域コミュニティ活動等の広範囲で把
握しており、その課題について、まずは地域での解
決を目指すスキームとなっている。その上で行政が
対応すべき課題は、地域支援担当から区役所内外の
担当課に伝え、その回答を部会にフィードバックし
ている。

③地域が考える「支援を必要とする方」、つまり、地域
で「気になる」人については、部会員の日頃の情報網
の中で、例えば介護保険制度等の支援者がいない方
を対象として、声かけや地域行事へのお誘い等の支
援計画を立て、みまもり活動を実践している。

④初年度は3地区から開始し、現在16か所にて取り組み
を展開している（図3）。平成30年度には24の町会が
実施予定となっている。

⑤各部会からの実施状況の報告や情報共有等を行い、
また、支え愛事業の方針等を検討するために、ご近
所支え愛モデル事業推進会議を開催している。また、
支え愛事業を通じて地ケアの周知啓発を担う講演
会、支え愛事業の担い手の育成を目的とした実践講
座も開催している。

（３）ご近所支え愛モデル事業の効果と手応え
　事業開始当初は、地域においても職員の内部でも若
干の「負担感」を感じる向きが強かったように感じてい
る。実際、地区担当保健師は、一方で、母子保健領域
での虐待対応等個別支援にも追われる中で、地域に出
て地域づくりを行う必要があり、その負担感は相当な
ものと想像できる。

図2　幸区の65歳以上・15歳未満の人口比率
（平成29（2017）年6月現在）

図3　平成29年度幸区ご近所支え愛モデル事業　実施部会

●65歳以上人口比率
　（上位5町丁）

町丁名 割合 地区
1 河原町 53.8% 御幸

2 東古市場 30.2% 御幸

3 古市場
2丁目 29.1% 御幸

4 小倉 28.8% 日吉

5 古市場
1丁目 28.2% 御幸

（幸区平均） 21.5%

（全市平均） 19.5%

●15歳未満人口比率
　（上位5町丁）

町丁名 割合 地区
1 新川崎 30.7% 日吉

2 新小倉 22.4% 日吉

3 神明町
1丁目 20.7% 御幸

4 遠藤町 19.7% 御幸

5 戸手本町
2丁目 19.7% 御幸

（幸区平均） 13.5%

（全市平均） 13.1%
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　しかしながら、この支え愛事業を進めるうちに、極
めて合理的・効率的なシステムであることがわかってき
た。なぜなら、個別に地域に出向かなくとも、部会に行
けば、そこには地域のキーマンが勢ぞろいしており、顔
の見える関係が構築できる上、地域の情報が集まって
いるのである。
　さらには、支援を必要とする方々が重篤な状態に
なる前に察知し、早い段階で地域包括支援センター

（以下「包括C」という。）等の専門職につなげられるの
である。
　もう一つの手応えとして、支え愛の取り組みにより町
会活動が活性化したと町会長が発言してくれるように
なった点である。次年度の新規部会を公募した際、区
からの働きかけによらず自主的に実施したいという町
会が出てくるなど、町内会連合会の中でも追い風が吹
いていると感じている。さらには、2～3年目の実施部
会では、みまもり対象を拡げる等、支え愛の取り組みを
独自に発展させたいという意見も出てきたため、平成
30年度からは発展部会として位置づけ、区と包括Cと
の連携によるバックアップ体制を検討している。

（４）今後に向けて
　現在、来年度からの本格的実施に向けて、事業課題
について対応策を検討している。加入世帯は多いもの
の、かわさき市民アンケートで町会の活動に参加する
区民の割合が20％に満たない事実もある中で、互助活
動の実施主体を町会以外にも広げていく必要があり、
この点には、来年度から検討が本格化されるコミュニ
ティ支援のあり方検討にも大きく関わってくるため、関
係する企画課や地域振興課及び生涯学習支援課も含
め一緒に考えていきたい。また、部会が増えていくこ
とは喜ばしいことであるが一方で、地区担当保健師の
マンパワーの問題もあり、地域活動支援機関との連携

により対応していく必要がある。既に、包括Cとは、推
進会議の外部委員の助言の下、頻繁に意見交換を行
い、当事業を含めた地域づくりに関する連携が強化さ
れたが、幸区においてそれが可能となったのは、高齢・
障害課が所管課として、包括Cとの連携窓口をみまも
りC地区サポート担当と共に引き受けているからに他
ならない。

4  むすびに

　みまもりCが設置されてから2年、ひたすらに走って
きた感覚がある。2040年を見据えた統計データが物
語っているとおり、今後の我が国の人口動態の変動に
よる少子高齢社会から生じるさまざまな課題は、行政
職員である以上どの部署にいても避けられない問題で
あり、だからこそ、川崎市も地ケアビジョンを上位概念
とし、全庁を挙げて地ケアの構築に取り組む必要性を
訴えていると理解している。
　個人的な意見となるが、これからの社会の行く末に
ついて、また私人として人生100年時代の中でこの先を
考えることについては、心理的な抵抗感があり、逃げ出
したくなるほどの危機感・焦燥感を覚える。それでも、
保健師・社会福祉職等の専門職と一緒に実際に地域に
入って、地域の方々と対面して話し合いをしていく中
で課題感を共有し、地域が変わっていく様を体感して
いると、「皆で力を合わせればいけるんじゃないか」と
思えるようになり、今では、むしろ答えのない壮大な社
会実験に挑戦しているような気持になっている。
　今後も、公人としても（私人としても）この問題を我
が事として捉えて、地域の皆さんと一緒に、真の意味
での「誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けら
れるまち」を目指して取り組みを行っていくことで、答
えを探していきたい。

部会の活動の様子
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1  市制記念試合で150万人都市記念を

　「今日中に帰ることができるんだろうか…」平成29
（2017）年7月29日午後10時すぎ、湿気がひどい等々力
陸上競技場の室内走路で、自身の身長の10倍の長さの
ある布のかたまりを上司と2人で広げながらぼんやり
思った。
　遡ること3か月とちょっと前の4月のとある日、川崎市
の人口が想定より早く150万人に達するらしいという話
に、シティプロモーション推進室内がにわかにざわつい
ていた。150万人都市を記念して室として何かやらな
いといけないのでは？でも何を？という状況（もしかし
て、“アレ”ができるかも）。
　前年の7月にブランドメッセージを策定して以来、市
民にどう伝えたらいいのだろうと、モヤモヤと形になら
ないアイディアを考える日々。そのひとつが、毎年7月
に行われる川崎フロンターレの市制記念試合でコレオ
グラフィーをやるというものだった。甲子園で高校球
児を応援するためにスタンドで色紙をかかげて文字に
しているアレ、と言ったほうがわかりやすいかもしれな
い。見栄えもいいし、上手くいけばメディアにも載るだ
ろう、それに参加したらきっと楽しい！とはいえ、川崎
フロンターレもサポーターも巻き込まないと実現は不
可能。当初はできたらいいな、ダメだったら引き下がろ
うという程度であった。
　室内でやってみたら、という話になったものの、さて
どうする。当初は熱いサポーターが多いゾーンの座席
1ブロックで、ブランドメッセージの単純なロゴができ
ればいい程度の考えだったが、150万人都市を祝うとな
ると文章にするしかない。早速、陸上競技場の座席図
を取り寄せ、塗り絵をはじめてみる。長い。バックスタ

ンド1階席はほぼ協力し
てもらうことになりかね
ない。それでも、お願い
は熱意を持って、提案は
大胆にすることにした。
　人口が150万人を突破
した4月24日から1週間
ちょっと経過した5月某
日、川崎フロンターレ
のホームゲームに乗り
込んだ。フロンターレからは「問題ないが、やるのはサ
ポーター」と回答があり、サポーターに会いに行こうと
やってきたのだ。その日にお会いできた応援団の代表
の方は「サポーター＝熱い人」のイメージを覆すような、
物腰の柔らかい人だった。とはいえ、我々の提案に対
しての回答は「難しい」だった。理由は等々力陸上競技
場の傾斜がゆるく、きれいな文字を描けないからとい
うことだった。
　「難しい」の回答と共に別の提案もいただいた。それ
は15ｍ四方のビッグフラッグをつくるというもの。フロ
ンターレでも20周年記念の際に制作しており、その時
と同じように協力者の写真を集めたモザイクアートに
すれば、イベント感もでていいのではと。当日は他のフ
ロンターレスタッフから
もビッグフラッグの制
作時の状況や、活用状
況などの情報を仕入れ
ることができた。しか
し、コレオグラフィーか
ビッグフラッグか、制作
のスケジュールを考慮

コレオグラフィー案

残念なコレオグラフィー

150万人都市記念
奮闘記

現場の目

総務企画局シティプロモーション推進室 室長　三瓶  清美
総務企画局シティプロモーション推進室ブランド戦略担当 主任　山岡  知恵
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すると、判断の時間はあまりない。
　実はコレオグラフィーについては、関係者の反応は
いまひとつだったものの、この日の3日前、実際に人で
はできなかったが、物干しのようなものを作って、陸
上競技場でコレオグラフィーもどきをやってみている。
結果は写真のとおり残念なものであった。結局サポー
ターから提案をもらってから4日後にはビッグフラッグ
の制作の方針を固め、市長からGOサインも出た。
　決まったらもう急ぐしかない。掲出方法や演出の相
談を進めながら、写真集めに奔走する日々。広報をし
て写真を専用のメールアドレスに送付してもらう他に、
協力してくれそうな方々のところに赴きひたすら写真
撮影だ。もちろん私と上司の二人だけでは立ち行かな
いので、室全体はもちろん、フロンターレやビッグフラッ
グ制作のノウハウがあるサポーターの協力のもと、進
めていくこととなった。

　出張撮影に協力していただいたのは25団体。意外と
皆さん恥ずかしがらずに笑顔を提供してくださった。
約1か月間の募集期間中の目標は3,000人だったが、お
かげで4,000人を超える方々の写真が集まった。
　市制記念試合当日、午前中はすごくいい天気だった。
ところが陸上競技場周辺のイベント広場「フロンパー
ク」が始まってから一時間もしないうちに曇り空から雨

模様、それも土砂降り。ここで実際にフラッグが掲出
できるのかという問題が生じたが、掲出に協力してい
ただくサポーターから、屋根のある2階席に場所を移せ
ば可能と提案があった。落ち着いて試合を見たい人が
集まる席という点も考慮いただいた上で、実行に移し
てくださった。結果は写真のとおりだ。雨でかすんで
いるものの、大きな川のロゴで150万人都市を祝うこと
ができた。
　無事に終わっても課題が残る。市長の挨拶と選手入
場のタイミングで2回掲出されたフラッグは湿気をはら
んでおり、サポーターからはカビが生えるから干す必
要があると指摘を受ける。陸上競技場の室内走路は外
と変わらないくらいの湿気だったが、直接ぬれないか
らましということで、サポーターに協力いただいて、紐
をかけられそうな場所をうまく使って、フラッグ干しを
行った。扇風機も借りて、スタッフが撤収する時まで
回してもらえるようになった。
　サポーターともお別れし、やれやれというところ、陸
上競技場のスタッフから明日も外が使えない場合、練
習場所に室内走路を確保する必要があると話が入る。
すでに残っているのは私と上司の2人だけ。せっかく干
したフラッグを畳まないといけない。ただ、サポーター
の皆さんに教えてもらった時は、7人以上で協力しなが
ら畳んだ重さ20キロもある布だ。しかも水分でさらに
重い。これを2人で？ここで冒頭の呆然としたシーンに
なるのだが、何とか日付が変わる前に陸上競技場を後
にできたのだった。
　翌週無事に天日干しができたフラッグはカビが生え
ることも無く、きれいな白さを保っている。その後はと
どろきアリーナのイベントや市民祭りで掲出されてお
り、ハロウィンの頃のフロンターレの試合では、ロゴの
色をハロウィンバージョンに変えて使ってくださった。
川崎の多くの人に関わってもらってつくったフラッグだ
からこそ、これからも川崎のことをPRできる場面で活
用していきたい。

撮影時の案内

出来上がったフラッグ

写真撮影の様子 雨の中何とか掲出
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　シティプロモーション推進室で行った150万人都市記
念イベントは他に2つあるので紹介したい。2つとも市
民参加型のなかなか面白いものに仕上がった。

（山岡 知恵）

2  花と川柳で川崎を表現

　前述のとおり、昨年の4月に人口が150万人を突破し
た。ビッグフラッグに続き、この節目、シティプロモー
ションに使わない手はないと意気込んだものの、当初の
想定よりも半年以上も早く突破したからさあ大変、「金
ない」「人ない」「プランない」の“三ない”からのスタート
となった。
　事業を進めるにあたって最初に考えたのがこの事業
の最終目標である。全国的に人口が減少する中、本市
では人口増加が続いている。川崎で暮らすことを選ん
でいただいた人たちがたくさんいること、これはとても
素晴らしいことであり、そのことを多くの方に知ってい
ただきたい。そしてこれを市民の皆さんが市内外に発
信いただくことで、新旧住民・世代を超えた市民の一体
感、シビックプライドの醸成につなげたい。これを柱に
据えることとした。さて、次はその手法である。
　本市では、2030年の158.7万人をピークに人口減に転
じると推計しており、人口増による大きな節目の年はこ
の150万人が最後と思われる。だからこそ、市民自身を
主役に据え、気軽に手軽に “川崎”に思いを巡らせ皆で
祝う設えにしたいと考えた。
　そんなとき、川崎市フラワーデザイン協議会が開催し
ている花展が出品者の励みになっているということを
耳にした。なんでも、コンテスト形式がその理由らしい。
　市内にはフラワーデザインや生け花など「花」に関す
る団体が数多くあり、それぞれの団体が単独で花展や
発表会を開催しているが、一堂に会した大きなイベン
トはあまり記憶にない。これはいけるのでは。そう、花
で川崎を表現してもらうのである。

　こうして2つ目の記念イベントが「花展」と決まった。
　このイベントで拘ったのが「広がり」である。多くの
団体に参加いただき、年齢・技術の枠を超え、これを支
えていただくのも関係団体。こうした理想を掲げスター
トしたものの、軽い気持ちで対応したのが失敗のもと。
いきなり壁に当たってしまった。室町時代に始まった
と言われ、コンテストとは無縁の生け花と1900年代に日
本でも盛んになってきたフラワーデザインとでは考え
方が違いすぎる。さらに、同じフラワーデザインでも技
法や団体の成り立ちの違いなど、これまで合同の花展
が開催されないのにはそれなりの理由があったわけで、
全ては後の祭りであった。
　そうしたこともわきまえずことを急ぎ過ぎたため、誤
解や不信が募り、時間ばかりが経過していった。そこ
で電話やメールではなく、団体の長だけでなく関係者
一人ひとりに足を運び誠心誠意、説明し協力を求めた。
こうしたなか、川崎市総合文化団体連絡会の理事長や
高津区在住で全国的に活躍をされている生け花の大家
の協力がいただけることが決まると、いままでのわだか
まりが嘘のように氷解し、関係者から前向きな意見・提
案をいただけるようになった。次に学生の参加である。
華道部がある市立・私立の学校に足を運ぶと、「発表の
機会が少ないのでぜひ参加したい」との回答をいただ
いた。しかし、ここでも問題が。花材である。日頃の
部活動でも花材が高く思うような活動ができないこと
などの課題を聞いていただけに、これは捨てておけな
い問題である。
　そこで、相談したのが市内の花卉生産者である。実
情を説明し支援を仰いだ。生産者の方々は自分たちを
頼ってくれたことに粋を感じ、全面的な協力を約束し
ていただいた。
　こうして足で紡いだ人の和で開催にこぎつけた。作
品のテーマを「川崎」とした150万人都市記念  花展～次
の100年に向けて～は、中学生の作品から前述した大家
まで130人、合わせて55の作品が展示され2日間で6,000

花展準備の様子 花展当日の様子 団体の部市長賞の作品
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人を超える方たちにご覧いただいた。参加者からはこ
れほど多くの方に見ていただけたことがなく、来年度
以降もぜひこうした機会を作っていきたい。会場となっ
たアゼリアでは、商戦が激化する中、こうした取り組み
は販促だけでなく、イメージアップにつながるので協
力していきたい。JAや生産者は、市内で花卉を栽培す
る農家があることをPRできたと、それぞれの参加者が
主役になり、つながり・広がりがあるイベントとなった。
　3つ目は川柳。川柳は、ものの本などに、制約がなく
人生の機微や世相・風俗をこっけいに、また風刺的に描
写するのが特色とされている。制約がない分、多くの
人が創りやすい反面、今の川崎を痛烈に皮肉った作品
が多く寄せられるのでは。そんな懸念もあったがそれ
ら諸々受け止めるのが、川崎の懐の深さであるとスター
トした。
　さて、こちらは徹底的な150万人都市川崎のPRに徹
することにした。特に、発信力が強い子どもたちにチ
ラシを重点的に配ることで、学校・家庭での話題作りに
力を注いだ。はじめは、子どもたちにも大人と同様の
申し込み用紙を採用することとしていたが、選者をお
願いした元校長先生から、「これでは子どもたちに伝わ
らない。子ども目線のチラシが必要」との指摘を受け、
川崎の歴史についても記載したチラシを急遽刷り直し、
国語だけでなく社会科の授業などでも川柳を創ってい
ただける工夫を行った。
　さらに、市営バス全車両へのチラシの配架や社会福
祉協議会のアドバイスをもとに、各区の老人福祉セン
ターへの協力依頼。150万人都市になったことをPRし
つつ、応募のお願いに歩いた。
　作品の目標は3,000件。この数字は市民アンケートの
サンプル数。市民が川崎市をどうとらえているのか、
市民の感覚を把握する指標になればという思いを込め
て奔走した。参加意欲を増すために、賞品をだすとい
うこともままあることだが、プリペードカード等ではな
く、市内ではこんなものも作られているんだといった
PRにつながればと、市内の名産品をプレゼントすると
いうひねりを加えた。まさに、一粒で2度おいしい作戦
である。
　応募期間が始まりインターネット応募が200件そこそ
こ。集計を委託した業者へも300件程度。反響はかな
りあるものの、なかなか数が伸びてこなかった。一方、
高齢者施設などからは、もう少し応募期間を延ばして
ほしいといった問い合わせが、業者や担当に寄せられ

た。特に、イベントで川柳をやる予定だったが、台風に
よりイベントが延期になったのでなんとかならないか
などといった市民団体からの熱い要望もあったことか
ら、慎重論があったものの、市民からの声に押されて
延長を決断した。
　最終的には約7,700人、16,400件を超える作品が寄せ
られた。ほとんどの方が、真面目に川崎に思いを寄せ
考えていただいた作品だ。思っている以上に市民の“川
崎愛”が強いことに正直驚いている。
　さて、16,400の作品からいかに優秀な作品を選考す
るか。どれも川崎愛にあふれた、甲乙つけがたい作品
である。
　そこで、上位50作品を優秀作品とし、佳作について
は、150万人にちなんで150作品を選考することとした。
優秀作品は川柳の専門家の方に、佳作については、ジャ
ンルごとに分け、川崎市名誉市民の藤嶋昭氏やフロン
ターレの中村選手や小林選手、川崎駅の駅員の皆さん
など多くの方に、ご自身が活躍されている分野からお
気に入りの句を選んでいただいた。

　この150万人都市記念事業、本当に多くの方にご協
力いただいた。職員はあくまで黒子でコーディネート
役に徹してきたが、事業を通じ市民や関係団体同士
の関係が活性化したことで化学反応がおき、新たな関
係が結ばれたことによって無事実施できたと考えてい
る。そして、関わっていただいた皆さんの自信や喜び
が、誇りになり、次の100年に向け、新しい川崎をとも
に生み出していきたい、そんなふうに感じてくれたの
ならこの事業は成功であったといえるのではないだろ
うか。
　今年度の事業は終わったが、多くの方が事業の継続
を望んでいる。これをいかに進めるか。新たな課題で
ある。お礼も併せ、今も協力いただいた団体の方々に
足を運び、お話をしている。市民本位の政策とはそこ
から始まるもの、と私は考える。　　　　 （三瓶 清美）

高校生の部
市長賞の作品
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1  事業の概要

（１）検討の経緯
　川崎市では、富士見周辺地区の総合的・一体的な整
備を進め、都心における総合公園としての機能回復や、
スポーツ・文化・レクリエーション活動の拠点機能強化
を図るため、平成20（2008）年3月に「富士見周辺地区整
備基本計画」を策定し、平成23（2011）年3月には、「富士
見周辺地区整備実施計画」を策定した。
　スポーツ・文化総合センター（以下「本施設」という。）
については、これらの計画と連携しながら、施設利用団
体等の意見を反映した「スポーツ・文化複合施設（仮称
市民アリーナ）基本計画素案」をまとめ、パブリックコメ
ント手続きを通じて市民の意見を聴取した上で、平成
23（2011）年10月に「スポーツ・文化複合施設基本計画」
を策定するなど、本施設の整備に向けた取り組みを推
進してきた（図1）。

 
（２）事業の目的
　当時の川崎市体育館および教育文化会館大ホール
等は、改修・補修工事等に取り組んできていたが、老朽
化が進むとともに、バリアフリーの面でも課題があっ

た。これらの課題を解決するため、体育館とホールの
複合機能を持った本施設を整備し、スポーツや文化、
レクリエーション活動の拠点機能の強化を図り、市民
や来訪者の多目的な活動に対応できる施設とすること
で、公園と一体となった賑わいと活気を創出し、都心に
おける総合公園にふさわしい富士見公園の再生と活性
化に寄与することを目指したものである。

（３）事業手法
　本施設の整備に当たっては、市民の健康・体力づくり
の場として、川崎市体育館の機能を継承する大体育室
と、市民の文化発信・交流の場として、教育文化会館の
大ホール機能を継承するホールを複合施設として一体
的に整備するといった、他に例の少ない施設であるこ
とに加え、北側は道路を挟んで共同住宅や保育園と接
しており、日影等について周辺環境に配慮する等、さま
ざまな検討課題があった。
　そのため、民間事業者の創意工夫や経験、ノウハウ
を活かし、ハードとソフトが相乗効果を生み出すような
施設計画や事業計画により、本施設に求められる役割・
機能が最大限発揮されることを期待して、施設の設計、
建設、運営および維持管理を一括して民間事業者に委
ね、民間の資金や経営能力および技術的能力を積極的
に活用するPFI手法を採用した。

2  事業者選定から竣工まで

（１）事業者の選定
　平成25（2013）年4月10日に入札公告を行い、入札説
明書等を公表すると、2度実施した質問受付には、併せ
て1,000件を超える質問や事前照会があり、民間事業者

図1　本施設の整備に関する検討経緯

スポーツ・文化総合センター
（カルッツかわさき）開館
～活動拠点機能の強化に向けて～

現場の目

市民文化局企画課 担当係長　前原  敏慶
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の本事業への関心の高さがうかがえた。
　その後、5グループからの参加表明および入札参加
資格確認申請書等が提出され、そのうち4グループから
提案書が提出された。
　提案書の提出があった4グループについて、提案内
容が業務要求水準を満たしているかなど、基礎審査を
市が行い、PFI事業推進委員会による、入札参加者に
対しての提案内容に関するヒアリング（プレゼンテー
ションおよび質疑応答）、提出された提案書に記載され
た提案内容と入札価格の2つの面からの加点審査を行
い、各入札参加者の総合評価点を算出し、その結果、
総合評価点が最も高かった者を最優秀提案者として選
定し、議会承認を経て、契約を締結した。
　　

（２）既存施設の解体・新築工事
　平成27（2015）年1月から、本施設の建設予定地であ
る、川崎市体育館、児童プールおよびテニスコート西側
2面分の解体工事に着手した。解体工事は、まず、北側
道路と南側道路を繋ぐ南北自由通路について利用でき
ない期間が生じないよう、敷地東側の隣接地に整備す
ることから始まり、13,230㎡という広大な敷地面積であ
るため、解体工事だけで、およそ半年の期間を要した。
　また、契約締結以降、自主環境アセス、設計・工事説
明会や各種条例手続き等のさまざまな業務と並行して
行っていた、基本・実施設計の終了を受け、同年6月か
ら新築工事が始まった。

　　
（３）工事期間中の取り組み
　新築工事中は、敷地の周囲に真っ白な仮囲いが長期
間設置されることから、工事中の段階から地域住民と
連携し、行政と地域が一体となった事業として推進し
て、施設への愛着を持ってもらうための取り組みとし
て、「スポーツ・文化総合センター工事用の仮囲いをキャ
ンバスにするアートプロジェクト」（以下「本プロジェク
ト」という。）を立ち上げた。
　その第1弾として、平成27（2015）年8月にはスポーツ

をテーマにした大型の絵画（縦1.8ｍ×横2.5ｍ）5枚を近
隣中学校の美術部の部員に作成してもらい、部員たち
が自らの手で仮囲いに絵画を掲示した。その後も、平
成28（2016）年1月には、近隣小学校の児童がスポーツを
テーマに描いた絵画（A4判約120枚）とアメリカンフット
ボールのヘルメットの塗り絵（A4判約100枚）の掲示、同
年9月には、「音楽と地域のつながり」をテーマに、第1弾
でも絵画を作成してもらった美術部員による、A3判172
枚、全長約20ｍにも及ぶ大作を、夏休みの部活動期間
で仕上げてもらい、掲示を行った。
　3度にわたって実施した本プロジェクトは、参加した
児童・生徒や近隣住民の方からも大変好評をいただく
ことができた。
　また、オープンに向けて、施設の愛称募集も行った。
平成29（2017）年3月1日から31日まで、市広報でお知ら
せするとともに約4万枚のチラシとインターネット、新
聞、雑誌等で告知を行い、募集期間中に全国から928点
の応募があった。
　応募いただいた作品の中から、本施設の愛称候補作
品として、市で設置した選定委員会の協議により選ば
れた4点を同年5月1日に市のホームページで発表し、市
内在住・在勤・在学の方々を対象にウェブ投票を行い、
最も投票数の多かった「カルッツかわさき」を最優秀作
品として、施設愛称に決定した。

（４）竣工
　長雨による工程の遅れや地中障害物等、想定外の
事態も多々あったが、安全で効率の良い施工計画や徹
底した現場管理を行った結果、大きな混乱や問題も生
じさせずに、無事故・無災害で当初計画通り、平成29

（2017）年6月に2年間の工事期間を経て施設の竣工を
迎えた。

3  施設概要

　本施設は1,512席の大体育室などのスポーツゾーンと

市体育館解体工事の様子

児童の絵画 掲示作業風景
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2,013席の多目的ホールを有する文化ゾーンを、エント
ランスや会議室から成る建物中央部の共用施設ゾーン
でつなぐ、明快な構成となっている。本施設の主な諸
室等は図2の通りである。
　各ゾーンの主な諸室の、特徴や配置を紹介する。

（１）スポーツゾーン
①大体育室
　　1,952㎡の有効競技面を有し、バスケットボール、バ

レーボール、フットサル、卓球等のさまざまな種目で
広く市民が参加できるスポーツ大会が開催可能。ま
た、1,512席の観覧席を有し、興行等にも対応が可能。

②小体育室
　　大体育室と連携し、大会開催時のアップ利用等に

活用。各種競技の練習、小規模の試合やレクリエー
ション等、単独利用も可能。

③トレーニング室
　　専用のトレーニングマシンを完備。常駐スタッフ

が健康維持・増進をサポートする。

（２）文化ゾーン
①ホール
　　2,013席を有するプロセニアム形式のホールとし

て、オペラやバレエ、合唱祭、吹奏楽等、利用者の多
様なニーズに対応。優れた音響設備とオーケストラ
ピットを備えた本格的ホール。

②アクトスタジオ
　　ホール利用時の、音楽から演劇まで幅広いリハー

サルに利用できるとともに、簡易な発表会等で単独
利用も可能。

③音楽練習室
　　アップライトピアノを備え、小中規模な音楽等の

練習に利用可能。

（３）共用施設ゾーン
①会議室
　　大会議室（4室）、中会議室（3室）、小会議室（1室）を

整備し、さまざまな規模の会議利用が可能。大会議
室や中会議室は利用に合わせ可動壁で室面積を調
整でき、柔軟性のある利用に対応。

②プラザ
　　半屋外のプラザを2階の中心に配置し、開演前の

観客の溜り空間として活用。また、プラザと小体育
室の間のプラザギャラリーでは簡易的な展示も可能。

（４）諸室の配置
　本施設の配置は前述した通り、スポーツゾーンと文
化ゾーンを、中央の共用施設ゾーンがつなぐ配置と
なっている（図3）。これは、利用者動線や機能分離を明
確にするとともに、発生音量の大きい大体育室とホー
ルを敷地西端と東端に配置することで、大体育室の発
生音のホールへの影響、ホールの発生音の大体育室へ
の影響を最小限に抑え、大体育室とホールの同時利用
に配慮したためである。
　また、それぞれのゾーン内をまとまりのある配置とし
て、スポーツゾーンにおいては、大体育室と小体育室、

図2　本施設の構成

施設名 主な諸室等

スポーツゾーン 大体育室　小体育室　武道室　弓道場　
トレーニング室　研修室

文化ゾーン ホール　アクトスタジオ　音楽練習室

共用施設ゾーン 会議室　総合受付　プレイルーム　プラ
ザ　プラザギャラリー

竣工後の施設外観

大体育室 ホール プラザ
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文化ゾーンにおいては、ホールとアクトスタジオを近接
配置することで、各ゾーン内での一体利用時の利便性
を高めるとともに、多目的に利用できる諸室を中央部分
に配置することで、スポーツ施設と文化施設の連携が
図りやすく、日常的な賑わいの創出や、施設全体の一
体利用に考慮した計画とした。

4  オープンを迎えて

（１）開館記念式典
　平成29（2017）年10月1日、プラザでのテープカットセ
レモニーの後、ホールでの開館記念式典（以下「式典」と

いう。）により本施設がオープンした。
　式典では、愛称命名者の表彰や、関係者への感謝状
贈呈の他、人間国宝による舞台開きとなる「三番三（さ
んばそう）」、市内音大の学生によるピアノ開きミニコン
サートが催された。この式典には来賓者の他、オープ
ン後に利用者となっていただく市民の方々も含め、お
よそ1,000名の方をご招待し、式典観覧および終了後に
は施設内覧を行った。

（２）拠点機能強化に向けて
　オープニングイベントでは、大体育室でプロレスを、
ホールではオペラガラコンサートを開催し、コンサート
の観客にそのままプロレスを観戦していただけるよう
開演時間、終演時間の調整を事業者やイベント主催者
等と行った。
　当日は、コンサートが終わり、ホールから出てきた方
が、プロレス入場の列を見つけ、そのままチケットを購
入する場面を見ることができ、実際にオペラとプロレス
の両方を御覧になった方々からは、「初めての経験で、
とても面白かった」との御意見を複数いただくことがで
きた。
　対極に位置し、交わることが少ないスポーツと文化
というものを、同じ場所で体験できることが、複合施設
として整備したメリットの1つであると考える。
　また、これまで、文化に興味のなかったスポーツが好
きな人、反対にスポーツに興味のなかった文化が好き
な人が、1人でも多く、オープニングイベントで、オペラ
コンサートとプロレスを観戦していただいた方のよう
に、カルッツかわさきでスポーツ・文化の両面に触れる
ことができるような、施設運営、機会の提供を行ってい
くことが、スポーツ、文化、レクリエーション活動が相
乗効果を発揮して拠点機能の強化を生み出すことにつ
ながっていくと考えている。

図3　本施設のフロア図

開館式典の様子

4階

3階

2階 ロビー階

1階

B1階
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1  ホームタウンスポーツで
川崎を熱く！

（１）かわさきスポーツパートナーを知っていますか？
　かつて、本市では、プロ野球のチームが旧川崎球場
を本拠地にしていた。
　その旧川崎球場では、オールスターゲームが開催さ
れたり、10.19で日本中のプロ野球ファンの視線を釘づ
けにしたり、さらには、Jリーグ創世記では、等々力陸上
競技場のチケットがプラチナ化したり…と川崎のプロ
スポーツは輝きを放った時代があったが、どのチーム
も川崎を去っていった。川崎はプロスポーツが根付か
ないまちだと、そんなレッテルがいつしか貼られ、自分
を含む市民もそんな感じだよなぁと受け入れていたの
ではないだろうか。
　しかし、時代が変わり、今では、2つのプロチームを
含む6つのチームが川崎を活動拠点に活動しており、各
リーグにおいて抜群の成績を収めており、多くの市民
から応援されている。　
　本市では、これらのチームを「かわさきスポーツパー
トナー（以下、「パートナー」という。）」と認定して公式
戦の市民無料招待、小学生にスポーツの楽しさを感じ
てもらう「ふれあいスポーツ教室」等の事業を連携して
実施し、スポーツに親しむ機会を設けている。
　パートナーは、前述したとおり、各リーグで優勝を含
む戦績を残しており、国内屈指の実力を備えているの
で、その活躍はマスコミに多く取り上げられており、そ
の都度、「川崎」の名が新聞やTVのニュースで見聞きす
ることが多く、このことは川崎のイメージを向上させ、
住む人々に川崎を誇りに感じてもらうことに繋がって
いる。私たちは、このパートナーと連携・協働して川崎

のスポーツを多くの人に知ってもらい、応援することで
川崎のまちをスポーツで盛り上げていくためあれやこ
れや、知恵を出し合い、まさに悪戦苦闘しながら、スポー
ツをしたときに流すものとは、違う成分の汗を流す日々
を送っている。

（２）パートナーとの取り組み
　パートナーだが、その存在は150万を超える市民全体
にはまだ十分に浸透しておらず、さまざまな取り組み
やPRを実施している。本市とパートナーとの主な取り
組みとして、子どもたちとのふれあい事業がある。前
述の「ふれあいスポーツ教室」の他に、パートナーの選
手・スタッフがとどろきアリーナに集まり、各スポーツ
で子どもたちとふれあうイベント「ボールゲームフェス
タ」がある。市制90周年を記念して始まったこの事業は、
市内小学生約200人がバスケットボール、サッカー、バ
レーボール、アメリカンフットボール及び野球の5種目
をローテションで行い、選手・スタッフとふれあうもの
である。また、車いすバスケットボール体験や、車椅子
体験も同時に開催し、パラスポーツの魅力を知っても
らい、障害や多様性への理解促進につなげている。こ
のイベントは募集開始後、すぐに定員に達し、参加者ア
ンケートからは、「来年も是非やってほしい」「○○選手

ボールゲームフェスタ

現場の目

スポーツのまち  かわさき

市民文化局市民スポーツ室 担当課長（スポーツのまちづくり）　八木  一志
　担当係長（ホームタウンスポーツ）　片倉  哲史

重森  雄介
　　　　　　　　担当係長（Jリーグ支援）　渡辺  和也
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かっこよかった！」などの意見もあり、好評をいただい
ている。夏休み期間中で、冷房の効いた屋内で思いっ
きり競技を楽しめることから、先着申し込みであり、参
加をお断りすると保護者の落胆が痛いほど伝わり、電
話の向こうで泣きじゃくる子どもの声が聞こえ、たいへ
ん申し訳ない気持ちでいっぱいになってしまうことも
ある。
　パートナーを広く浸透させるためのPRとしては、
ホームゲームへの市民招待をはじめ、優勝した場合は、
市主催の優勝祝勝会を開催し市民とともに優勝の喜び
を分かち合っている。各パートナーは好成績をあげて
いて、決勝まで進むことが、特に近年常態化しており、
優勝した際にはどう、市民とともに喜びの空間を創出
するのか、年間を通して常に考えねばならない、まさに
嬉しい悲鳴状態が続いているのが現状であり、今年度
は、NECレッドロケッツ（女子バレーボール）を武蔵小
杉グランツリーで、富士通フロンティアーズ（アメリカ
ンフットボール）を川崎ルフロンでそれぞれ、優勝した
直後から多くの関係者と調整を重ねる中で優勝祝勝会
を開催した。また、PRということでは、Bリーグに所属
している川崎ブレイブサンダースをいかに市民に認知
してもらうか、他都市の状況を調査しチームスタッフ
との定例ミーティングを設定し協議・検討する中で絶好
の好機があった。それは、選挙管理委員会が市長選挙

の投票呼びかけにチームを啓発キャラクターとして起
用したことである。ポスターの評判もよく、非常に、よ
いPRができると思っていた矢先に、国政選挙の日程に
よってはお蔵入りとなる可能性が生じたときには茫然
としたことを思い出す。

2  アメリカンフットボールを
活用したまちづくり

（１）なぜアメリカンフットボールなのか
　本市では、アメリカンフットボールをまちづくりの重
要なコンテンツとして位置づけ地域を活性化させる、
アメリカンフットボールを活用したまちづくりを施策と
して推進している。しかし、「なぜ川崎でアメリカンフッ
トボール（以下「アメフト」という。）なのか？」といった疑
問をいだくかもしれない。要因のひとつとして挙げら
れるのは、今から11年前となる平成19（2007）年に本市
でアメフトのワールドカップが開催されたことである。
このワールドカップを機に、本市と日本アメリカンフッ
トボール協会は、アメフトを活かしたまちづくりを協働
して進めていく包括協定を締結することとなり、これが
現在のさまざまな取り組みの礎となっている。

（２）アメリカンフットボールを身近に
　  感じてもらうために
　ご存じの方は少ないかもしれないが、富士通スタジ
アム川崎では、社会人から学生を含め年間100試合以
上が開催されている。この環境を活かすべく、多くの
市民がアメフトに親しみを感じてもらうため、本市では
さまざまな取り組みを実施しており、ここでは主な内容
を紹介する。
　まずは、市内小学生をターゲットとした取り組みで
ある。これは、かわさきスポーツパートナーであり、ま
た富士通スタジアム川崎の指定管理者でもある川崎フ
ロンターレのアドバイスを参考にした。川崎フロンター
レによると、集客のカギは何といってもファミリー層で
あり、特に小学生であるとのこと。小学生が試合を観
たいとなれば必ず両親等の大人が同伴することとなり、
集客に大きな効果をもたらすことをご教示いただいた。
これを基に、子ども向けのイベントに力を入れるように
なり、2017シーズンでいえば、現役のチアリーダーや選
手が教えてくれる、チアダンス教室やアメフトキャッチ
ボール教室の開催、パトカー・白バイの試乗、謎解きオ

NECレッドロケッツ優勝祝勝会の様子

富士通フロンティアーズ優勝祝勝会の様子
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リエンテーリングなど、直接アメフトとは関係しなくて
も、まずは子どもたちが会場に足を運び楽しんでくれ
るような内容を企画した。そして、シーズン中に数回、
子ども向けにデザインしたチラシを全児童に配布し、
このような取り組みを広く周知した。その結果、これま
でアメフト会場にそれほど多くなかったファミリー層が
多数来場してくれるようになり、そしてイベントに参加
した後に試合も観戦してくれる方々を多く観ることが
できた。

　他には、「川崎アメフト屋台村」の取り組みである。こ
れは、アメフトや地域の関係者および市民スポーツ室
が毎月開催しているワーキンググループの中で挙がっ
た意見を参考に、地元商店街にご協力を頂き、地元の
グルメをスタジアムでも楽しむことができるというイベ
ントである。このイベントについても全児童やスタジア
ム周辺のエリアにチラシを配布することなどにより、多
くの観戦者が試合前やハーフタイムに美味しい料理や
地ビールなどをご購入いただくことはもちろんのこと、
地元の“仲良しグループ”の方々が川崎アメフト屋台村
を楽しむことを主目的とし、試合中もスタジアム前に設
置したテーブルを囲んで食事や団らんを楽しむ様子が
あり、スタジアムが地域にしっかりと溶け込んでいる風
景を観ることもできた。

3  川崎フロンターレと連携した
まちづくり

（１）行政×川崎フロンターレ
　川崎市では、市民に最も身近な行政窓口である区役
所をはじめ、さまざまな部署でパートナーである川崎フ
ロンターレ（以下「フロンターレ」という。）と地域を盛り
上げるための事業を連携して実施しており、市の事業
においてフロンターレの協力を得ているものは非常に
多い。多くのイベントにフロンターレのマスコットであ
る「ふろん太くん」が参加し、市が作成する広報物へ選
手に登場していただくことも非常に多い。本市にとっ
て、フロンターレの持つ魅力を通じて川崎市の魅力を
効果的にアピールすることは非常にプラスであり、その
効果は計り知れないものがある。一方、フロンターレ
が実施する事業などに対する行政への協力依頼につい
ても、各関係部署と調整の上、可能な限り対応するよう
努めている。このような連携が円滑に進むよう、毎週、
フロンターレ及びフロンターレ後援会と行政担当との
間で打ち合わせの場を設け、情報を共有しながらお互
いに協力し合う体制を整えている。
　このように、行政とフロンターレとの強いつながり
は長い期間を経てここまで作り上げてきたものである。
もし、これまでに足りないものがあるとしたら、そう、
タイトルだけであった。

（２）川崎フロンターレ念願の初タイトル獲得そして…
　ついに2017シーズン、川崎フロンターレがJ1リーグを
制覇し念願の初タイトルを手にした。私たちがこれま
でずっと待ち望んでいた歴史的な日がついに訪れた。
平成29（2017）年12月2日（土）最終戦、ホームスタジアム
である等々力陸上競技場で優勝が決まったあの瞬間、
あの光景はこれからもずっと私たちの記憶に残ること
だろう。奇跡といわれた逆転優勝をフロンターレは成
し遂げた。このことは川崎市民に大きな希望と「決して
あきらめない」という強い勇気を与えてくれた。
　そして、あの川崎駅前での優勝パレード。優勝パレー
ドの実施に当たっては、各関係者との調整に多くの時
間を要することが想定されていたことから、場所の選
定や大まかな内容については優勝決定前から進めてお
かなければならなかった。実施場所である川崎駅前を
管轄する川崎警察署やバスやタクシーなどの交通事業
者、近隣町内会や商店街の皆さんと協議を進める際、

熱戦が繰り広げられる「富士通スタジアム川崎」

川崎のグルメを楽しめる「川崎アメフト屋台村」
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どのような調整においても「フロンターレの優勝が決定
したら」という言葉を添えなければならないのは非常に
もどかしく辛いものであったが、担当としてはフロン
ターレの優勝を信じて事前調整を進めた。
　また、パレード実施に係る他の関係者についてもフ
ロンターレの優勝を想う気持ちは皆同じであり、川崎
警察署からは安全対策について多くの助言をいただ
き、また、交通事業者からは当日の運行内容の変更に
ついて川崎市におけるフロンターレの存在意義、フロ
ンターレの川崎への貢献度について説明をする中で快
く承諾をいただいた。さらに、地元町内会、商店街の
皆さんからも優勝パレードの実施について御理解をい
ただくことができた。

（３）優勝パレード実施に向けた最終調整
　優勝が決まった当日の夜、興奮冷めやらない等々力
陸上競技場において行政とフロンターレスタッフとの
打ち合わせを行った。それ以降、川崎駅前でのパレー
ド実施に向けた最終調整が始まった。当該場所では毎
年、かわさきハロウィンパレードを開催し多くの観客が
訪れているという実績はあるものの、今回はフロンター
レの初タイトル獲得を記念した優勝パレードである。
どのような規模でどれほど観客が集まるのか全く読め
ず、どのくらいの皆さんにお越しいただけるのか不安
しかない中での連日、深夜に及ぶ調整が続いた。

（４）最高の時間
　いくつもの課題を乗り越え迎えた優勝パレード。当
日は朝7時から準備を開始したが、ここで嬉しい光景が
目に入った。寒空の下、早朝にもかかわらず、何人か
のサポーターがすでに沿道に立つ。「もしかしたら、広
報不足で人が集まらないのではないか…。」という心配
は杞憂に終わった。その後も続々と人が集まりパレー

ドコース沿道は多くの観客で埋め尽くされた。あれほ
どの人があの場所に集まったことはこれまでにないの
ではないだろうか。パレードの模様は多くの報道機関
に取り上げられ「行政×フロンターレ」を広く発信する
ことができた。沿道の観客からチームに贈られる祝福
の歓声、そして選手が観客へと贈り返す笑顔。まさに
初タイトルの喜びを皆で共有することができた最高で
幸せな時間となった。
　このような素晴らしい優勝パレードが実現できたの
は、フロンターレの多くのスタッフ、各関係者、そして
クラブを支えてきたサポーターの皆さんの御協力のお
かげである。この場をお借りして感謝の気持ちをお伝
えしたい。

 

4  最後に

　以上のように、川崎には、他都市から羨ましがられる
ような、国内トップレベルのチームや施設があり、行政
と良好な関係を構築し維持している。その競技におけ
る強さだけでなく、子どもたちのスポーツの楽しさや、
学生への技術指導、地域のイベントへの出展等の地域
貢献も積極的に行う姿勢は、自分たちも地域の一員と
してのまちづくりに関与していただいている。
　こうしたチームの存在と施設を本市の強みとして、
卓越したチームがある川崎だからこその打ち出し方を
常に考え続けて、川崎っていいよね！という方を増やし
ていくことがスポーツのまちづくりである。
　より市民とチームの距離を近くして私たちのチーム
として感じていただけるよう取り組みを進めるととも
に、アメフトの試合を中心として地域が盛り上げるよう
な楽しい、魅力ある空間を創出できるようスタッフ一同
奮闘していきたい。

市役所第2庁舎に掲げたビッグフラッグ

沿道には祝福の歓声が響き渡る



62

1  はじめに

　平成27（2015）年、すべての国が参加する形で温暖化
対策の国際的枠組み「パリ協定」が採択され、世界共通
の目標として、今世紀後半に温室効果ガスの排出を実
質ゼロにすること等が打ち出された。
　国においては、2030年に向けて温室効果ガス排出
量を26%（2013年比）削減する目標を掲げ、国民運動

「COOL CHOICE（賢い選択）」の推進を主要な取り組み
に位置づけることとした。
　こうした中、川崎市では、市民、事業者等、多様な主
体が一丸となって温暖化対策に取り組むことを目的に
設立された川崎温暖化対策推進会議（CC川崎エコ会
議）（以下「エコ会議」という。）のネットワークや、環境技
術・産業の集積、活発な市民活動などの強みと特徴を
活かして、「COOL CHOICE」が市内に浸透するよう、
取り組みを展開することとした。

2  川崎らしい「COOL CHOICE」の
展開

　「COOL CHOICE（賢い選択）」とは、省エネ・低炭素
型の製品・サービス・行動など、温暖化対策に資する、あ

らゆる「賢い選択」をしていこうという取り組みである。
　川崎市には「エコ会議」をはじめとするさまざまなス
テークホルダーのネットワークが定着している。また、
川崎市地球温暖化防止活動推進センター（以下「セン
ター」という。）や地球温暖化防止活動推進員（以下「推
進員」という。）など、温暖化対策推進法に基づく制度を
いち早く取り入れ、市民・事業者による自主的な活動が
活発である。
　こうした背景もあって、川崎市では、市民、事業者等、
多様な主体が連携して取り組む風土が醸成されてお
り、「COOL CHOICE」についても、川崎の強みと特徴
を最大限に活かした取り組みを展開することが重要と
考えられる。

3  「COOL CHOICE かわさき」の
主な取り組み

　市内への浸透を図るにあたり、川崎市、川崎商工会
議所、エコ会議で、いち早く「COOL CHOICE」に賛同
し、多様な主体と連携して、さまざまな取り組みにより

「COOL CHOICE」を推進している。

「COOL CHOICE」宣言した市長、副市長

「COOL CHOICE」のロゴマーク

川崎市における温暖化対策のための
国民運動「COOL CHOICE」の展開

現場の目

環境局地球環境推進室 課長補佐　内田  洋平
伊藤  昂介
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（１）多様な主体と連携した啓発イベント
①CC等々力　エコ暮らしこフェア
　　川崎フロンターレ、富士通川崎工場、公園緑地協

会等と連携し、ホームゲームに合わせて開催した。
　　推進員のプロジェクトやセンター等による出展の

ほか、バーチャルリアリティ（VR）で気候変動を体
感できる「COOL CHOICE VR」など、参加・体験型の
出展により来場者は16,000人を超えた。

②まなぼう！あそぼう！COOL CHOICEひろば in ラ
ゾーナ川崎プラザ

 　　ラゾーナ川崎を運営する三井不動産や隣接する
東芝未来科学館と連携し、ラゾーナ川崎ルーファ広
場で開催した。

　　連携企業の広報効果や人通りの多い会場であった

こともあり、多くの市民への啓発効果が得られた。
③環境エネルギー・ラボ
　　世田谷区、東京都市大学等と連携し、両自治体　

に関わる多くの企業、団体、教育機関も参加し、実施
した。さまざまなプログラムが行われ、環境とエネ
ルギーについて楽しく科学的に理解を深めてもらう
とともに、「COOL CHOICE」の浸透につながった。

　
（２）COOL CHOICE普及促進コーナー
　市民祭り、住宅展示場、商店街祭り等、さまざまな機
会にCOOL CHOICE普及促進コーナーを設置し、設置
場所と時機に相応しいテーマ（夏季における空調家電
やクールビズの選択など）を重点的に啓発し、市内への
浸透を図った。
　また、センターが運営するCCかわさき交流コーナー
では、温暖化対策に係るさまざまなテーマ展示と併せ
て、通年でCOOL CHOICE普及促進コーナーを設ける
とともに、かわさきエコ暮らし未来館環境教室等、環境
啓発施設来館者へも賛同登録を呼びかけた。
①川崎市民祭り

CC等々力　エコ暮らしこフェアの様子

まなぼう！あそぼう！COOL CHOICEひろば
in ラゾーナ川崎プラザの様子 燃料電池車MIRAIと併せた普及促進コーナーの設置

環境エネルギー・ラボの
様子（上）とパンフレット
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②武蔵小杉受託展示場

③市役所、区役所等

④CC川崎エコ会議シンポジウム
　　シンポジウムでは、市内の優れた環境への取り組

みを表彰する「スマートライフスタイル大賞」の表彰
式と併せて、JAXAによる「宇宙から見た地球温暖
化」と題した講演会を行い、COOL CHOICEについ
ても賛同を呼びかけた。

　　これらのほか、商店街夏祭りや区民祭りなど、多く

の市民が集まる機会を捉え、COOL CHOICE普及促
進コーナーを設置し、啓発を行った。

（３）COOL CHOICE かわさきセミナーの開催
　企業や市民活動団体に「COOL CHOICE」を理解し
ていただくことが重要であることから、商工会議所や
センターと連携し、「エネルギー」「自動車」といった身
近なテーマを設定し、「COOL CHOICE かわさきセミ
ナー」を開催した。
①COOL CHOICEセミナー Ⅰ

②COOL CHOICEセミナー Ⅱ

市役所、区役所ロビーにおいて、うちエコ診断※と併せて
普及促進コーナーを設置

※うちエコ診断…診断士が専用ソフトを用いて家庭の光熱費等の
情報をもとにライフスタイルに応じたオーダーメイドの省CO2／
省エネ対策を提案するもの

CC川崎エコ会議シンポジウムの様子

COOL CHOICE（賢い選択）輪投げゲームで
子ども達の理解を深める

住宅展示場でも省エネ住宅を啓発

エネルギーから経済を考える

電気自動車を巡る世界の動向と日産自動車の取り組み
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（４）メディアの活用
　環境に関心の薄い層へも、まずは「COOL CHOICE」
という言葉を知ってもらうことは重要であり、不特定多
数の方々への訴求を目的に、子ども達や川崎フロンター
レの選手といった誰もが親しみを持てる人が出演し、

「COOL CHOICE」を呼びかける動画を制作し、アゼリ
アビジョンをはじめ、南武線トレインビジョンや溝の口
ノクティビジョン等のほか、区役所等のデジタルサイ
ネージでも放映した。
　また、センターが中心となって、かわさきFMで

「COOL CHOICE」をテーマに定期的に番組を放映する
ほか、タウンニュースや環境情報等の広報誌への掲載
など、さまざまな広報媒体を活用して集中的に「COOL 
CHOICE」を啓発した。
　悲願のリーグ優勝を飾り、MVPにも選ばれた小林
選手に「COOL CHOICE」宣言してもらうとともに、動
画にも出演いただき、市民への呼びかけに協力いただ
いた。

4  おわりに

　地球温暖化対策は、喫緊の課題であると同時に世界
共通の課題である。一方、その原因となる温室効果ガ
スは目に見えないが、日々の生活の中で誰もが確実に
排出している。
　このため、誰しもが被害者となり、かつ、加害者で
あることを自覚し、一人ひとりの行動変容が地球規
模の問題の解決につながるという実感が大切であり、

「COOL CHOICE（賢い選択）」を通して、地球温暖化対
策を「自分ごと」として捉え、行動に移していただけるよ
う、ムーブメントを起こしていくことが重要と考える。
　川崎市には、公害克服に向けて取り組む過程でさま
ざまなノウハウと優れた環境技術が蓄積されており、
先述のとおり、多様な主体が連携して課題に取り組む
土壌が醸成されている。
　こうした強みと特徴を最大限に活かして、川崎らし
い、地球温暖化対策を推進し、環境先進都市としてさ
らなる発展を遂げ、地球規模での持続可能な社会づく
りに貢献していきたい。

アゼリアビジョンの活用 小林選手の「COOL CHOICE」宣言
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1  はじめに
～魅力あふれる宮前区～

　宮前区初の魅力発信番組「ぐる～っとみやまえTV」
の話をする前に、まずは宮前区にあふれるさまざまな
魅力について語っておかなければならない。
　私の職場である宮前区は、川崎市の北西部、多摩丘
陵の一角に位置している。昭和57（1982）年7月1日の行
政区再編成に伴って高津区から分区し、平成24（2012）
年に区誕生30周年を迎えた。
　区内には、弥生時代から古墳時代にかけての「東高
根遺跡」や横穴式石室をもつ「馬絹古墳」など歴史的に
貴重な史跡が残されている。また、奈良時代に建てら
れ、都の文化を伝えた「影向寺」には国の重要文化財の

「薬師如来三尊像」が安置されているほか、県の無形民
俗文化財に指定されて
いる「初山の獅子舞」を
はじめ、古くから受け
継がれている民俗芸能
が多くある。
　昭和41（1966）年の東
急田園都市線の溝の口
から長津田までの延伸、昭和43（1968）年の東名高速道
路・東名川崎インターチェンジ開通・開設などにより交
通網が整備されたことで、急激な人口増と都市化が進
んだ一方で、東高根森林公園や菅生緑地、平瀬川など
区内には自然も多く、憩いの場として多くの人々が訪れ
親しんでおり、多くの農地も残っている。実際に歩い
てみるとよくわかるのだが、およそ農地など無さそうな
閑静な住宅街の中に、突如として広い農園が姿を見せ
たり、農産物直売所が設置してあったりする。事実、区

内には数十か所に農産物直売所があり、平成27（2015）
年には市内2か所目となる大型農産物直売所「セレサモ
ス宮前店」もオープンした。また、「カッパーク鷺沼」に
は、鷺沼ふれあい広場やフットサル施設「フロンタウン
さぎぬま」などがあり、区のシンボルゾーンとして活用
されている。昭和57（1982）年には、東名川崎インター
チェンジからほど近い場所に中央卸売市場北部市場が
業務を開始し、現在に至るまで宮前区から川崎市の食
を支え続けている。
　区のPRキャラクターは宮前兄妹（兄のメローと妹の
コスミン）。宮前区誕生30周年を祝うため、区の名産「宮
前メロン」の畑からやってきた。我が企画課で着ぐるみ
の貸出を行っているが、忙しいときには土日祝日はほぼ
毎週どこかのイベント
への出演予定が入って
いるような状態で、区
民に大変親しまれてい
るキャラクターである。
　このように、歴史、自
然、農、施設、ゆるキャ
ラ…と、非常にバラエティ豊かな魅力にあふれている
のが、宮前区というまちなのだ。これらの魅力を区内
外に発信していこう、という動きが区民会議から湧き
起こり、冊子の作成に始まり、映像での情報発信に行
き着くことになるのである。

2  番組企画立案の経緯
～すべては区民会議提案から始まった～

（１）冊子版『ぐるっとみやまえ』の誕生
　宮前区は転出入者が多い。また、昼夜間人口比率が

県無形民俗文化財指定
初山の獅子舞

宮前兄妹のメロー（左）と
コスミン（右）

宮前区初魅力発信番組
「ぐる～っとみやまえTV」
誕生秘話

現場の目

宮前区役所 企画課　小西  麦十
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低いため、宮前区には寝るためだけに帰ってくる、とい
う人も多い。第3期の宮前区区民会議において、そのよ
うな「宮前区新人」や「宮前区初心者」に、区に存在する
魅力的な地域資源を認識してもらい、区に愛着を持っ
てもらうためには、区民自らが区民の目線で区の魅力
等を発信することで、受発信者ともに地域への関心を
高めることが重要である、との提案がなされた。これ
を受けて、区民が情報発信の担い手となり、さまざまな
形での広報を行っていくことを目指した「みやまえ情報
サポーターズ養成講座」（平成24（2012）年5月から12月に
全15回開講）が宮前市民館の主催で開催され、14名の
区民が受講した。
　この講座を受講した区民が、冊子のデザインからお
すすめポイントの取材、記事作成に至るまで一貫して
取り組み、平成24年度末
に作り上げたのが、転入
者向け情報誌「ぐるっと
みやまえ」である。区民
の目線で、①宮前区を好
きになろう（区の魅力紹
介）、②地域にどんどん
参加しよう（お祭りや市
民活動などの紹介）、③
もっとくわしく知りたい

（コンテンツごとの情報
誌のご案内）の3つの視点からまとめられており、区民
課で転入手続きの際に配布するウェルカムセットに含
める形で転入者に配布されるほか、企画課職員が事あ
るごとに配布するなどして拡散させていった。
　本来の講座であれば、この冊子の完成をもってメン
バーは解散、となるが、「ぐるっとみやまえ」を改訂して
続けていきたい、というメンバーの熱い想いから、養成
講座受講者を中心に「みやまえ情報ラボ」（以下「情報ラ
ボ」という。）という団体が発足。その後、情報ラボは「ぐ
るっとみやまえ」の2年ごとの改訂に向けた企画から取
材までを一手に担っていくことになる。

（２）第5期区民会議提案 
　  → 新たな情報発信手法の検討へ
　平成24年度の初版以降、26年度に第2版、28年度に第
3版と改訂を行う一方、情報ラボのメンバーの中で、紙
以外の媒体での情報発信方法を模索し、Facebook等の
SNSにおいて動画を投稿するなど、特に映像媒体を用

いた情報発信に今後の可能性を見出す動きが見られた。
　折しも、第5期の宮前区区民会議において、区内の
さまざまな地域魅力発信活動団体が、各々に刊行物や
SNS等を使ってばらばらに情報発信を行っている現状
があり、結果として効率的な魅力発信が行えず、区民
に魅力が充分に伝わっていない側面がある、というこ
とが指摘され、より効果的な情報発信を行っていくこ
とが提案された。
　この提案に触発されるかたちで、今まで以上に多く
の人に区の魅力を伝えることを目指し、区の新たな情
報発信媒体としてテレビ番組とYouTubeによる動画
配信を開始し、既存の紙媒体の刊行物等と連動した番
組を制作することで、クロスメディアによる総合的な
情報発信を行うことを考案するに至り、同じく動画で
の情報発信方法を模索していたみやまえ情報ラボと協
働で、地元ケーブルテレビ会社であるイッツ・コミュニ
ケーションズ株式会社の撮影・編集のもと年3回の番組
を制作することになった。冊子の「ぐるっとみやまえ」
と連動した内容であることから、タイトルは「ぐる～っ
とみやまえTV」に決定した。

3  区民と作る魅力発信番組

（１）番組コンセプト、テーマ決定
　番組制作にあたり、平成28（2016）年3月から4月にか
けて情報ラボとケーブルテレビ会社を交えて3回の打
合せを行った。ここで番組コンセプトについて協議し、
次のことが決まった。
①区内の人や団体に焦点をあてる
②視聴した人が具体的なアクションを起こす気になる
③「食」に関するネタで作る
　まず①だが、宮前区にはさまざまな魅力があるが、
それらを単に紹介するだけでは、上辺だけの情報紹介
でよくある番組になってしまう。季節の名産ができる
のは、農家の方々が頑張っているからであるし、北部
市場に活気があるのは、そこで働く人々が盛んに活動
しているからである。このようなことから、人を通して
魅力を伝え、取材を通してそれらの人たちのモチベー
ションを上げ、さらに活性化していくことを目的とした。
　次に②だが、視聴した人が実際に「行ってみよう」

「やってみよう」と感じ、現場に行ってもらうことで、さ
らに宮前区が活気づく、というようなプラスのサイクル
を作ることを目指したものである。

「ぐるっとみやまえ」初版
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　最後に③だが、①②のとおり、ひとに焦点をあてて
視聴者に参加してもらうには、何よりもまずは番組を観
て、知ってもらう必要があった。そのため、取り上げる
内容を少しやわらかくすることを検討し、初年度につ
いては視聴者受けが良いと思われる「食」をテーマに制
作することになった。
　その後、5月6月に2回の打合せを経て、番組第1回は

「北部市場めし特集」、第2回は「みやまえの農特集」、第
3回は「ご当地名グルメ特集」に決定した（図1）。

（２）技術ではなく「愛」で作る
　テレビ番組を作るといっても、情報ラボは主に紙媒
体での活動を行ってきた団体であり、撮影技術がある
わけではない。実際に撮影、編集するのはケーブルテ
レビ会社であり、情報ラボが担う役割は、番組テーマ
の企画・選定と、現地への事前取材、そして台本作成で
ある。本来、このような役割は、テレビ会社にも当然ノ
ウハウがある。実際に、他の区や自治体で作成してい
る情報発信番組の中には、テレビ会社が企画立案から
取材、台本作成、撮影、編集…と全ての役割を担って
いるものもある。むしろ、番組制作のプロであるテレ
ビ会社からすれば、一から十まで自ら作業した方が効
率的であるだろうし、わざわざ市民団体である情報ラ
ボと企画立案や取材先との交渉についての打合せを行
うことで、余計に手間がかかることもあるだろう。そ
れでもあえて、役割を分けたのはなぜか。その理由は、
一言で言えば「愛」である。
　情報ラボのメンバーの皆さんの情報収集能力は、す
ごい。インターネット等にはアップされていないが地
元では人気のお店、最近始めたばかりで、まだ口コミで

も広がっていない農産物直売所、
オーナーと仲良くならないと聞け
ない裏話…など、足で稼いだ地
元情報の集積が山のようにある。
そしてそれらは、「テレビの取材
です」や「○○区役所です」と言っ
て取材をするのではなく、情報ラ
ボが宮前区民として、隣人とし
て聴き取ったからこそライブ感、

「みやまえ愛」を感じるのであっ
て、テレビ会社や行政だけでは
絶対に得られない、まさに「区民
目線」の情報なのだ。情報ラボが

番組制作に参画している最も大きな理由の一つは、こ
の「みやまえ愛」を番組に注入するためなのである。

（３）撮影開始！
　8月8日、第1回の「北部市場めし特集」の撮影のため、
川崎市中央卸売市場北部市場を訪れた。水産棟で人々
が働く様子や、活気あるマグロ等のセリを撮影するた
め、集合したのは午前4時15分。日の出前で外はまだ暗
い中、北部市場内では関係者が慌ただしく動き回り、活
気に満ち溢れていたのが印象的だった。
　初めに4時半からの鮮魚のセリの様子、5時40分から
はマグロのセリの様子を撮影し、その後8時から水産
棟での撮影を開始した。撮影中は多くの市場関係者の
方々から「いつ放送するの？」「これ全国放送？」などと
話しかけられ、注目していただいていることを感じた。

　9時に食堂街に移動し、メインの「市場めし」の撮影に
入った。店主へのインタビューで、料理に対する思い
や北部市場で働くことについて等を聞くことにしてお
り、質問内容も台本の中でかなり作り込んで臨んだの
だが、いざインタビューが始まるとリポーターのアドリ
ブや、その場の流れで話が進むことも多く、台本のとお
りに進行することは少なかった。事前の打ち合わせ等
で、これは必ず聞く、と決めていた項目については、撮

図1　番組コンセプト図

番組冒頭で区長
が特集テーマを
発表するシーン
の撮影風景。私
も出演すること
に…
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影スタッフがカンペで指示出ししてくれたために全て
聞くことができたが、インタビューの内容は事前に全て
決めておくのではなく、聞き出したいことを箇条書きに
しておいて、本番はリポーターとの会話の流れを重視
したほうがよいと感じた。
　12時半に撮影を終えて北部市場を後にし、その後、
区役所で区長登場シーンや番組のCM撮影を行い、完
全に終了したのは午後3時。市場という特殊な場所で
の撮影だったということもあるが、この日は一日がかり
の撮影となった。
　10月10日には、区内の農園を訪れ、第2回の「みやまえ
の農特集」の撮影を行ったが、ここでも予想外のことは
いろいろと発生した。放映期間が12月～1月の回であっ
たため、出演者には長袖の着用をお願いしていたのだ
が、この日は秋にもかかわらず真夏のような暑さ。汗
だくになりながらの撮影となってしまった。
　また、ミカン狩りが楽しめる農園という触れ込みで
紹介をする予定でいたのだが、当日訪問すると、なんと
今年は裏年（実があまりならない年）であることが判明。
撮影日ぎりぎりまで粘ってみたが、当日までに色づいた
ミカンが出来た木は一本だけだった、とのことだった。

　それでもなんとかその一本の木を上手く撮影し、台
本どおり進行することはできた（テロップで「収穫量は
天候によって左右されますので、果実狩りは事前にお
問い合わせください」の一文が必要になった…）が、野
菜や果物のように季節やその年の気候等によって状況
が大きく変わるものを題材にすることの難しさを強く
思い知らされることになった。
　12月1日は、第3回の「ご当地名グルメ特集」の撮影日
だった。3か所の店舗を訪問することになっていたが、
繁忙時間等がそれぞれの店で異なるため、タイムスケ
ジュールを綿密に作る必要があった。その辺りの調整
で最も手腕を発揮してくれたのは、情報ラボだった。
事前取材で各店舗の混雑時間帯や繁忙時間、一日の
作業の流れといった情報を、微妙なニュアンスを含め
て聴き取ってくれていたおかげで、各店舗の状況に合

わせたタイムスケジュールを作ることが可能になった。
区民目線で情報収集する情報ラボの強みをあらためて
感じることができた。
　当日の撮影でも、どの店舗も来客対応等で忙しい中、
情報ラボのメンバーの顔を見るとすぐに笑顔になり、
撮影に応じてくれた。そのような様子を見ると、情報
ラボが顔つなぎをしてくれていることで撮影がスムー
ズに進行できている、ということを再認識させられた。

4  おわりに

　全3回の撮影を終え、振り返って感じたのは、前向き
な人たちと何かを作り上げるのは楽しい、ということ
だ。情報ラボの方々は、次々に新しいアイデアや企画
が湧き出てきて、先の展開がどんどん広がっていった。
ケーブルテレビ会社の方々も、それらのアイデアを称
賛したうえで、テレビ的な視点でより良いものになるよ
うにさまざまな助言をしてくれた。
　とかく行政的な観点と面白いアイデアというのは衝
突しがちだが、それ自体は悪いことではない。衝突し
た時に硬直化するのではなく、発展してより良い方向
性を考えだしていくことが重要である、ということを学
ぶことができたように思う。今後もあらゆる業務の中
で衝突はあるのだろう。そのような時、この番組のこと
を思い出し、対立ではなく調和し発展することを目指
していきたい。
　最後に、約1年間にわたってテレビ番組制作を共に考
え、悩み、楽しんでくださった情報ラボ、撮影スタッフ
の皆さまにはあらためて感謝を申し上げたい。

裏年ではあった
が、ミカン自体
は甘かった

鷺沼コロッケの
試食の様子。リ
ポーターの「鷺
沼芸人」囲碁将
棋の二人にとっ
ては食べ慣れた
味である

平成29（2017）年
8月8日  北部市
場前にて　
情報ラボ、撮影
スタッフの皆さ
まと



70

1  「ピクニックタウン多摩区」施策
誕生の経緯

（１）「ピクニックタウン多摩区」施策導入の背景
　多摩区は、都心に近い場所にありながら、緑豊かな
生田緑地、水と緑の多摩川、かつては農地を潤し、現在
は近隣住民の憩いの場となっている二ヶ領用水など、
豊かな自然環境に恵まれている。
　また、区内には専修大学、明治大学、日本女子大学
の3つの大学キャンパスがあり、学生のまちとしての一
面もある。
　そして、平成28年度には43万人以上の入館者が訪れ
た藤子・Ｆ・不二雄ミュージアムをはじめとして、日本民
家園、岡本太郎美術館、かわさき宙（そら）と緑の科学館
といった、区内のみならず市内外にも誇るべき魅力ある
文化的施設があり、多くの方が多摩区を訪れている。
　一方で、空家の増加、商店会店舗の減少などの課題
や、人口推計からは、少子高齢化の進行、近い将来の
人口減少が想定されており、多摩区としては、これまで
以上に、「賑わいと魅力あるまちづくり」に取り組み、地
域の活性化を図ることが求められていた。

（２）「ピクニックタウン多摩区」施策の導入
　この状況を受け、多摩区では解決策の一つとして、
大勢の人が“来て”、さまざまな魅力ある資源や人を“見
て”、その魅力を“実感”してもらうための、タウンセー
ルス事業に取り組むこととなった。平成23年度から、
市民活動団体や事業者、3大学などといった多様な主
体との協働により、豊富な観光資源や地域資源を活用
した取り組みを開始し、平成25年度には、広く市民等
から多摩区の魅力あるまちづくりへのアイデアを募集

する「多摩区魅力アップアイデアコンテスト」を実施し
た。そのコンテストで、特選に選ばれたのが、「ピクニッ
クタウン多摩区」である。

（３）�アイデアコンテストでの提案内容と施策化
　提案では、多摩区にある、多摩川や二ヶ領用水など
の「水辺の風景」、多摩川崖線のまとまった緑や平地に
点在する農地などの「緑の風景」、歴史的な社寺や城跡、
充実した文化施設などの「文化の風景」を、ピクニック
をテーマに巡る散歩コースに設定することを基本に掲
げている。そして、ピクニックガイドの作成や、ピクニッ
クに関係するような団体の交流イベントを実施すると
ともに、区内のピクニックに関係するようなお店等、ピ
クニック関連産業の支援・育成を行うことで、多摩区の
特徴的な資源をつなげ、多摩区らしいまちづくりをア
ピールするという内容であった（図1）。
　この提案を受け、多摩区では、平成26年度1年間を掛
けて、実施に向けた基礎調査を行った。基礎調査では、
まず多摩区内のピクニックに関連する資源を、地理的

コンテスト募集チラシ

ピクニックタウン多摩区の
取り組み
〜地域資源を活かした賑わいと魅力あるまちづくり～

現場の目

多摩区役所地域振興課 まちづくり推進係長　岡本  雅博
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資源、人的資源、既存事業・催事の3つに分類し、現状
を把握した。さらに、子育て支援、自然環境保全・活用
等ピクニック関連の団体・グループを対象としたヒアリ
ングやワークショップを実施し、そこで出された意見や
提案を踏まえ、「ピクニックタウン多摩区」の基本的な
考え方や実現に向けた方向性、実現する上の課題や課
題解決に向けたアイデアを整理した。
　考え方や実現に向けた方向性では、
①�都市にいながらのんびりとしたライフスタイルを楽

しむ。
②�楽しいワークショップと美味しい食べ物で元気にな

る。
③“ピクニック”をテーマに区民がつながる。
の3点から、多摩区のイメージやブランド力を向上する
ことを基本としている。そして、心身ともに元気になれ
るようなイベント等を通じて、多摩区を訪ねてみたい、
住んでみたい、このまちで子育てをしたい、住み続けた
いという人を増加させる。また、それらを通じて、ピク
ニックをテーマにさまざまな人や団体がつながること
で、それぞれの活動が広がりを持つことが可能となり、
行政内・外での連携づくりや、区民と行政とによる協働
のまちづくりが進展するとしている（図2）。
　また、推進課題と課題解決のアイデアとしては、
①�さまざまな主体が、互いの取り組みを活かしながら

連携できるよう、情報交流する機会づくりなどによる
ネットワークを形成する。

②�各団体などが開催するイベントに共通の「冠」（ロゴ
マーク、キャッチフレーズ等）をつけることで、名称
を浸透させ、関連性を印象づける。

③�子育て世代を主なターゲットとして、よく訪れる場所や
機会に魅力をPRするなど、効果的な情報発信を行う。

④�ピクニックの楽しさを知り体験する機会を増やし、

そこに参加したくなるような仕掛けをつくる。
⑤�ピクニックを楽しむ人も、それを支える人も増やす

仕組みをつくる。
⑥�ピクニックタウンの取組品質の維持向上を図る。
をあげている。

2  これまでの取り組み

（１）平成27年度の取り組み
　平成27年度からは、基礎調査の結果を受け、具体的
な取り組みを開始した。
　平成27年度は、まず、課題②：「冠」による情報発信
に対応するため、「ピクニックタウン多摩区」のロゴマー
クを作成した。多摩区の豊かな緑を思い起こさせる緑
を基調としたやわらかなデザインで、Picnic townの文
字には色を多用し、ピクニックの楽しさを表したものと
なった。これを関係
機関等に周知し、区
内でピクニックに関
係のある事業を行う
際には、自由に使う
ことができるように
している。
　このロゴマークを
使用して、課題①：
さまざまな主体の情報交流や、課題③：ターゲットに届
く情報発信に対応すべく、facebook上で「ピクニックタ
ウン多摩区」ページを開設し、生田緑地を中心に、区内
の豊かな自然を紹介したり、地域振興課の行う事業は
もちろんのこと、関係機関や市民団体等が行うピクニッ
クに関係する事業を紹介している。また、市ホームペー
ジの多摩区トップページにあるビジュアルエリアでも

図1　ピクニックタウン多摩区・提案内容（一部） 図2　当時の説明資料から〜ピクニックタウンとは〜

ロゴマーク
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PRを行い、このfacebookにリンクさ
せている。その他、「ピクニックタウン
多摩区」の取り組みを紹介するリーフ
レットを作成し、公共機関等で周知を
図った。
　それ以外の取り組みとしては、生田
緑地の指定管理者が前年度から実施
していた「ピクニックデー」を、多摩区
役所が共催する形で行うことになり、
当日は、“夏の終わりの1日を生田緑地
でゆるゆる過ごそう”をテーマに、親子
で楽しめる多様なワークショップのほ
か、宙（そら）と緑の科学館を活用した
区の音楽事業「生田緑地星空★コンサート」を同時開催
するなどして、生田緑地の魅力を発信し、多くの方が
参加された。

（２）平成28年度の取り組み
　平成28年度は、より多くの人に気軽にピクニックを
楽しんでもらうために、簡単に作れて、美味しく、しか
もちょっとおしゃれなサンドイッチの具材レシピを募集
した。
　料理レシピ募集総合サイト等を活用し、全国に応募
を呼びかけることで、多摩区の知名度をあげることも目
的の一つである。
　53レシピの応募があり、専門家（管理栄養士）による8
レシピへの絞込みの後、専門家や区内在住のママさん
等による審査員が5レシピを優秀レシピとして選考し
た。優秀レシピに選ばれた5レシピは、さらにピクニッ
クタウン多摩区の公式facebookを通じて、広く「いい
ね！」を募集して、最優秀レシピを決定した。
　また、課題③：ターゲットに届く情報発信に対応して、
ガイドブック「ぴくたま」を作成した。多摩区の自然を、
花、原っぱ、河原、森のそれぞれの切り口から、その楽
しみ方について提案を行っている。なお、花について
は年間の見どころカレンダーを載せており、区内のど
こで、どの時期に、どういった花を楽しむことができる
のが一目見て分かるようにした。他にも、ピクニックに
持っていくと良いものの紹介や、ピクニック関連の区内
イベントカレンダーの掲載、オリジナルサンドレシピコ
ンテスト優秀作品のレシピ紹介を載せ、区内でピクニッ
クを楽しもうという提案をしている。
　また、広報・PR関係では、緑化センターの自主事業と

して実施されたピクニックサタデーへの後援、緑化セ
ンターまつりに参加しての「ピクニックタウン多摩区」
のPR活動、区内の子育て情報が満載された『多摩区地
域子育て情報BOOK』や市政だより多摩区版への「ピク
ニックタウン多摩区」のPR記事掲載などを行っている。
　また、課題①：連携ネットワークの形成に関する取り
組みとして、平成29（2017）年1月に、「ピクニックタウン
多摩区」関係者ミーティングを開催し、これまでの取り
組みの振り返りや、認知度を高めるための情報発信、
今後の取り組み等について話し合いを行った。この関
係者ミーティングは平成29年度も開催した。
　なお、ピクニックデーも平成27年度と同様に実施し
ている。

（３）平成29年度の取り組み
　平成29年度も、平成27・28年度と同様、生田緑地ピ
クニックデーを指定管理者と共催した（同時開催の区
音楽事業は、「生田緑地ピクニックコンサート」として
実施）。
　また、前年度に実施したオリジナルサンドレシピコン
テストの優秀レシピを、市政だより多摩区版に載せ、「ピ
クニックタウン多摩区」をPRするとともに、優秀レシピ
の商品化にも力を入れ、期間限定ではあるものの、宙（そ
ら）と緑の科学館にあるカフェ「星めぐり」で最優秀レ
シピが商品化された。カフェとしても好評な売り上げ
であったと聞いており、東京新聞にも取り上げられてい
る。また、後述の「ピクニックマルシェ」でも、優秀作品
の中から1レシピが地元の有名なパン屋さんの手により
商品化され、好評な売れ行きであった。
　企業との連携も試みている。川崎市と小田急電鉄は、

レシピコンテスト応募チラシピクニックデーチラシ
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連携協定を結んでおり、「ピクニックタウン多摩区」には
多摩区を住みたい、住み続けたい街にという思いが込
められていることから、小田急不動産と何らかの連携
ができないかと考えた。そこで、先述のピクニックタウ
ン多摩区ガイドブック『ぴくたま』や、地域見守り支援セ
ンターで作っている『多摩区公園BOOK』、『多摩区地域
子育て情報BOOK』を持って相談へ行った。「小田急不
動産の各店舗で、物件を紹介しに来た方にこれらの冊
子類を提供していただき、多摩区に住む検討の一助に
していただくことはできないか。」とか、小田急不動産が
新百合ヶ丘で行うイベントにおいて、「ピクニックタウ
ンのPRができないか。」と投げかけ、実際に、実施に結
び付けることができた。今後も、小田急との連携を進
めることができないか検討していきたいと考えている。
　最後に紹介するのは、11月12日に「ピクニックタウ
ン多摩区」の事業として行った「ピクニックマルシェ
designed by ピクニックタウン多摩区」である。課題④
の多様なピクニック体験の機会づくりに対応した事業
となる。
　マルシェの取り組みは、最近、いろいろなところで行
われており、新鮮な農産物であったり、ちょっと洒落た
食べ物や飲み物を提供するとともに、ただ買い物をす
るだけでなく、ワークショップなどを開催して、その空
間にいることを楽しむというものである。
　今回は、それを生田緑地西口広場で行うことにした。
なぜ、この場所に決めたかというと、生田緑地そのもの
は知られているが、平成26年度に整備された西口広場
は、芝生があってのんびりとできる空間であるにもかか
わらず、あまり知られていないからである。イベント等
のほとんどは中央広場で行われており、実際に、活用を
求める声も寄せられていた。そのような場所こそ、「ピ
クニックタウン多摩区」の目的の一つである魅力の発信
を行うにあたり、ふさわしい場所と考えたからである。
　実施にあたっては、委託業者が地元の飲食店等に協
力を依頼し、これまであまり出店していないような地元
の有名店にも出店をお願いしている。また、独自色を
出す意味を込めて、生田緑地内にある日本民家園にあ
る民家の移転元ゆかりの食品なども販売した。
　ワークショップとしては、ブレスレットづくりや、園
路内にあるハートマークの石を探すハート探し（見つけ
た人にはプレゼントあり）、地域の団体の協力による色
わっかつなぎ、生田緑地内にある岡本太郎美術館の協
力によるTAROとんぼづくりなどを行い、親子連れに

も楽しんでもらえるようにした。
　会場には色とりどりの風船やエアソファを置いて、
華やかな雰囲気を演出した。また、敷物などを持って
こなかった人もゆったり楽しめるようにすることと、ピ
クニックの楽しみ方の提案として、ラグマットやチェア
を配置している。
　なお、来場した方にピクニックタウンを知ってもらう
ため、ガイドブックなどを配布するとともに、子どもに
はピクニックタウンロゴ入り風船を配布したり、SNSで
イベントを紹介してくれた方には無料で花を渡すなど
の工夫も行っている。
　当日は、規模の小さなイベントではあったものの1,300
名の方に来場していただき、こんな良いところがあった
とは、またやって欲しいなどの声もいただき、成功だっ
たと考えている。

3  今後に向けて

　取り組みを始めて3年ということもあってか、まだま
だ知名度は高くはない。
　また、平成29（2017）年5月に総務企画局より出された

「川崎市総合計画第2期実施計画の策定に向けた将来
人口推計について」（訂正版）によると、多摩区は市内で
もいち早く、平成32（2020）年を境に区内総人口が減少
に転じるとされ、以前の想定よりも時期はずれ込んで
いるものの、将来的な状況に変わりはない。
　今後は、新たな魅力発信を引き続き行いつつ、地域
の魅力を発信する取り組みが、地域の方の主体的な取
り組みとして行われるような働きかけも行っていきた
いと考えている。

ピクニックマルシェの様子
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1  はじめに

　私は、平成29（2017）年4月から指定都市市長会事務
局へ派遣されている。ここでは、指定都市市長会の活
動内容や私の業務内容、業務を通じ感じたことなどを
述べることとしたい。

2  指定都市市長会の活動内容

　指定都市は、指定都市の緊密な連携のもとに、大都
市行財政の円滑な推進と伸張を図ることを目的とし、
平成15（2003）年12月21日に指定都市市長会を発足し
た。なお、指定都市とは地方自治法第252条の19にて「政
令で指定する人口50万以上の市」と規定されている都
市であり、平成30（2018）年3月時点で川崎市を含め、20
市が指定されている。
　活動内容は、主に以下のとおりである。

（１）国に対する政策提案・意見表明活動など
　地方分権改革の推進や、翌年度の国の予算編成、各
種制度の創設・改廃などについて、指定都市の意見表

明や要請活動を行っている。
　平成29年度は、「平成30年度国の施策及び予算に関
する提案」（通称「白本」）の要請活動、「大都市財政の
実態に即応する財源の拡充についての要望」（通称「青
本」）の要望運動や「幼児教育・保育の無償化に関する指
定都市市長会緊急要請」などを行った。

（２）諸会議の開催・国との連絡調整など
　指定都市市長会議の開催や部会・政策提言プロジェ
クトの活動により、大都市が抱える喫緊の課題や今後
のあり方などについて、活発に意見交換を行っている。
また、国（省庁）との連絡調整、情報交換を行い、各指
定都市と国との
パイプ役を担っ
ている。
　平成29年度、
指定都市市長会
議については平
成29（2017）年7月

（第43回）、平成29
（2017）年12月（第
44回）に開催した。また、政策提言プロジェクトとして

「子育てに優しい社会実現プロジェクト」「観光先進国
実現プロジェクト」を設置し、内閣府、観光庁などに対
し政策提言を行った。

（３）広報啓発活動
　指定都市市長会の活動内容の紹介や主張について
広く周知するため、シンポジウムの開催やホームページ

（http://www.siteitosi.jp/）、雑誌等を活用した広報活
動を行っている。

今年度白本要請活動の様子
（平成29（2017）年7月24日　財務省への要請活動）

左から　大塚拓 財務副大臣、
北橋健治 北九州市長、井上秀作 北九州市議会議長

第44回指定都市市長会議の様子
（福田紀彦 川崎市長）

指定都市市長会における
取り組み
～大都市行財政の円滑な推進と伸張に向けて～

研修の窓

総務企画局都市政策部担当係長（指定都市市長会事務局派遣）　山本  俊光
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　シンポジウムについては全国各地で開催しており、
平成29年度は、仙台市、浜松市、北九州市、東京都にて
開催した。

（４）災害への対応
　指定都市が一体となって災害対策を行うための計画

（広域・大規模災害時における指定都市市長会行動計
画）を策定し、被災地支援に取り組んでいる。
　行動計画に基づき、平成28（2016）年に発生した熊本
地震に対しては各指定都市から延べ23,700人の派遣、
飲料水や食料品など各種物資の支援を行った。

3  派遣先での業務内容

　派遣先の指定都市市長会事務局は12名の組織であ
り、うち11名が各指定都市からの派遣者である。
　事務局には「総務・調整」「税制・財政」「企画」の担当が
あり、各次長の下、業務を行っている。
　私は「税制・財政」担当主査として、主に以下の白本・
青本について、各種会議に向けた文案調整や会議の運
営、そして市長・議長などが行う要請活動・要望運動に
関する調整などを担当している。

（１）白本に関する調整及び要請活動
　白本は、翌年度国家予算への反映や今後の制度改正
の実現を図るために作成され、指定都市の行財政に重
大な影響を与える事項などについて提案する冊子であ
る。例年、予算概算要求策定の段階において、白本に
より指定都市の市長・議長が政党及び政府に要請活動
を実施するとともに、各指定都市において、地元選出
国会議員に対し要請活動を行っている。
　白本は各指定都市の担当（税制・財政・窓口担当など）
課長会議や担当局長会議での決定後、各市の市長・議
長による意思決定を経て内容が決定される。
　平成29年度、「真の分権型社会の実現のための国・地
方間の税源配分の是正」「地方固有の財源である地方交
付税の必要額の確保と臨時財政対策債の廃止」「児童
福祉施策の拡充」など15項目を白本で提案し、指定都
市の市長・議長などが上記要請活動を行った。

（２）青本に関する調整及び要望運動
　青本は、主として中・長期的な観点からの税財政制度
の改正に関して、大都市行政を総合的に進める上で不

可欠な税財政の充実を図ることを目的に、国から地方
への税源移譲など大都市の実態に即応する税財政制
度の改正に関して要望する冊子である。例年、青本に
より幹事市の市長・議長が政党及び政府に、幹事市の
税財政関係特別委員長が衆議院・参議院の総務委員会
委員に、それぞれ要望運動を行うとともに、各指定都
市において、地元選出国会議員に対し要望運動を行っ
ている。
　平成29年度、「事務配分の特例に対応した大都市特
例税制の創設」「国庫補助負担金の改革」など14項目を
青本で要望し、幹事市である静岡市の市長・議長及び
税財政関係特別委員長が上記要望運動を行った。また、
例年、各市の税財政関係特別委員会委員が政党との懇
談会を行い、政党への要望運動を実施しており、平成
29年度も政党との懇談会を行った。
　なお、青本についても白本同様の過程を経て内容が
決定される（各市の担当は税制・財政担当）。

 

4  派遣先での業務を通じて

　指定都市市長会の活動は原則として「20市合意」で
行われる（多数決ではない）。白本・青本の文案作成に
おいては各指定都市からさまざまな意見が出され調整
が難航することもあるが、各指定都市と協力し文案が
20市合意に至った際には、喜びも一入である。
　また、各指定都市の市長・議長が、政府の政務三役や
政党役員等に要請・要望する場面に随行として立ち会
えることは、非常に貴重な経験と感じている。
　さらに、この1年で派遣先の同僚や多くの他自治体の
職員と知り合い、人脈を広げることができた。これは自
分にとっての大きな財産となっている。
　派遣期間中にさらに多くの経験を積み、帰任後の川
崎市での業務に活かしていきたい。

今年度青本要望運動の様子
（平成29（2017）年11月15日　自由民主党への要望運動）

左から　山口泰明 自由民主党組織運動本部長、
田辺信宏 静岡市長、井上恒彌 静岡市議会議長
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1  はじめに

　私は、平成27・28年度の2年間、経済産業省関東経済
産業局に行政事務研修員として派遣された。派遣期間
中の業務や感じたことを述べたい。

2  関東経済産業局について

（１）組織について
　関東経済産業局は、経済産業省の地域ブロック機関
であり、首都圏に長野・新潟・静岡を加えた11都県を管
轄し、管内の中小企
業振興、新規創業の
促進、技術開発支援、
消費者相談等の経済
産業政策や資源エネ
ルギー政策に取り組
んでいる。
　私が所属した次世代産業課は、世界的に市場成長率
が高く、有望な分野として政府が成長戦略に位置づけ
た航空宇宙産業、医療機器、バイオ・医薬品およびヘル
スケア産業の振興を担当していた。
　成長産業の振興という使命を反映してか、職員は皆
前向き・積極的で、新たな政策を次々と打ち出すパワフ
ルなメンバーであった。また、課内には私以外に新潟市・
飯田市・群馬銀行からの出向者がおり、さまざまな背景
や考え方を持った個性の強い集団であり、多くの刺激
を受けた。

（２）担当業務について
　私の担当はバイオ・医薬品産業で、①バイオベン

チャーの支援、②再生医療産業の振興の2つの事業に
取り組んだ。
①バイオベンチャーの支援について
　　経営資源や外部ネットワークが弱い等でさまざま

な経営課題を抱えるバイオベンチャーの事業展開を
支援するためのプロジェクトを実施した。

　　具体的には、バ
イオベンチャーへ
の経営アドバイス、
大 学 や 他 企 業と
の連携による新規
事業創出支援、大
手製薬企業・化学
メーカー等への販
路開拓支援、ベンチャーキャピタル等からの出資を
促すためのマッチングイベントの開催等を手掛けた。

②再生医療産業の振興について
　　我が国はiPS細胞を柱に基礎研究で先行している

が、製品開発で他国に遅れている現状を打破するた
め、再生医療等製品の新規開発案件を創出し、事業
化を促すためのプロジェクトを実施した。

　　具体的には、海外から企業・大学等を招待して我
が国企業とマッチングするイベントを実施した。さ
らに、技術的シーズと事業化ニーズをそれぞれ収集
したうえでの企業間マッチング等を行った。

さいたま新都心の合同庁舎（右側）
を拠点に関東圏を駆け回った

バイオベンチャーのニーズが高い
研究開発や設備投資に関する支援
施策を説明する機会が多かった

マッチングイベ
ントは海外企業
が多く参加し、
NHKテレビ「ク
ローズアップ現
代＋」の再生医
療特集で紹介さ
れた

現場主義・風通しの良さ・
エンパワーメント
～派遣で学んだ経済産業省の強み～

研修の窓

内田  正樹中原区役所地域みまもり支援センター地域ケア推進担当　
（平成27・28年度経済産業省関東経済産業局次世代産業課ヘルスケア産業室派遣）
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3  関東経済産業局の
組織文化について

　次に、関東経済産業局での勤務を通して感じた、特
徴的であった点について述べてみたい。

（１）現場主義
　経済産業省のポリシーは、「現場主義」である。これ
は、地域の企業等へ積極的に足を運び、経営者や従業
員の方から話を聞き、
生産・研究開発の現
場を実際に見ること
で、地域経済の現状
や課題を収集し、必
要な支援策や政策立
案の検討を行うとい
う考えである。

（２）徹底的な議論
　経済産業省は、「議論」が大好きである。どのような
政策を行うことが必要か、徹底的な議論が行われる。
　新規に政策立案・事業企画をする際は、必ずと言って
良いほどチームで議論の場が設けられた。そこでは担
当者は「現場主義」で収集した情報をもとに、現状や課
題を分析し、必要な政策の仮説を立て、論理的に自ら
の意見やスタンスを持つことが要求された（図1）。

（３）風通しの良さ
　経済産業省は「現場主義」に加えて、風通しの良さに
も特徴があると言われている。
　私が風通しの良さを感じたのが、上記の議論の場で
あった。局長等の幹部が集まる政策検討の議論の場で

は、担当としてどう思うか発言の機会が多く与えられ
た。さらに、部下の提案も通りやすいと感じた。特に、
挑戦的・新しい取り組みは好まれ、組織としてリスクを
受け入れ、失敗をした場合でも、その反省を次に生か
せば良いとする土壌があった。

（４）outcomeの追求
　政策を立案するときには、ゴールはoutput（結果）で
はなく、定量的なoutcome（成果）を第一に意識すること
が求められた。outputだけなら普通に取り組めばある
程度の数字は出るが、その先の良いoutcomeを達成す
るには、工夫やアイデアが必要だと実感した。
　例えば商談会の開催では、ただマッチングの場を提
供するだけではなく、企業の事業化ニーズや技術的
シーズを事前に集約・整理し、当日はコーディネーター
がこの情報を基に企業間を仲介するといった工夫を加
えることで、面談がスムーズに運び、事後の連携成功
率を高めることができた。

（５）部下へのエンパワーメント
　また、部下へのエンパワーメントが進んでいた。定
期的な進捗報告・管理による方向修正があるものの、プ
ロジェクトの推進においては、担当レベルが自主的に
決定できる裁量が相当広く与えられていた。
　これはプレッシャーを大きく感じたが、その一方で、
自立的に考えて判断しなければならない状況であった
ことから、自らの業務に「所有感」を強く持つことがで
き、やりがいや達成感を覚えることが多かった。

4  派遣研修を振り返って

　現場で得た情報・課題を基に、風通しの良い議論を
通じて具体的成果を目指した政策を実施するという業
務のプロセスは経済産業省の強みであると実感した。
本市でのこれからの業務でも実践していきたい。
　また、部下へのエンパワーメントは、モチベーション
や自主性が高まり、効率性や成果が向上すると実感し
た。働き方改革の面からも有効だと思うので、取り入
れてみたい。
　最後に、予期せぬ派遣研修や慣れない環境からのス
トレスやプレッシャーを乗越え、無事に任期を満了でき
たのは、妻の支えがあったからこそだと思う。妻に最
大限の感謝を捧げ終わりとしたい。

図1　バイオベンチャー支援のネットワーク
議論を通じて、上図のとおりバイオベンチャーの課題と必要な支援
策を検討した。これを基にプロジェクトの細部を設計した

2年間で150以上のバイオベンチャー、
製薬企業、大学、金融機関や自治体等
とヒアリングや意見交換、補助金相談
を行った
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4 月

小児医療費助成の通院助成対象を
小学校6年生まで拡大
　子どもの健全な育成や子育て家庭における経済的
負担の軽減を図るため、入院や通院に係る医療費の
自己負担分を助成している。4月からは通院医療費
助成の対象を小学校6年生まで拡大した。

日本民家園　開園50周年
　失われつつある古民家を将来に残すとともに、市
民共通のふるさとを目指し、昭和42（1967）年に開園
した「川崎市立日本民家園」は、4月1日に開園50周年
を迎えた。記念伝統芸能公演や50周年の歩みを振
り返る企画展の開催、50周年を祝う生田緑地サマー
ミュージアムの開催、4か国語音声ガイドの導入な
ど、さまざまな記念事業を行った。　

全国初、JR南武線武蔵溝ノ口駅に
水素エネルギーを導入・利活用
　駅の屋根に設置した太陽光パネルの電気を、ホー
ムに設置した東芝の自立型水素エネルギー供給シス
テム「H2One」に送りCO2フリー水素を製造し、駅の
照明や、災害時の非常用電源として活用する取り組
みである。平常時は、市民の目にふれる場所で水素
の普及啓発につなげるとともに、災害時、帰宅困難
者に対して電力を供給することで“市民や駅利用者の
安全・安心の構築”に役立てる。
　川崎水素戦略のリーディングプロジェクトの一つ
で、JR東日本横浜支社と川崎市が連携し、水素社会
の実現に向けて取り組みを実施した。

川崎市の人口が150万人を突破
　川崎市の人口は4月24日に150万人を突破した。交
通の利便性の良さなどから20歳代を中心とした若い
世代の流入が多く、また自然増加数も政令指定都市
の中で第1位となっている。若くて元気のある都市
として、市民のシビックプライドを醸成していくた
め、ロゴマークの作成や3,000人の笑顔の写真でつく
る「ビッグフラッグ」の作成、「かわさき川柳」の募集
等の記念イベントを展開した。

5 月

かわさきマイスター事業20周年
市内最高峰の匠が大集結、

「かわさきマイスターまつり」を開催
　川崎市内最高峰の匠『かわさきマイスター』が集結
して一流の技能の実演・体験・製品展示等を行う「か
わさきマイスターまつり」が5月13日に開催された。
かわさきマイスター事業は、平成9年度から「手」や

「道具」等を駆使し、極めて優れた技術・技能を発揮
して産業の発展や市民の生活を支える「もの」を作
り出している現役の技術・技能者を「かわさきマイス
ター」として認定し、28年度末までに91人をマイス
ターとして認定している。

川崎港公共ふ頭でのコンテナ貨物取扱量が
初めて10万TEUを突破
　公共ふ頭でのコンテナ貨物取扱量は、100,772TEU
と統計を取り始めた平成8（1996）年以降初めて10万
TEUを超え、この5年間で3倍以上に増えた。これま
での官民一体となった国内外のポートセールスや国
際コンテナ戦略港湾として選定されたことなどが実
を結んだ結果となった。今後も民間活力を活かした
港湾運営を行うことで、更なる集貨を推進する。

6 月

JR川崎駅中央北改札、先行開業
　JR川崎駅へのアクセス向上と東西自由通路の混雑
緩和、駅東西の利便性・回遊性等の向上を図るため、
北口自由通路と新たな改札口（北改札）の整備を進め
ており、6月18日に川崎駅中央北改札を先行開業し
た。また、平成30（2018）年2月17日の北口自由通路
の開業時には、行政サービスコーナー・観光案内・魅
力発信の機能を持つ「川崎駅北口行政サービス施設

（かわさき  きたテラス）」も開設した。

水道事業等の広報施設「水とかがやく未来館」開場
　長沢浄水場内に水道事業等の広報施設が完成し、
小学生から募った施設愛称「水とかがやく未来館」と
して、開場した。子どもたちや市民の方々への水道

政策情報かわさき第36号  かわさき市政カレンダー
（2017年4月～2017年12月）
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事業等への理解をより深めてもらうため、川崎の水
道の特徴でもある自然流下の仕組みや水循環等がわ
かりやすく実感できる施設として、多くの方々に利
用されている。

7 月

リエカ市と姉妹都市提携40周年を迎えた
　1977年に川崎市が最初に姉妹都市提携を結んだク
ロアチア共和国・リエカ市（提携当時は旧ユーゴスラ
ビアに所属）と提携40周年を迎えた。7月には市長を
団長とする代表団がリエカ市を訪れ、今後の両市の
さらなる友好関係の絆を確認する確認書を取り交わ
した。

2年連続で政令指定都市唯一の
普通交付税不交付団体に
　平成29年度の普通交付税の算定の結果、川崎市は
2年連続で政令指定都市唯一の普通交付税不交付団
体となり、財政力指数は、単年度1.000、3か年平均で
は1.001となった。市の持続的な発展を目指し、今後
も適切な財政運営に努めていく。

8 月

東海道かわさき宿交流館
来館者20万人突破
　平成25（2013）年10月に開館した「東海道かわさき
宿交流館」は、8月27日に来館者数20万人を突破した。
同館では、映像や模型などの手法を駆使して江戸時
代の川崎宿の様子や、江戸時代から現代につながる
川崎の歴史・文化を紹介し、平成26（2014）年には「か
ながわ観光大賞」のグランプリに輝いた。

9 月

羽田連絡道路の工事着手
　羽田空港と川崎市殿町を結ぶ新しい橋「（仮称）羽
田連絡道路」の工事に着手した。工事に先立ち9月30
日に開催された起工式典には、神奈川県知事や大田
区長をはじめ、国や羽田空港を中心に多摩川両岸で
活躍する関係機関の方々にも出席頂き、まさに東京
と神奈川両地域の重要なエリアの連携強化にふさわ
しい式典となった。今後は、安全かつ周辺の環境に
配慮しながら、着実に工事を推進していく。

10 月

川崎市スポーツ･文化総合センター
「カルッツかわさき」オープン

　10月１日に川崎市スポーツ･文化総合センター「カ
ルッツかわさき」がオープンした。愛称の「カルッツ
かわさき」は全国から寄せられた作品の中から選考
委員会により絞られた4点について、市民による投票
により決定した。2,013席を有する市内最大規模の
ホールをはじめ、大体育室やトレーニング室、弓道
場、音楽練習室などを備え、市民の新たな交流拠点
として活用されている。

川崎市長選　福田紀彦市長が再選
　10月22日、任期満了に伴う川崎市長選挙の投開票
が行われ、現職の福田紀彦市長が他の候補者2人を
破り、再選を果たした。一部の選挙区では衆議院議
員総選挙、市議会議員補欠選挙と同日執行となる“ト
リプル選挙”となり、台風が接近する中でも多くの
方々が投票に足を運び、市長選の投票率は52.30％と
なった。

11 月

ヘイトスピーチ解消に向けた
全国初のガイドライン策定
　不当な差別的言動（いわゆるヘイトスピーチ）の解
消に向けた取り組みとして、2月からSNSを活用した
情報発信を始めたほか、ヘイトスピーチ解消法（本邦
外出身者に対する不当な差別的言動の解消に向けた
取組の推進に関する法律）の施行から1年を迎えた6
月には、アゼリアビジョンやJR南武線のトレインチャ
ンネル、市ホームページ等で集中的な啓発活動を実
施した。また、全国初となるヘイトスピーチ解消法
に基づく「公の施設」利用に関するガイドラインを策
定した。

12 月

川崎フロンターレ　J1リーグ戦で初優勝
　川崎フロンターレは、2017明治安田生命J1リーグ
戦において、優勝を収め、念願の初タイトルを獲得
した。12月10日に川崎駅周辺で行われた優勝記念パ
レードには、多くのサポーター・市民の方々が集まり、
喜びを分かち合った。
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バックナンバー紹介

「政策情報かわさき」創刊からの20年を振り返って
【特別寄稿】 政策情報かわさき創刊20年に想う	 瀧峠雅介
　◯「政策情報かわさき」のあゆみと時代背景

「成長」と「成熟」の調和による
持続可能な「最幸のまち  かわさき」をめざして
　◯「川崎市総合計画」の策定  〜「最幸のまち  かわさき」の実現に向けて〜
	 総務企画局都市政策部企画調整課 担当係長  山井 康明
　◯「川崎行財政改革プログラム」の策定を終えて
	 総務企画局行政改革マネジメント推進室 担当係長  吉田 純二
　◯かわさきパラムーブメント  −2020年、そしてその次へ！−
	 市民文化局オリンピック・パラリンピック推進室  木田 哲也
　◯臨海部の持続的発展に向けて	 臨海部国際戦略本部臨海部事業推進部 担当係長  上原 彩

【本市の政策展開から】 
　◉多様な主体との協働・連携
　　 ◯宮崎県と川崎市の連携による国産木材利用に向けた取り組み  〜『崎ー崎モデルの構築』〜
	 まちづくり局総務部企画課 課長補佐  佐藤 英樹
　　 ◯戦略的新駅・小田栄駅の整備について  〜JR東日本との包括連携協定の取り組み〜
	 まちづくり局交通政策室 広域交通対策担当課長  藏内 政之

　◉女性の輝く社会の実現に向けて
　　 ◯川崎市の保育所待機児童対策の取り組み	 こども未来局子育て推進部事業調整・待機児童対策担当 担当係長  新村 祐
　　 ◯川崎市立中学校完全給食の実施  〜みんなで創る健康給食〜	 教育委員会事務局中学校給食推進室  葛山 久志
　　 ◯小児医療費助成制度の拡充の取り組み	 こども未来局こども家庭課 医療費助成係長  平山 雪生
　　 ◯女性の活躍推進で目指す社会	 市民文化局人権・男女共同参画室 担当係長  小沢 由香子
　　 ◯庁内における女性活躍推進の取り組み	 総務企画局人事部人事課  荒井 諒

　◉まちの安全安心に向けて
　　 ◯誰もが安心して歩ける明るいまちを目指して  〜防犯灯LED化ESCO事業の実施〜
	 市民文化局地域安全推進課 地域安全係長  石床 高志
　　 ◯川崎市における客引き行為等防止対策	 市民文化局地域安全推進課 担当係長  中野 諭
　　 ◯川崎市における空家等対策計画の策定  〜総合的・計画的な空家等対策を目指し〜
	 まちづくり局住宅整備推進課 担当係長  皆川 悟史
　　 ◯「災害に強いまちづくり」の実現に向けた建築物の耐震化の推進  
　　　 〜「川崎市耐震改修促進計画」の改定および耐震化に向けた助成制度の見直し〜
	 まちづくり局建築管理課耐震化支援担当 担当係長  村上 雪絵

　◉ブランドメッセージの策定
　　 ◯「市のロゴマークが変わった！」だけじゃないんです…  
　　　 〜ブランドメッセージの策定と、プロモーションのお仕事〜
	 総務企画局シティプロモーション推進室ブランド戦略担当 担当係長  広岡 真生

地域で支えるまちづくり
〜地域包括ケアシステム構築に向けた重要な視点〜

ICTを活用した自治体施策
〜かわさきにおける情報化の未来〜

市民の声を“聴く”
〜「対話」と「現場主義」のまちづくりを目指して〜

市民の「心のふるさと」多摩川とともに歩む
〜多摩川を活かしたまちづくりの考察〜
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